
雑誌 03435－6

維持管理・長寿命化・リニューアル　特集 
 ● （独）土木研究所構造物メンテナンス研究センターの活動紹介 
 ● 社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術の開発 
 ● 既設導水路トンネルの改築 
 ● 神一・神二・仏原ダムラジアルゲート取替工事の概要 
 ● 横山ダム主放流ゲート設備の維持管理 
 ● 下久保ダム表面取水設備のリニューアル 
 ● 電磁波レーダを用いたトンネル覆工検査車の検証 
 ● 亜鉛・アルミ擬合金溶射による新しい電気防食工法 
 ● 新耐震GX 形ダクタイル鉄管の長寿命化技術の紹介 
 ● 長寿命化コンクリート 
 ● 管路継手部の水密試験方法 
 ● 軌道レール温度上昇抑制工法の開発と実施例 

 

鋼製リングへの表面部材取付作業 

完成後の導水路内面 

パルテム・フローリング工法 
（既設導水路トンネルの補強対策工） 

日
本
建
設
機
械
化
協
会

 社団法人 日本建設機械化協会 

6
2011 JUNE No.736

2011 JUNE No.736

平成23年6月25日発行（毎月1回25日）　第736号 ISSN　1349－547Ｘ 

6

「
建
設
の
施
工
企
画
」
　  
定
価   

一
部  

八
四
〇
円
　
本
体
価
格
八
〇
〇
円 

平成 23 年 6月 25 日発行 
（毎月 1 回 25 日）第736号 

維
持
管
理
・
長
寿
命
化
・
リ
ニ
ュ
ー
ア
ル
　
特
集
 

 



1/2



2/2



1/1



1/1



1/1



1/1



http://www.jcmanet.or.jp/

2011年 6月号　No. 736

目　　次

維持管理・長寿命化・リニューアル　特集

 3 巻頭言　社会資本の維持管理と激甚災害… …………………………………… 福手　　勤

 4 （独）土木研究所構造物メンテナンス研究センターの活動紹介…
2008 年設置から 3年間の活動を中心に… …………………………………………… 桑原　徹郎

 9 社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術の開発… ………… 地下　　調

 13 既設導水路トンネルの改築……………………… 田中　清隆・岩下　一彦・甲斐　　豊

 19 神一・神二・仏原ダムラジアルゲート取替工事の概要…
… …………………………………………………… 和泉　　満・白石　徳光・中谷　勇一

 24 横山ダム主放流ゲート設備の維持管理…
既存設備の有効活用と未来への情報伝達……………………………………………… 岩崎　哲也

 29 下久保ダム表面取水設備のリニューアル… … 舘　　憲司・鳴島　真二・石川　　直

 34 電磁波レーダを用いたトンネル覆工検査車の検証………… 松沼　政明・鈴木　　尊

 39 亜鉛・アルミ擬合金溶射による新しい電気防食工法……………………… 槙島　　修

 44 新耐震GX形ダクタイル鉄管の長寿命化技術の紹介……… 竹谷　和志・船橋　五郎

 49 長寿命化コンクリート　EIEN…… 横関　康祐・渡邉　賢三・芦澤　良一・取違　　剛

 54 管路継手部の水密試験方法　エアー式テストバンド工法… …………………… 伊藤　征義

 58 軌道レール温度上昇抑制工法の開発と実施例……………… 相田　　尚・片岡　直之
 63 交流の広場　建設・鉱山工具用超硬合金の製造法及び開発動向… ……………… 谷元　耕作

 66 ず い そ う　アジアマスターズ陸上に参加して… ………………………………… 秋山　俊二

 67 ず い そ う　東日本大震災に思う… ………………………………………………… 岸野　佑次

 68 CMI  報  告　腐食劣化した鋼 I桁のせん断耐荷力実験……………………………… 小野　秀一

  71 新工法紹介………………………………機関誌編集委員会
  76 新機種紹介………………………………機関誌編集委員会
 80 統　　　計　平成 23 年度 公共事業関係予算
  ……………………………………………機関誌編集委員会

 83 統　　　計　建設工事受注額・建設機械受注額の推移
  ……………………………………………機関誌編集委員会
 84 行 事 一 覧（2011 年 4 月）
 86 編 集 後 記……………………………………（安川・松本）

　
　パルテム・フローリング工法は，既設管きょ内で組立
てた鋼製リングに高密度ポリエチレン製のかん合部材と

表面部材とを管軸方向に組付け，既設管と表面部材との
間に充填材を充填することで既設管きょをリニューアル
（更正，補強）する工法。
　左の図は更正管の構造イメージ，右の写真はかん合部
材に表面部材を組付ける作業の様子，中央の写真は工事
完成後の導水路内面の状況。

パルテム・フローリング工法
（既設導水路トンネルの補強対策工として採用）
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協 会活動のお知らせ ▲ ▲

2012年開催「国際大ダム会議」出展募集のご案内

「国際大ダム会議第 80 回年次例会及
び第 24 回大会」が 2012 年に開催され
ます。会議の一環として展示ブースが
設置されることとなっており，当協会
においても出展を行います。この展示
ブースにパネル展示を希望される会員
様を募集致します。

1．募集内容
展示パネルサイズ（基本）：A1縦長パネル
利用料（A1）：30,000 円／枚
申込期限：平成 23 年 8 月 1 日（月）
2．展示概要
期間：平成 24 年 6 月 5 日～ 8日
場所：国立京都国際会館

展示ブース（１ブース）の大きさ：　
3.0 × 3.0 × 2.5 ｍ（幅×奥行き×高さ）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　白鳥
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
e-mail：shiratori@jcmanet.or.jp

平成 23年度「建設施工と建設機械シンポジウム」
論文・ポスターセッション発表募集のご案内

　“建設機械と施工法”に関する技術
の向上を目的に，技術開発，研究成果
の発表の場として「建設施工と建設機
械シンポジウム」を毎年開催しており
ます。本シンポジウムでは，「社会を
支える建設施工と建設機械」をテーマ
とし，以下の 6項目に関連する発表論
文・ポスターの募集を行っています。…

①災害，防災，復旧・復興　② ICT
の利活用　③品質確保とコスト縮減　
④環境保全，省エネルギー対策　⑤安
全対策　⑥維持・管理・補修
ぜひご参加ください。

会期：�平成 23 年 11 月 30 日（水）…
～ 12 月 1 日（木）

会場：�機械振興会館

詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　
シンポジウム実行委員会事務局　両角
TEL：03-3433-1501
FAX：03-3432-0289
http://www.jcmanet.or.jp

平成 23年度建設機械施工技術検定試験
－ 1・2級建設機械施工技士－

平成 23年度 1・2級建設機械施工技
術検定試験を次の通り実施いたします。
この資格は，建設事業の建設機械施
工に係る技術力や知識を検定します。
（以下の記載内容は概略ですので，詳
細は当協会ホームページを参照又は電
話による問合せをしてください。）

1．申込み受付
4 月 8 日終了

2．試験日
学科試験：平成 23 年 6 月 19 日（日）
実地試験：�平成 23 年 8 月下旬から 9

月中旬
※実地試験は，学科試験合格者のみ受

検でき，日程は 8月上旬に決定，通知
します。
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　試験部
TEL：03-3433-1575
http://www.jcmanet.or.jp

情報化施工研修会のご案内　―ICT建設機械の実地研修―

　3次元データを利用した建設機械制
御に関する実践的な教育により，情報
化施工に対応できる技術者を育成する
ことを目的として「情報化施工研修会」
を開催しております。次回の研修生を
次のとおり募集いたします。
1．申込み方法
　所定の申込書に記入の上，郵送，Fax

またはメールにて申込み。申込書は当
協会ホームページより入手できます。
開催日1週間前をもって締切とします。
2．開催日（以降，順次開催予定）
平成 23 年 7 月 21 日（木）～ 22 日（金）
3．受講費用
　体験コース：20,000 円 / 人
　実務コース：88,000 円 / 人 ※

　（※研修用PCを利用，修了証を発行）
詳細問い合わせ先：
㈳日本建設機械化協会　白鳥
TEL：03-3433-1501
http://www.jcmanet.or.jp/
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巻頭言

社会資本の維持管理と激甚災害
福　手　　　勤

1980 年代初頭に，それまでの米国の繁栄を支えて
きた高速道路網の劣化損傷が深刻化し，遂には落橋が
発生するに至り「荒廃するアメリカ」と呼ばれるよう
になった。歴史的に米国を追う形で社会資本を整備
してきたわが国では，「21 世紀は維持管理の時代」と
言われてきた。実際に高度成長期代に整備されたわが
国の社会資本の中には，初期欠陥や経年劣化などによ
り損傷が進行するものが増え，利用者に不安を与える
ケースも出てきた。このような背景から，わが国でも
社会資本の維持管理に関する多方面からの研究が進め
られ，行政上の対応も進んだ。また同時に維持管理に
関する資格制度も創設され，実務への反映や技術の普
及に役立ってきた。

今年 3月 11 日にわが国は東日本大震災に襲われた。
マグニチュード 9の超巨大地震は，建物の倒壊や地盤
の液状化など地震時に起きうる一般的な災害に加え，
大津波，さらには原発事故へと連鎖した。
現地から刻々と送られてくる，言葉を失う甚大な被
災状況を見ると，これまでの社会資本の劣化損傷は，
本来決して起こしてはならない「落橋」ですら，「腕
白坊主のすり傷」に見えてくる。そして我々がこれま
で取り組んできた劣化診断技術や劣化予測手法，補修
補強技術，施工技術など，維持管理に関する幅広い研
究や技術開発，さらには維持管理行為そのものが今回
の大震災の前にはいかにも無力に思えてくる。

自然の猛威を前にして，社会資本の維持管理の重要
性は低下したのだろうか？
答えはもちろん「否」である。極めて偶発的で予測
が困難な超巨大外力に対する「安全」と，日々の生活
を送る上で社会資本からわれわれが享受する「安心」

を混同してはならない。

これまで大学に入学してきた学生には「社会資本が
世界の繁栄と人々の快適な生活を支えてきた。この恩
恵を我々の子孫に引き継ぐためには社会資本の維持管
理がとても重要だ」と教育してきたが，激甚災害を経
験した今年の 4月からはそんなに簡単ではない。全国
で土木系の学生教育に携わる先生方は講義の組み立て
に大変苦労されている。
被災地が復興するためには莫大な費用と長い時間が
必要である。そしてその苦難は東北・関東の人たちに
とどまらず，全ての国民が甘受すべきであろう。
これまでにストックされてきた社会資本は，我々の
安全で安心な社会を支えるために必要なものであり，
それゆえにその機能を保持するために社会資本の維持
管理は引き続き重要なものである。しかし一方で，国
債残高の現状や今回の被災地復興に必要な多額の財源
の確保，そして今後の人口減少を考えると，維持管理
対象施設の取捨選択の大切さも浮かび上がってくる。
社会資本が経年劣化したからといって，すべての施設
を等しく補修補強していくのではなく，長期的に本当
に必要な施設に対し，ステークホルダーに説明可能な
優先順位をつけて維持管理に取り組んでいくことが必
要となる。
これまでの「事後保全型の維持管理」から，社会資
本を「資産」としてとらえ，工学だけでなく経営学な
どの考え方を取り入れて計画的に運用・管理をしてい
く「社会資本のアセットマネジメント」への移行が提
案されている。今回の大震災をそのパラダイムシフト
の契機とすることは，われわれ技術者に課せられた大
きな宿題であろう。
─ふくて　つとむ　東洋大学　理工学部　都市環境デザイン学科　教授─
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

（独）土木研究所構造物メンテナンス研究センターの
活動紹介
2008 年設置から 3年間の活動を中心に

桑　原　徹　郎

（独）土木研究所構造物メンテナンス研究センター（CAESAR）は，日本の道路構造物，特に道路橋の保
全を効果的・計画的に実施するために必要となる技術・研究開発の実施を目的として，2008 年 4 月に設
立された。本報では，CAESAR設立の背景とともに，「現場の支援」，「研究開発」及び「情報交流の場」
という組織が目指す 3つの役割の具体的取り組みと，維持管理の実情を踏まえた「臨床研究」の実施など
特徴的な活動事例について紹介する。
キーワード：道路橋，維持管理，技術支援，臨床研究

1．設立の背景

日本では，高度成長期（1955 年～ 73 年）に道路整
備が急ピッチに進められた。1930年代のニューディー
ル政策の時代から整備が本格化した米国と比較する
と，橋梁を含めた集中的な道路整備のピークは，米国
は日本に約 30 年先行している。すなわち，米国では
日本よりも 30 年早く，道路の高齢化が進んだことと
なる。そして 1980 年代に入り，高齢化に加えて道路
投資の減少が，いわゆる「荒廃するアメリカ」と言わ
れる状況を招くこととなった。その後米国では道路に
対する投資を増加し，更新・機能回復に努めているも
のの，例えば 2008 年においても全体の 1/4，15 万橋
もの欠陥橋梁を有するなど（NBI2008），一旦低下し
た水準の回復には至っていない。
図─ 1は，直轄国道の点検結果から，橋梁の供用

年数（橋齢）と損傷発生の傾向を整理したものである。

図より，早急に補修補強が必要とされた橋梁の占める
割合は，橋齢につれて増加する傾向が見て取れる。我
が国でも，米国から遅れること 30 年，すなわち今後
10 年程度の間に適切な手段を講じなければ，米国と
同様の事態を迎えることが想定される。
こうした状況や，2007 年 8月の米国ミネアポリスで
の高速道路（I-35W）の橋梁の崩壊等を踏まえて，国土
交通省では，2007 年 10月から道路橋の予防保全に向け
ての有識者会議を 4回にわたり開催した。翌 2008 年 5
月には「道路橋の予防保全に向けた提言」が公表され，
従来の何かが起きたら対処するという「事後対策」で
はなく，早期発見・早期対策で国民の安全安心とネッ
トワークの信頼性を確保するとともに，ライフサイクル
コストの最小化と構造物の長寿命化を図る「予防保全」
の実現のための以下の5つの方策が示された。
①点検の制度化
②点検及び診断の信頼性確保
③技術開発の推進
④技術拠点の整備
⑤データベースの構築と活用
この提言に呼応する形で，日本の道路構造物，特に
道路橋の保全を効果的，計画的に実施するために必
要となる技術・研究開発の実施を目的として，2008
年 4 月に（独）土木研究所構造物メンテナンス研究セン
ターが，土木研究所の 4番目の研究組織として設立さ
れた。本センターの英語名は“Center for Advanced 
Engineering Structural Assessment and Research”
であり，この頭文字から“CAESAR（シーザー）”を
略称として用いている。図─ 1　橋梁の高齢化と損傷の関係
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2．組織と役割

CAESARの組織構成を図─ 2に示す。CAESAR設
立以前は，構造研究グループの橋梁チームと基礎チー
ム，耐震研究グループの耐震チーム，技術推進本部の
構造物マネジメント技術チームが道路橋に関する研究
を主に担っており，協力しながらそれぞれ道路橋に関
する研究開発を行っていた。しかし，既設橋では多く
の場合，複合的な要因により不具合が生じ，設計，施
工，補修補強等にかかる様々な知見が必要となること
から，CAESARでは既往のチームを母体としつつも，
維持管理に関する研究開発を効果的かつ機動的に対応
できる体制とした。すなわち，上部構造や下部構造と
いった本来の専門分野的な視点に加え，橋梁を全体系
として捉えて，その検査，予測評価，補修補強という
維持管理の一連の流れと，それらをシステマチックに
管理するという別の視点から，いわば，複眼的な視点
で研究開発を行えるような体制としている。

CAESARが果たす主な役割として，「現場の支援」，
「研究開発」及び「情報交流の場」の 3つがある。
「現場の支援」とは，損傷，変状といった不具合等，
技術的課題を抱えている個別の橋梁の診断・処方等の
技術支援を行うとともに，そのフォローアップを行う
ことである。この過程で蓄積された知見は，マニュア
ル化や技術者への講習等を通じ，現場へフィードバッ
クしている。
「研究開発」のうち維持管理については，通行止め
をさせず橋としての機能を保持させるための「計画的
な保全」と，落橋させず利用者の安全を図るための「安
全管理」の 2つの軸を立てている（図─ 3）。維持管
理に重点を置き，橋梁の社会的重要度や求められる管
理レベルに応じた技術の開発をめざすものである。そ
の中で最も特徴的な取り組みが，3．に示す「臨床研究」
である。

「情報交流の場」は，維持管理技術の集積拠点として，
現場の道路管理者や大学，民間との連携を通じて，最
新の技術情報が集まり，技術交流・情報発信が行える
場を整えることである。講演会やウェブページによる
情報発信のほか，理化学研究所と連携した研究開発，
合同シンポジウムの開催等を行っている。

3．CAESARの活動事例

CAESAR の活動事例のうち，特徴的なものを以下
に示す。

（1）技術相談・技術支援
CAESARでは，国土交通省国土技術政策総合研究所

と一体となって，道路管理者からの技術相談に対応して
いる。相談件数はCAESAR発足後に増加しており，相
談内容としては，設計，施工の段階だけではなく，供用
後の橋梁の不具合に関するものが増加していることが，
特徴としてあげられる（図─ 4）。相談案件も直轄管理，
自治体管理を問わず全国から寄せられ，不具合の種類
も，疲労，塩害，ASR（アルカリ骨材反応）のいわゆる

図─ 2　組織構成

図─ 3　維持管理に関する研究開発

図─ 4　技術相談回数の推移（橋梁関係）
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3 大損傷をはじめとする，多種多様なものとなっている
（図─ 5）。今後，橋梁の高齢化に伴い，こうした傾向は
ますます増加することが予想される。また，このような
技術相談を経て得られた知見等を分析し，今後の研究
開発ニーズを的確に把握するとともに，必要に応じ，国
土交通省を通じた全国の道路管理者への注意喚起や，
技術基準類への反映等を行っている。
災害時に被災した橋梁に対する緊急的な健全性の評
価や講じるべき処置の提示など，高度な専門能力に基
づく道路管理者への支援も，CAESAR の重要な役割
である。3月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震
に関しても，被災地支援に不可欠となる路線上の橋梁
に対する緊急的な健全度調査や，直轄・自治体を含め
た道路管理者からの要請に基づく，個別被災橋梁に関
する現地での技術支援等を行っている（写真─ 1）。

（2）臨床研究
道路橋の安全管理は，点検，診断，措置，経過観察

の一連の行為を行うことでなされるものであり，これ
を確実に行うことが維持管理の根幹である。これら維
持管理における各段階には，様々な課題とその解決の
ための研究開発があるが，既設橋の劣化損傷・変状の
要因は多岐にわたるので，実験室で再現するには限界
がある。そこで，医学にたとえると，症例の蓄積，検
死解剖例の蓄積，標本を用いた残存強度実験や補修・
補強効果実験の蓄積，さらには，年代別の損傷形態を
分析するなどの疫学的分析が必要となる。このような，
実際の橋を用いた一連の研究を，「臨床研究」と呼び，
CAESAR発足以来取り組んでいる。撤去橋梁もその一
環として活用しているが，その情報は，管理主体である
国土交通省や地方自治体から提供をいただき，これらの
機関の協力を得ながら研究対象部材の収集を行ってい
る。最近の主だった取り組みを以下に紹介する。
劣化損傷の進行した橋の健全度評価・診断を行う上
で，橋全体系の挙動や損傷部材の残存耐荷力がどの程
度であるか，未だ不明な点が多く，試験データを蓄積
していくことが重要である。全橋での載荷試験として
は，腐食による劣化損傷の進んだ銚子大橋（国道 124
号，鋼トラス橋，1962 年供用開始）や桜橋（国道 8号，
鋼アーチ橋，1963 年供用開始），塩害により劣化損傷
の進んだ能生大橋（国道 8号，PC ポステン T桁橋，
1967 年供用開始），構造的特徴として床版目地を有す
る 2主桁である北海道の旭橋（国道 452 号，鋼 I 桁橋，

図─ 5　技術相談の内訳（H20-22 年度，橋梁関係）

写真─ 1　東北地方太平洋沖地震での津波による被災橋梁の調査
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1953 年供用開始）でのダンプトラックを用いた載荷
試験や起振機等による振動試験を行い，解析結果との
比較検証，解析手法の検討を行っている。これらの結
果は，劣化損傷の進んだ橋の健全度評価・診断技術の
確立のための基礎データとして活用していく予定であ
る。
撤去橋梁から採取した部材を用いての研究も実施し
ている。コンクリート橋においては，耐荷力への寄与
の大きい鋼材がコンクリート内部に配置されているこ
とから，その状況を把握することが難しく，塩害や
ASR（アルカリ骨材反応）などにより劣化した橋梁
がどの程度の耐荷力を有しているかの判断が困難であ
る。劣化損傷したコンクリート橋の残存耐荷特性を確
認するために，これらの劣化要因により撤去された倉
谷橋（市道，RC床版橋，1959 年供用開始），神戸橋（県
道，RCT桁橋，1935 年供用開始），長橋（国道 352 号，
RCT桁橋，1974 年供用開始）の桁を用いて載荷試験
を実施（写真─ 2）し，劣化状態（鋼材の腐食，コン
クリートのひび割れ・劣化）と残存耐荷力の関係につ
いて検証した。鋼橋では，腐食損傷の生じた鋼トラス
格点部を活用し，載荷試験を実施する予定である。
ポストテンション方式の PC橋については，グラウ

トの充填状況が，橋の耐荷特性・耐久特性に影響を及
ぼすことになるが，昨今，グラウト充填不良によるPC
鋼材の腐食・破断の報告が見られるようになってきて
いる。グラウト充填不足の発生要因や，このような不
具合を有する橋梁の全体像を把握する目的で，同種
の橋梁の撤去時にグラウト充填状況の調査を行ってい
る。市の管理する佐野橋（1965 年供用開始）や，上述
の能生大橋の撤去時に現地に赴き，切断された桁断面
におけるグラウト充填状況の調査を実施している。

また，実橋梁において非破壊検査技術の検証も実施
している。コンクリート橋では，内部のグラウト充填
状況や鋼材配置，鋼材腐食，ひび割れ状況などが確認
できる非破壊検査技術の確立が望まれている。現在，
中長期の研究開発を視野に，中性子線による透視技術
の検討を進めている。また，既開発技術についても，
例えば，劣化したコンクリート床版内部の状況把握を
対象に，ニーズを提示した上で，民間の有する電磁波
レーダ，超音波法，赤外線サーモグラフィ，X線と
いった各種の非破壊検査技術の適用性の調査を行って
いる。鋼橋では，鋼床版の内在き裂（デッキプレート
とＵリブ間の溶接部のき裂）に対して，超音波探傷法
を開発している。現在，実橋の鋼床版において試行中
であり，内在き裂検出の信頼性や実用性の検討を行っ
ている（写真─ 3）。
沖縄は橋梁の耐久性といった観点からするときわめ
て厳しい環境条件を有しているが，この環境下での橋
梁の長寿命化を図ることを目的に，CAESAR は沖縄
県等と協力協定を締結し研究を実施している。この協
定における活動の一環として，実橋梁部材の経年劣化

写真─ 2　塩害を受けた桁の載荷試験（長橋）

写真─ 3　鋼床版での超音波探傷の状況
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を計測するための暴露供試体などの設置，塩害により
劣化した橋脚における塩分調査・内部鋼材の腐食状況
調査などを実施している（写真─ 4）。

本取り組みはまだ始まったばかりであるが，引き続
き実施することで知見の蓄積と現場への還元を図って
いきたいと考えている。

（3）技術者育成支援
CAESAR では，国，自治体など橋梁管理に携わる
技術者の人材育成のための各種活動に対する支援を
行っている。例えば，国土交通大学校や㈶全国建設研
修センターにおける道路橋に関する各種研修や，地方
整備局や自治体が実施するセミナー，講習会等へ講
師を派遣し，維持管理の実務を担う技術者が備えるべ
き知見の提供・指導等を行っている。また，特に専門
技術者の不足が課題となっている市町村の管理担当者
の育成のため，長崎大学・岐阜大学や香川高専と協定
を結び，研修講師の派遣，講義テキスト作成等を行っ
ている。なお，香川高専での取り組みを参考に，他の
10 の高専でも同様の取り組みが進められるなど，活

動が全国的な広がりをみせている。
また，維持管理の実務にかかる留意点や参考事例に
ついて，国土交通省と連携して国及び自治体の橋梁担
当者への情報提供を行うとともに，「現場に学ぶメン
テナンス」と称して雑誌土木技術資料への掲載を行う
など，広く周知を図っている。

4．おわりに

CAESAR は，発足から 3年が経過し，設立当初の
基盤整備の段階から，本格的な研究開発実施の段階に
移行してきている。引き続き現場の支援や交流等を実
施するとともに，研究成果等を適切なタイミングで成
果を社会に還元していくことにより，安心・安全で快
適な道路橋を長く使える環境作りの一助になるべく注
力する所存である。
なお，CAESAR の活動内容・成果はウェブページ
に掲載している。これまでに実施した講演会資料，各
種マニュアル，国際的な活動状況，試験データ等を閲
覧することが可能であり，ご興味があればぜひアクセ
スされたい。
�

《参考文献》
・�「道路橋の予防保全に向けた提言」，道路橋の予防保全に向けての有識
者会議（国土交通省），2007 年 5 月

・「現場に学ぶメンテナンス」，土木技術資料 51-8，2009 年 8 月　他
・�CAESARウェブページ…
（http://www.pwri.go.jp/caesar/index-j.html）

［筆者紹介］
桑原　徹郎（くわばら　てつろう）
（独）土木研究所　構造物メンテナンス研究センター
橋梁構造研究グループ長

写真─ 4　塩害橋脚の鋼材腐食状況調査（瀬底大橋）
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

社会資本の予防保全的管理のための
点検・監視技術の開発

地　下　　　調

社会資本の高齢化を背景に，目視困難な箇所を点検するための技術や大量点検を効率的に行う技術開発
が求められている。
国土交通省では総合技術開発プロジェクトとして，平成 22 年度から 3カ年で社会資本の予防保全的管

理のための点検・監視技術の開発に取り組んでおり，主な取り組みの内容は，非破壊検査による埋込部・
遮蔽部の点検・診断技術の開発，画像・データによる目視困難な部位の点検・診断技術の開発，赤外線を
活用した漏水部の点検・診断技術の開発，位置計測による構造物の監視・変状探知手法の開発の 4つである。
キーワード：総合技術開発プロジェクト，予防保全的管理，ライフサイクルコスト，技術開発，点検，監視

1．背景

高度経済成長期に集中投資した社会資本の高齢化の
進行により，老朽化に伴う事故の発生や維持管理費・
更新費の急増が懸念される。今後は，つくったものを
世代を超えて長持ちさせて大事に使う「ストック型社
会」への転換を推進していく必要がある。
これまでは損傷等に対して個別・事後的に対処して
きたが，高齢化による損傷リスクが急速に増大する将
来においては，施設の状態を定期的に点検・診断し，
致命的欠陥が発現する前に対策を講じ，ライフサイク
ルコストの縮減を図る「予防保全」の考えに立った戦
略的維持管理・更新が必要と考える。予防保全の考え
方を導入した適切でかつ効率的な維持管理・更新によ
り，ライフサイクルコストの縮減を図るとともに，国
民生活や経済社会活動に甚大な影響を与える施設の致
命的な損傷を回避することができると考える。

効率的な予防保全的管理には点検分野の技術開発が
不可欠であり，特に，目視困難な箇所を点検するため
の技術や大量の点検対象を効率的に点検するための技
術の開発が要請される。

2．総合技術開発プロジェクトの概要

総合技術開発プロジェクトは，建設技術に関する重
要な研究課題のうち，特に緊急性が高く，対象分野の
広い課題を取り上げ，行政部局が計画推進の主体とな
り，産学官の連携により，総合的，組織的に研究を実
施する制度である。「社会資本の予防保全的管理のた
めの点検・監視技術の開発」は現在実施中の研究課題
の 1つである。

3．技術開発の内容

国土交通省では総合技術開発プロジェクトとして，
平成 22 年度から 3カ年で社会資本の予防保全的管理
のための点検・監視技術の開発に取り組んでいる。
開発の内容は以下の 4つに分類される。

≪構造物の目視困難な部位の点検・診断技術の開発≫
①�非破壊検査による埋込部・遮蔽部の点検・診断技術
の開発
埋込部・狭隘部の部材について要求性能の検討，既
存技術を発展させた非破壊検査装置を開発し，現場の
劣化状況を再現した供試体を用いて性能確認試験を行図─ 1　建設後 50年以上経過する社会資本の割合
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うとともに，改良し，その改良効果の確認を繰り返し
行う。さらに，狭隘部を点検するための構造物内視鏡
を開発し現場への適応性を実験により確認する。外壁
部の部材については，簡易な外壁診断装置の整備・普
及を目的として，コンクリート構造物の劣化診断用に
開発されている既存の診断技術について調査を行い，
改良のための仕様等を整理する。また，現在さまざま
な方法で改修・補修されている外壁を対象とした診断
技術の整理に必要な補修工事の材料・施工技術，現状
の診断精度等に関して調査・整理を行う。

②�画像・データによる目視困難な部位の点検・診断技
術の開発
デジタルTVカメラ検査装置のデータ収集方式・品
質，測定可能なデータ項目，走行性・操縦性，検査速
度等の性能確認試験を行うために，平成 22 年度に製
作した老朽管路の現場の劣化状況を再現した管路模型
を用いて各種実験を行い，装置の性能に関するデータ
収集を行う。木造建築物の床下等目視困難部位につい
ては，平成 22 年度に調査検討した劣化診断装置の要
件に基づいて，人に代わって遠隔操作等により含水率
検査，劣化診断を行うための装置の設計及び試作を行
う。

≪目視では評価が困難な構造物の変状の点検・監視技
術の開発≫
③赤外線を活用した漏水部の点検・診断技術の開発
現状の堤防目視点検では検知が不確実であった漏水
部について，赤外線サーモグラフィの活用により検知
の確実性が向上するかどうかの試験を，実堤防におい
て実施し，湿潤部検知の確実性，効率性等の評価・課
題の抽出を行う。
④位置計測による構造物の監視・変状探知手法の開発
監視により検知すべき機能状態における変形量の把
握を行うための位置情報取得に必要な基本仕様・要求
性能を設定した上で，共同研究等により必要な機器の
開発・改良・実験を民間等と連携して行うとともに，
把握した位置情報の評価方法に関する検討を行う。ま
た，監視という新たな管理行為の効果を踏まえた管理
体制のあり方についての検討を行う。

写真─１ 人が入れない場所での腐食

写真─ 2　コンクリート部材の中での局所的な腐食

画像データ・記録のイメージ
出典：http://www.tgs-sw.co.jp/technical/contents/index4_13.shtml

従来のカメラ画像

図─２　�人が近寄れない管路内部で鮮明な画像やデータを
取得して行う点検・診断技術
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4．技術開発の実施状況

技術開発の実施状況は，以下のとおりである。

（1） 構造物の目視困難な部位の点検・診断技術の
開発

（a）�非破壊検査による埋込部・遮蔽部の点検・診断
技術の開発

埋込部・狭隘部の部材について損傷事例の整理・分
析，要求性能の検討とともに，構造物内視装置，非破
壊検査法による構造物内部聴診装置等について，基本
部分のコンセプト整理，一部装置のプロトタイプ・実
験用供試体の製作，基礎性能実験を実施した。外壁部
の部材について，既存の技術を対象とした外壁診断装
置ならびに解析法の調査・整理を行うとともに，自動
走行型診断装置の設計および試作，簡易型診断装置の
試作およびデータ解析法の検討，検証用供試体の一部
を製作した。

図─ 3　赤外線を活用した漏水箇所の同定イメージ

（b）�画像・データによる目視困難な部位の点検・
診断技術の開発

TVカメラ検査装置のデータ収集方式・品質，測定
可能なデータ項目，走行性・操縦性，検査速度等の性
能確認試験を行うため老朽管路の現場での劣化状況を
再現した管路模型実験装置の設計および試験方法の要
件整理を行った。木造建築物の床下部材における構造
躯体の生物劣化の有無について，人に代わって遠隔操
作で検査する装置を開発するにあたって，同装置が具
備するべき必要な要件や木造建築物の床下の寸法の分
布等を調査した。

（2）目視では評価が困難な変状の点検・監視技術
（c）�赤外線を活用した漏水部の点検・診断技術の開発
実堤防のり面において表層土の温度と土壌水分量の
測定を行い，湿潤状態のり面と通常のり面部に生じうる
温度差の大きさについて調べた。また，上記のり面部に
おいて赤外線サーモグラフィ装置による撮影を行い，熱
画像により表層部の温度差を判読するのに適した撮影
条件（のり面からの距離，角度，最低限必要となる画像
サイズ，植生の状態など）について検討を行った。
（d）�位置計測による構造物の監視・変状探知手法

の開発
位置又は形状の変化を常時監視して異常を検知する
手法の構築に向けて，被災事例並びに常時監視・異常
検知に関する実用化事例及び技術開発の状況を把握し

図─ 4　位置情報計測のイメージ

写真─ 3　狭隘部（左）・埋込部（右）部材供試体の促進腐食実験

写真─ 4　現場の劣化状況を再現した管路模型
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た上で，異常の認識レベルと必要な位置データ及び形
状変化量の程度，それらを取得・伝送するための候補
技術の適用性について整理を行った。また，GPS に
よる位置計測の基礎的実験を行い，維持管理実務への
導入に向けた課題を抽出した。

5．今後のスケジュール

非破壊検査による埋込部・遮蔽部の点検・診断技術
の開発は，基本仕様・要求性能検討は今年度も引き続
き実施し，機器開発・改良及び評価方法検討は平成
24 年度まで継続的に実施する。以上の作業の結果を
踏まえた上で，評価基準の作成を平成 24 年度に実施
する。
画像データによる目視困難な部位の点検・診断技術
の開発，赤外線を活用した漏水部の点検・診断技術及
び位置計測による構造物の監視・変状探知手法の開発
は，いずれも基本仕様・要求性能検討は今年度も引き

続き実施し，機器開発・改良及び評価方法検討に今年
度から着手する。以上の作業結果を踏まえた上で，評
価基準の作成を平成 24 年度に実施する。

6．おわりに

社会資本の戦略的維持管理の実現を図ることは，国
民の生命・財産を守り安全・安心を確保することにつ
ながり，また施設のライフサイクルコストの低減を実
現することにつながるものと期待している。
�

［筆者紹介］
地下　調（じげ　おさむ）
国土交通省
大臣官房　技術調査課
技術開発官
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1．鋼橋編
　 ・セッティングビーム工追加（歩掛設定）
　 ・製作工労務単価，間接労務費率の変更に伴う
　　 架設用の製作部材単価改訂
　 ・積算例題の見直し
2．PC橋編
　 ・支保工関連
　 ・トラッククレーン架設の適用範囲拡大と据付
　　 条件の追加
　 ・橋台・橋脚回り足場ブラケット歩掛の追加
　 ・枠組足場日当り賃料，基本料の追加　ほか

改訂

■発刊　平成23年5月
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

既設導水路トンネルの改築

田　中　清　隆・岩　下　一　彦・甲　斐　　　豊

我が国の高度成長期時代に構築された様々なコンクリート構造物は現在経年的な劣化などにより老朽化
が進行し，何らかの対策の必要性を迫られている。そして今この問題に対してスクラップアンドビルドで
はなく，リニューアルにて対応する時代に来ている。
寺内導水路の改築工事も，同様に新たに新設導水路を構築するのではなく，従来の導水路を灌漑期に部

分使用を行いながら，非灌漑期（10 月から翌 4月まで）の工程制限の制約の中で，中大口径管更生工法
として採用されている工法を適用してトンネル内巻補強行った。本報告ではその施工実績を紹介する。
キーワード：老朽化，リニューアル，工程制限，中大口径管更生工法

1．はじめに

両筑平野用水施設の寺内導水路（延長 4.3 km）（図
─ 1）は 1974 年に完成し，肥沃な農業地帯である両
筑平野地域へ農業用水を補給し食料供給基盤を支える
施設としての機能や，福岡・佐賀両県の生活用水や地
元朝倉市の工業用水を供給する重要なライフラインと
して機能を果たしてきた。
しかし，長年の経年劣化により機能の低下が進行し，
湧水箇所の増加傾向やクラックの発生，インバートの
浮上り破損が生じ，今後の安定的な用水供給確保や施
設の安全性確保のため大規模な補修改築計画の必要性
が生じてきた。
このため，両筑平野用水二期事業の一環としてトン

ネル覆工補強を主とした改築・補修工事を行った。
この二期事業とは 2005 年度から開始し 2013 年度を
完了予定として現在供用中の，江川ダムと寺内ダムの
合理的な総合運用を行うために機能している全ての水
源施設，頭首工，導水路，幹支線水路，水管理施設の
リニューアル事業である。

2．寺内導水路の変状について

2008 年に実施した損傷度調査では，電磁波レーダー
を使った空洞探査により覆工背面に約 2,500 m の区間
で空洞が確認された。これは放置するとゆるみ域の崩
落による偏圧により覆工の破損のリスクを持った変状
である。
一部の区間では，外圧によるインバートの浮上りが
発生し破損している部分がある（写真─ 1）。

図─ 1　工事位置図 写真─ 1　インバートの浮上がり
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側壁覆工面からの湧水も多く，湧水量はトンネル全
体で毎秒 50 リットル程度である（写真─ 2）。
なお，当初建設当時に切羽からの異常出水，崩壊等
により掘削が難航した区間は破砕帯を含む脆弱区間で
あり，今回の内巻補強工を施す区間として設計されて
いる。
覆工側壁部の調査において，多数のジャンカおよび
欠損が確認された。またクラックに関しては，外水圧
が高いにもかかわらず，さほど深刻なクラックの発生
は見あたらなかった。　
トンネルの断面は，高さ 1,800 mm幅 1,800 mmの
2Rタイプの馬蹄形断面である（図─ 2）。

3．工事概要

工事名称：両筑二期寺内導水路改築工事
工事場所：福岡県朝倉市田代地内他
発 注 者：独立行政法人水資源機構
工　　期：H21年4月9日～H25年7月16日（契約工期）
　　　　：H21年4月9日～H23年4月30日（技術提案）
工事数量：裏込注入工……………………………860 m3

　　　　：トンネル内巻補強工……………… 1,100 m
　　　　：ファンカーテングラウチング工… 10 断面
　　　　：ウィープホール工………………… 330 箇所
　　　　：トンネル補修工………………………… 1式
各工種の施工位置は，損傷調査の結果と当初建設当

時の地山データや施工記録に基づき決定された。施工
手順は全線の空洞の裏込注入工を施工した後，6ヶ所
のトンネル内巻補強工を今回の目的工事とし，その準
備工としてファンカーテングラウチング工を施工した。
トンネル内巻補強工を施工した後にその前後区間に
外水圧が覆工に与える影響を緩和する事を目的とした
ウィープホールを 6 m毎千鳥に削孔し，最後に断面欠
損部，ジャンカ，ひび割れ等の補修を行った（図─ 3）。
補修手順は下記のフロー（図─ 4）の流れによる。

このトンネルを補修するにあたり，2ヶ所の新設立坑
と1ヶ所の既設斜坑を利用し坑内へのアプローチとした。

写真─ 2　覆工からの湧水

図─ 2　標準断面図（現況）

図─ 3　実施工程

図─ 4　補修工程フロー
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（2）ファンカーテングラウチング工
当初建設時の出水区間や，破砕帯区間は高浸透水
ゾーンであり，トンネル内への湧水供給源である。
この部分にトンネル内巻補強工を施工するため，ト
ンネル周囲の緩み域を浸透した地下水がトンネル縦断
方向へ浸透するのをグラウトで阻止する事を目的とす
るものである（図─ 6）。

ファンカーテングラウチング工の注入材料は，高炉
セメント B種を使用し，注入位置は 1段あたり 2 列
とし，1列 6本の千鳥配列とする（図─ 7）。

列間隔は 50 cm とし，施工位置は，トンネル内巻
補強工の両端とした。
注入方式はステージ注入工法による中央内挿法を原
則とし，注入ステージ長は 5 mとした。
改良目標値は 5ルジオンとし，完了基準は最終次数
孔における改良目標値の非超過率が 85％以上とした。

図─ 5　注入システム図

写真─ 4　圧力センサー付注入口

写真─ 3　水中不分離性能試験

それぞれの坑口に作業ヤードを設置し，各ヤードに
は坑内からの汚濁水を処理し河川放流を行うための濁
水処理プラントを設置した。

4．補修対策工

（1）トンネル背面の空洞注入工
トンネル覆工裏の空洞充填対策として，裏込注入工
を施工するにあたり，いかに注入材を長距離圧送（最
大 2,500 m）するかが大きなポイントであった。
そこで，充填箇所まで基材と可塑剤を別々に長距離
圧送し，注入口直前の圧送配管内のスタティックミキ
サで混合し注入するシステムを採用した（図─ 5）。
注入材は，水中分離抵抗が高く水質に影響を及ぼさ
ない無機系の可塑性注入材を使用した（写真─ 3）。
なお，注入圧は 0.2 MPa を標準とし，注入圧力過大
を防止するために，注入口に圧力センサーを設置し，
所定の圧力に達すると自動的に注入を停止するシステ
ムを採用した（写真─ 4）。

図─ 6　ファンカーテングラウチング工説明図

図─ 7　ファンカーテングラウチング標準断面図
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注入圧力は，0.3 MPa を標準とし，湧水が見られる
場合は湧水圧力をこれにプラスして考慮するが，覆工
の崩落を招かぬよう最大で 0.5 MPa 以下で管理した。
また，注入にあたって，安全対策として注入箇所の
前後に覆工保護サポートを設置し，外圧による覆工崩
落に備え，なおかつダイヤルゲージで覆工の変状を観
察しながら注入を行った（写真─ 5）。

（3）トンネル内巻補強工
（a）内巻補強工法の選定
内巻補強工法には，主に下記のような工法がある。
①硬質プラスチック製セグメントをボルトとナットを
用いて組立て，管路とセグメントの間に充填材を注
入し，複合管として更生する工法。
②塩ビ製の帯板を既設管の内側に密着させながら，か
ん合部材を使ってスパイラル状に製管し，その隙間
に高流動高強度の充填材を注入する工法。
③既設管渠内で組み立てた鋼製リングに，高密度ポリ
エチレン製のかん合材と表面部材をはめ込み，既設
構造物内壁と表面部材との間に高流動・高密度充填
材を充填することで内面更生管を形成する工法。

寺内導水路については，施工箇所に応じて 0.2 MPa
から最高 1.3 MPa の外水圧に耐えねばならない条件が
ある。各々の工法を比較検討した結果，鋼製リングを
RC構造物の鉄筋と置き換えて構造計算ができ，鋼製
リングのピッチを変える事でさまざまな外水圧に対応
できる理由から③番目の工法を選定した（図─ 8）。
（b）材料搬入方法
坑内に単管レールを設置し小型バッテリーカーに台
車を連結して材料の小運搬を行った。
また，覆工補強済の区間での運搬はローラー付手押
し台車を製作し，材料小運搬に使用した（写真─ 6）。

（c）施工手順
施工手順を下記フローに示す。

写真─ 5　ファンカーテングラウチング注入状況

図─ 8　内巻補強説明図

写真─ 6　坑内運搬設備

（d）トンネル内巻補強工の施工
①遮水シートの施工
湧水対策として遮水シートを貼付た。シート材料は



建設の施工企画　’11. 6 17

NATMで一般的に使用されるエチレン酢酸ビニール
製 t ＝ 0.8 mm ＋透水性緩衝材 0.3 mm を使用し，覆
工面への固定はポリエチレン製押え板を釘止めし釘孔
はブチルゴムで止水し，シートは溶着接合した（写真
─ 7）。

②鋼製リング組立
専用工場でレーザー加工された鋼製リングは 1リン
グ 4分割で構成され，1枚約 5kg の重量で分割された
状態で坑内に搬入し，ボルトとナットで組立た後にア
ジャスターボルトで覆工内面に突合せ固定する（写真
─ 8，図─ 9）。
③かん合部材・表面部材の組付け
かん合部材を鋼製リングの溝にプラスチックハン
マーを使用して組付ける。その後表面部材を搬入して，
かん合部材とかん合させ，仕上げる（写真─ 9）。
④裏込充填工
充填材は，専用プラントから，トラックミキサーを
使って搬入し，配合は高炉セメントB種，石灰石砕砂，

写真─ 8　鋼製リング組立

図─ 9　鋼製リング組立図

写真─ 9　かん合材・表面材組付け

写真─ 7　遮水シート溶着状況

混和剤，水を配合した高流動モルタルであり，複雑な
形状の部材の隅々まで充填できる特性があり，水中分
離抵抗性，無収縮，ノンブリージング性に優れた物性
である。
品質管理項目は，フロー値 300 ± 30 mm，一軸圧
縮強度は材令 28 日で 24 N/mm2 以上である。
充填は，地上に元ポンプを 1 台，坑内に中継ポン
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プを 2 台設置し，一日の充填高さを 50 cm 以下とし
6 シフトから 7 シフトに分割して注入した（写真─
10）。

写真─ 10　裏込充填状況

写真─ 11　トンネル内巻補強工完了

入計画と人員配置計画さえしっかりと管理できれば工
程に乗り比較的容易に施工できるので，今後さまざま
な分野でニーズが生じるであろう。
施工に関しては，いかに人力による苦渋作業を減ら
し効率的に資機材を運搬するかが大きな課題であり，
創意工夫が求められるところである。
本工事の実績により，既設管リニューアルの分野で
特に外水圧のかかる条件での施工例として，今後の同
様の工事の参考になれば幸いである。
最後に厳しい工程の中，ご尽力いただいた協力会社
の皆様，施工にあたり深い御理解とご指導を下さった
（独）水資源機構の皆様に感謝申し上げます。
�
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5．おわりに

中小断面のトンネルにおけるリニューアル工事で
は，大型機械が使用できず，ほとんど人力施工及び小
型機械にたよる補修工法が主流となる。これは資材搬
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

神一・神二・仏原ダムラジアルゲート取替工事の概要

和　泉　　　満・白　石　徳　光・中　谷　勇　一

神一ダム・神二ダムのラジアルゲートは設置以来 54 年が経過し，仏原ダムのラジアルゲートは 40 年が
経過している。これらのゲートについて健全性評価を行った結果，扉体・開閉装置の取替が必要であると
判断し，平成 21 年 11 月から既設ゲートの撤去工事に着手し，平成 24 年 4 月の完了を目指し鋭意工事を
進めている。
ここでは，ゲート取替に至る経緯，設計時の工夫点，大規模地震への対応，施工手順等について報告する。

キーワード：ラジアルゲート，設計基準，コストダウン，大規模地震，健全性評価

1．はじめに

設備の維持管理に際しては，安全性の確保を第一と
し，効率的な運用や保守を充実させながらコスト低減
に努めていくことが重要な課題となっている。
このような中，ラジアルゲートについては状態監視
保全（CBM）に基づく「ゲート健全度評価指針」を定め，
ゲートの腐食状況を把握しながら三次元FEM解析及
び実応力測定を実施し，健全性の確認を行っている。
今回，これらの結果を踏まえ，神一ダム，神二ダム，
仏原ダムの 3ダム計 21 門について，扉体・開閉装置
の取替（固定部及び戸当りは既設を流用）を計画した。
ダムの位置図を図─ 1に，ラジアルゲートの諸元
の新旧比較を表─ 1に示す。

表─ 1に示すとおり，大きな変更箇所は，扉高が
高くなったこと，電動機容量が小さくなったこと，通
路橋を新たに追加したことである。
これらを含め，ゲート取替に至る経緯，設計時の工
夫点，大規模地震への対応，施工手順等について，以
下に述べる。

2．ゲート取替に至る経緯

ラジアルゲートの設計基準に関しては，昭和 42 年図─ 1　ダム位置図

表─ 1　ラジアルゲート諸元の新旧比較表
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に国内で発生したラジアルゲートの流失事故を契機と
し，トラニオンピンの固定条件，トラニオン部の摩擦
による曲げモーメントの考慮等が昭和 48 年に国内で
初めて「水門鉄管技術基準」1）に規定された。
このため，特に昭和 48 年以前に建設されたラジア
ルゲートについては，腐食状況を把握しながらトラニ
オン部を含めた健全性を確認することが重要であり，
図─ 2に示すフローに従って評価を行っている。
なお，本フローは大型ゲート全てを対象としており，
健全性評価の頻度は，経年 25 年目，45 年目，55 年目
である。経年55年目以降は個別に頻度を設定している。
また，維持管理基準は，平成 20年 5月に公表された「水
門等鉄鋼構造物の維持管理基準」2）を参考にしている。
本フローに基づき評価した結果，ＦＥＭ解析結果及
び実応力測定結果とも維持管理基準に近づいてきたこ
とから，今回取替を計画したものである。

3．設計時の工夫点

（1）ゲート形式の変更
平面構造を門型からπ型に変更し，据付及び維持管
理時等のスペースの配慮と重量減に努めた（図─ 3）。
断面構造では，脚柱を不静定構造である 3本脚から
静定構造である 2本脚に変更し，構造の単純化と重量
減に努めた。
また，骨組構造は，現行と同じ縦補助桁横主桁方式
とした（図─ 4，写真─ 1）。

（2）ゲート諸元の変更
（a）扉高
扉高は，「河川管理施設等構造令」，「水門鉄管技術
基準（水門扉編）」3），「ダム・堰施設技術基準（案）」4）…

に基づき，風による波浪高，地震による波浪高を考慮
し，神一ダム・神二ダムでは 0.55 m，仏原ダムでは
0.47 m，既設ゲートより高くした。
（b）電動機容量
設置時の電動機容量は，機械効率の悪いウォーム減

図─ 2　ゲートの健全性評価フロー図

図─ 3　平面構造の比較図（神一ダム・神二ダム）

図─ 4　断面構造の比較図（神一ダム・神二ダム）

写真─ 1　神二ダムラジアルゲートの状況
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速機を採用していたことと，冬期の潤滑油の粘度を考
慮し余裕を持たせていたことから，大きな電動機出力
となっていた。
今回，機械効率の良いヘリカル減速機を採用したことと，
冬期はヒーターにより潤滑油の粘度を一定に保つこととし，
電動機出力を大幅に小さくする（神一・神二ダム22 kW
→ 7.5 kW，仏原ダム15 kW→11 kW）ことができた。
（c）通路橋
神一・神二ダムでは，扉体点検時には，これまで開
閉装置のスラブ上からタラップを昇降する必要があっ
たが，トラニオンガーダ部と同じ高さでピアー間の通
行が可能な点検歩廊（幅 0.98 m×長さ 106.2 m）をゲー
ト撤去前に設置し，撤去・据付作業及び今後の維持管
理作業時の安全性向上を図った（図─ 4，写真─ 2）。

（3）固定部・戸当りの流用
固定部については，現行基準（「水門鉄管基準（水門
扉編）」，「ダム・堰施設技術基準（案）」）に基づき強度
上安全であることを確認した。また，ダムコンクリート
については，ピアー部のボーリングを行い採取したコア
を用いて，コンクリート物性値を確認した（写真─ 3）。

コンクリート物性値については，圧縮強度試験，静
弾性係数試験，超音波伝播速度試験等を行い，設計計
算書で用いる許容値（建設時の許容値）で問題がない
ことを確認した。
戸当りについては，若干の腐食は生じているが，再
塗装により使用可能であると判断し，既設を流用しコ
スト低減に努めた。

（4）大規模地震への対応
ラジアルゲートの大規模地震に対する扉体の設計に
ついては，「大規模地震に対するダムの耐震性能照査
指針（案）・同解説」5）を参考として，以下の条件で
照査を行った。
（a）設計荷重
大規模地震時の設計荷重は，静水圧荷重，地震時動
水圧荷重，地震時慣性力を見込むものとした（表─ 2）。

静水圧荷重は，供用中のダムにおいて通常時の状態
として想定される水位で，地震が発生した場合にダム
の構造物に対する影響が最も大きくなる常時満水位を
基本とする荷重とした。
地震時動水圧は，堤体－貯水池連成系での 2次元線
形時刻歴地震応答解析を行い，動水圧荷重が圧縮側で
ピークとなる時刻を抽出した。更に，この時刻の動水
圧分布をゲート受圧面で積分し，上下流方向の動水圧
荷重を求めた。入力地震動は，「大規模地震に対する
ダムの耐震性能照査指針（案）・同解説」で定義され
ている「照査用下限応答スペクトル」に適合する波形
を用いた。
地震時慣性力は，上述した地震応答解析結果から得
られたトラニオンピン位置の上下流方向応答加速度波
形を用い，ラジアルゲートの三次元 FEM解析モデル
（既設ゲート）で動的解析を行い，トラニオンピン位
置での上流方向反力の最大値を求めた。
本検討は，扉体の寸法が最も大きい仏原ダムラジア
ルゲートについてのみ行い，扉体自重に対する地震時
動水圧荷重の比率を求め，神一ダム・神二ダムでも同
様な比率で作用するものとした。

写真─ 2　通路橋設置状況（神二ダム）

写真─ 3　固定部の状況（神一ダム）

表─ 2　ラジアルゲートの大規模地震時の設計荷重
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（b）許容応力
大規模地震時の許容応力は，降伏点を基準として水
門鉄管技術基準（水門扉編）第 15 条に基づき設定した。
（c）照査方法
上述した設計荷重を用い，現行基準に基づく設計計
算結果と許容応力とを照査した。
なお，照査に際してゲートの状態は全閉状態とした。

（5）施工期間の設定
ラジアルゲートの安全性評価の結果，維持管理基準
に近づいていることから，できるだけ早い段階での取
替が必要と判断し，平成 21 年度から平成 24 年度まで
の 4ヵ年の施工を計画した（表─ 3）。

施工期間は，各河川管理者からの指導により，神一
ダム・神二ダムは 11 月～ 4月，仏原ダムは 11 月～ 3
月とし，ダム水位を制限することなく，ゲート上流側
に角落しを挿入して施工することとした。
神一ダム・神二ダムは過去 30 ヵ年の工事期間中の
既住最大放流量を調査し，取替対象ゲート以外での放
流能力から，最大 2門を同時に施工し，6ヶ月で 3門
を取替する計画とした。このため，角落しは各ダムで
1門分のみ保有していたため，新たに角落し 1門分を
製作することとした。
仏原ダムは，3門の洪水吐ゲートがあるが，1門取替

中にゲート放流が生じた場合に，1門がトラブルで故障
しても他の1門でバックアップが可能となるよう配慮し，
4ヶ月で 1門を取替する計画とした。なお，この 4ヶ月
間について，過去 10ヵ年の工事期間中の既住最大放流
量を調査し，1門で放流可能であることを確認した。

（6）施工方法の検討
神一ダム・神二ダムの資材搬入・据付方法として
は，ダム上の車両進行が不可能であるため，ケーブル

クレーン工法を採用した。仏原ダムはダム上の車両進
行が可能であるため，ケーブルクレーン工法とクロー
ラクレーン工法を比較し，経済性，安全性に優れるク
ローラクレーン工法を採用した。

4．施工手順

代表例として神一ダム洪水吐ゲートの仮設備・撤去，
据付手順を図─ 5，6に示す。
扉体はスキンプレート，主桁，脚柱に分割し，さら
に，スキンプレートは縦割りで 6分割，脚柱は 2分割
で搬入，組立，据付を行った。分割部の接続は全て現
場溶接にて行った。

5．おわりに

ゲート取替後の安全性の確認と今後の維持管理のた
めの資料を取得することを目的として，静的応力，動
的応力測定，振動測定を実施した。測定から得られた

表─ 3　工事工程

図─ 5　仮設備・撤去要領図
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実測値を設計荷重に換算した応力値が設計許容応力以
内にあることと，放流中の振動測定結果も全く問題が
なく，安全であることを確認した。
現在，3ダムで 21 門のうち 14 門の取替が，無事故・
無災害で工期内に完了している。残りの 7門について
も，請負会社等と協力し，無事故で迎えられるよう努
めていきたい。
最後に，本ゲートの設計・施工に際してご協力戴い
た日立造船株式会社並びに北電技術コンサルタント株
式会社，また，大規模地震への対応でご指導，ご協力
を戴いた財団法人電力中央研究所の関係各位に深く感
謝申し上げます。
�
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

横山ダム主放流ゲート設備の維持管理
既存設備の有効活用と未来への情報伝達

岩　崎　哲　也

横山ダムは，昭和 39 年に完成した多目的ダムである。日本のダムはその多くが高度経済成長期に設置
され，供用年数の経過に伴い，設置されたダム施設の維持管理を如何に確実にかつ，効率的に行うかが課
題となっている。横山ダムにおいても同様であり，設置後 40 年以上が経過したゲート設備の延命化工事
を実施中である。本稿では，延命化工事の概要を，既存ダムでのリニューアルの難しさ，既設設備の有効
活用，未来への情報伝達という観点から紹介する。
キーワード：ダム，リニューアル，維持・補修，河川，水門

1．はじめに

（1）横山ダムの概要（写真─ 1）
横山ダムは，揖斐川の河口より約 80 km，岐阜県揖
斐郡揖斐川町に，昭和 39 年に完成した国土交通省が
直轄管理を行う多目的ダムである。
横山ダムは中空重力式コンクリートダムという全国
で約 3,000 あるダムの中でも 13 箇所しかない珍しい
形式のダムであり，最近の話題としては，その中空部
（写真─ 2）を利用して，映画の撮影場所としても利
用された。また，ダムの天端を国道が通っており（写
真─ 3），こちらも全国では稀なものとなっている。

（2）横山ダムの諸元
流域面積：471 km2

位置：岐阜県揖斐郡揖斐川町東横山，西横山
型式：中空重力式コンクリートダム
堤高：80.8 m

堤長：220.0 m
堤体積：319.800 m3（副ダム共）
ゲート：
　クレストゲート（2門）　高 12.6 m ×巾 8.6 m
　オリフィスゲート（3門）　高 6.4 m×巾 5.0 m
　オリフィス予備ゲート（3門）

写真─ 1　横山ダムの全景

写真─ 2　ダム中空部でのイベント開催の様子

写真─ 3　ダム天端道路
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（3）日本のダムと横山ダムの現状
現在日本には，約 3,000 箇所のダムが存在している。
日本のダムは，戦後の高度経済成長期を通じて急速に
整備され，多くのダムでは，供用年数の経過に伴い，
設置されたダム施設の維持管理を如何に確実にかつ，
効率的に行うかが課題となっている。
横山ダムにおいても昭和 39 年に完成して以来 47 年
が経過しており，ダムに設置されているゲート等設備
の，定期的な点検・整備や修繕工事を行い，設備の機
能の確保に努めているところである。
本稿では，その一環として実施している主放流ゲー
ト（オリフィスゲート）の延命化工事の概要を，既存
ダムでのリニューアルの難しさ，既設設備の有効活用，
未来への情報伝達という観点から紹介したい。

2．工事の概要

（1）オリフィスゲート諸元
オリフィスゲートの諸元を以下に示す。
（a）主ゲート（図─ 1）
数量：3門
形式：摺動式ラジアルゲート
呑口：5.00 m× 6.51 m
設置標高：EL.178.121 m（敷高）
設計水位：EL.207.500 m（常時満水位）＋波浪高

波 浪 高：0.900 m
操作水位：EL.207.500 m（常時満水位）＋波浪高
水密方式：4方ゴム水密
（b）開閉装置
形式：電動油圧シリンダ式
シリンダ径：490 mm
全長：8,748 mm
ストローク：7,265 mm
開閉速度：0.3 m/min（平均）
操作方式：機側押釦操作及び遠方操作
電源：�動力用 3相 3線式 220 V 60 Hz…

制御用単相 2線式 100 V 60 Hz

（2）既存設備の問題点
既存のオリフィスゲートについては，昭和 39 年に
設置以降，定期的な保守点検，機側操作盤や油圧ユニッ
トの更新工事等を実施してきたところである。
しかしながら，ゲートを開閉する油圧シリンダにつ
いては，設置後 45 年以上が経過しているが，シリン
ダパッキンの取替え等軽微な保守を実施しているもの
の，大規模な分解整備は実施されてこなかった。
その原因は，機能的に大きな問題となることがな
かったこともあるが，油圧シリンダの分解整備を行う
スペースが堤体内になく，また油圧シリンダをダム
より搬出するには，大規模な仮設が必要となるためで
あったと考えられる。
しかし近年では，ピストンロッド（写真─ 4）に多

数の傷が見受けられ，扉体のずり下がりが見られる等，
ダムの放流に支障が生じる恐れがあることから，今回
延命化工事を行うこととした。

（3）工事の内容
延命化工事は，非出水期での工事となることから，
3ヶ年計画にて 1門ずつ実施することとした。図─ 1　ゲート側面図

写真─ 4　ピストンロッド
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工事内容は以下の通りである。
（a）機側操作盤及び油圧ユニット更新
老朽化した機側操作盤及び油圧ユニットの更新と合
わせて，ユニットと制御回路の二重化を行い，信頼性
の確保を行った。
（b）油圧シリンダ分解整備
今回の延命化工事では，油圧シリンダの更新も検討
されたが，当ダムで使用されている油圧シリンダはス
トロークも長く大規模なものであり，国内で製作でき
る企業が数少なく，製造工期も長く必要であること，
また，ピストンロッドに傷は見られるものの，外観上
その他の不具合は見られないことから，既設設備の有
効活用を行うこととし，機能保全を目的とした分解整
備と，ピストンロッドの補修及びクロムメッキを行う
計画とした。
なお，油圧シリンダ内部は分解を行わなければ状況
を確認できないため，分解後に健全性の確認を行った
後に，追加修繕を行うこととした。
（c）付属設備更新
延命化工事に合わせ，過去の保守点検従事者等のヒ
アリングを元に，点検作業をより安全に行えるよう安
全柵やタラップ等の更新を行った。

3．工事の施工

延命化工事の実施にあたってはダムが完成して以来
初の本格的な油圧シリンダの分解整備となったこと，
また，天端道路が国道で，上流地域への重要な生活道
路となっているという制約条件から，工事計画は難し
いものとなった。

（1）油圧シリンダの搬出入計画
前述しているとおり，油圧シリンダ分解整備を行うに

あたっては，ダム提体内にはスペースが確保できないこ
とから，油圧シリンダを工場へ持ち込む必要があった。
油圧シリンダの搬出は，ダム湖側又はダム前面側の
いずれかの方法が検討されたが，ダム貯水位の低下に
よる利水関係者との調整の有無，天端道路の通行規制
期間等総合的に判断し，ダム前面側に搬出入すること
とした（図─ 2）。
油圧シリンダ等の搬出入はクレーンにより行うが，
天端道路の全面通行止めを最小限とするため，ダム前
面に張り出した仮設鋼台にクレーンを配置することと
した。仮設鋼台は鋼橋架設用ベント材を用い，延命化
工事が全て完了するまで存置することにしている（写
真─ 5）。

（2）油圧シリンダの分解整備
油圧シリンダ分解整備は，国内で油圧シリンダの製
作・修繕を手がけている企業で行った。この企業の担
当者の話でも本件のような大きなダムゲート用油圧シ
リンダの分解整備は滅多にないとのことであった。
分解整備の手順は以下のとおりである。
（a）既設シリンダの性能試験（写真─ 6）
整備後の性能と比較するため，既設設備を持ち込ん
だ状態にて性能試験を行った。
（b）シリンダ分解点検
シリンダをすべて分解し，ピストンロッド及びシリ

図─ 2　シリンダ搬出入計画図

写真─ 5　シリンダ搬出状況
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ンダチューブ等の寸法計測を行った。また傷の位置，
長さ，深さ等を計測し（写真─ 7）スケッチに記した。
（c）整備項目の検討
シリンダの分解完了後，発注者，施工者，シリンダ
分解担当者が集まり，分解された油圧シリンダを前に
して損傷状況の確認を行い，整備事項について協議を
行った（写真─ 8）。整備の内容については，長年現
場において，油圧シリンダの製作・整備を行っている
工場担当者の意見を重視した。

今回の案件では，当初想定していたピストンロッド
のほかに，シリンダチューブ内面に立傷や部分的な発
錆が見られたことから，ホーニング（研ぎ上げ）加工
及びクロムメッキ加工を追加した。
（d）整備及び再組み立て
シリンダは，前述の追加修繕はあったものの，その
他の部材については，健全であったことから，パッキ
ン等消耗部品以外のものは全て既設品を再利用して再
度組立を行った。また，組立完了後は分解前と同様に
性能確認を行い，所定の仕様を満足していることを確
認した。

4．次世代に向けた情報伝達

今回の延命化工事は，追加補修はあったものの，無事
1基目の工事を完了することができた。しかし，工事計
画段階及び施工中において，いくつかの課題が見えた。
1点目は，過去に実施した工事（新設時，修繕時）
の完成図書には，設計図面や交換部品一覧等はあるも
のの，実際に完成した製品の寸法記録や，性能試験記
録等が（探せなかっただけかもしれないが）存在しな
かったため，今回分解整備をするにあたって，比較検
討することが困難であった。
2点目は，設置当時や修繕時の分解・据付方法の記載

がないため，現場施工時計画に多大な時間がかかった。
これらの苦い経験を，次世代にさせることのないよう，
今回以下の内容について完成図書に盛り込むこととした。

（1）分解整備記録の充実
シリンダ等の分解整備記録として，交換部品一覧や，
試運転記録は当然として，シリンダ分解時の不具合箇
所をスケッチや写真等を多用した詳細記録としてとり
まとめた。また，図面には設計値だけではなく，補修
前・補修後の計測データ，PT検査箇所とその結果も
併記し，次回整備の際の参考情報となるようにした。

（2）施工手順書
今回油圧シリンダの搬出・搬入作業の計画に膨大な
時間を費やし，合理的な施工方法が見いだせたことか
ら，次回工事での参考となるよう施工手順書及び仮設
図面を完成図に盛り込んだ（図─ 3）。

（3）施工者からの提言書
今回工事を施工した担当者が，工事施工中に感じた
率直な意見を提言書として提出いただいた。提言頂い
た内容は，今後の参考としていきたい。

写真─ 7　ピストンの傷の状況

写真─ 8　整備項目検討中の様子

写真─ 6　性能試験状況（受け入れ時）
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5．おわりに

今回の延命化工事では，過去の点検記録や，分解後
の確認結果を元に，既存設備の有効活用を行いながら
無事完了することができた。
しかし，これで終わった訳ではない。ここからが始

図─ 3　完成図の例（油圧シリンダ）

まりである。今後さらに数十年もの間，健全な状態を
維持できるよう，状態監視を続けながら，確実かつ効
率的に管理をしていかなければならないのである。
その際に必要となるのは，点検記録や，整備記録，
工事記録等，過去の記録であることを今回痛感した。
それらの記録は，ただマニュアル通りに残すのでは
なく，次に管理を行う者が何を必要としているか等，
未来の担当者の立場にたったものとしていかねばなら
ないと考える。
今回の報告が，今後の設備管理の参考になれば幸い
である。
�

［筆者紹介］
岩崎　哲也（いわさき　てつや）
国土交通省　中部地方整備局
木曽川上流河川事務所
横山ダム管理支所
管理第二係長
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

下久保ダム表面取水設備のリニューアル

舘　　　憲　司・鳴　島　真　二・石　川　　　直

下久保ダムは，利根川水系右支川神流川の群馬県藤岡市と埼玉県児玉郡神川町の県境に位置している。
表面取水設備は，昭和 44 年のダム完成後に下流かんがい地域の冷水問題の対策として昭和 53 年に設置さ
れた，水資源機構並びに群馬県企業局が共同管理する半円形多段式ローラゲートである。扉体は，半径
2.00 m～ 2.75 mの半円式の扉体 4段で構成され，全長は 78.0 m である。取水範囲 73.1 m であり，最大取
水量は 12.0 m3/s である。
扉体の開閉操作は，電動ワイヤロープウインチで 1段扉と 4段扉を開閉することによって行う。本工事

は，設置後 30 年以上経過した表面取水設備の開閉機能，防食機能の回復を目的として実施するものである。
キーワード：�表面取水設備，リニューアル，65 t 吊りクレーン，扉体塗替塗装，発電停止期間短縮，障害

物混入防止，仮設スクリーン設置・撤去，潜水士作業負担軽減

1．はじめに

下久保ダム表面取水設備は上述のとおり，扉体全長
78.0 m と，天地方向に長尺である。かつ，常時扉体
は水中にあり，ダム湖の表面水を取水して下流側の利
水，水力発電に寄与する役割を持つ（図─ 1）。
この条件下で，設置後 17 年経過して，平成 6年に
一度大規模な整備を行っているが，これから更に 16
年経過し再び経年劣化が激しくなり，開閉機能，防食
機能の回復を図る必要が生じた。そこで，本工事にお
いて開閉装置の電動機・ワイヤロープの取替，扉体の
主ローラ（軸受け含む）・水密ゴムの取替，扉体の塗
替塗装等を実施した。
工事期間は，平成 21 年 10 月から平成 23 年 3 月の
期間である。工事範囲は表─ 1で示すように多種に
わたるが，本稿では，本工事現地施工の規模が大きい
65 t 吊りクレーン作業，施工の割合が多い扉体塗替塗
装および，施工中も一時を除いて稼働していた発電に
対する対策について報告する。

2．工事概要

（1）工事範囲
本工事では，耐用年数を大幅に超えている設備につ
いて整備を行った（表─ 1）。

図─ 1　扉体～放流管　全体図
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（2）概略工程
本工事は平成 21 年度，22 年度の複数年度で施工し
た。平成 21 年度はワイヤロープ，電動機等の製作を
実施した。平成 22 年度は，扉体塗替塗装のため工事
制限水位を EL270.5 m に設定し，非出水期の始まる
10 月までに水位を下げて現地着工し，平成 23 年 3 月
に工事を終了した。

（3）施工条件
工事はダム運用の観点からみて，特に下記の工程・
安全管理を重視するものとした。
①扉体塗替塗装等，水位が影響する工種は工事制限水
位設定期間内に作業を終了すること
②下流側発電設備は常時商用稼動しており，発電停止
期間を極力短縮すること
③現地は水上，水中での作業が多いため，水難事故防
止に充分留意すること

（4）作業フローチャート
本工事の主要な流れは，フローチャートのとおりで
ある（図─ 2）。

3．工事詳細

本稿では，図─ 2のフローチャートの中で※印を
つけた要所について詳述する。

（1）65 t吊りクレーンによる扉体移動
扉体は，4段分すべて，表裏を塗替塗装するための

設備名 詳細 数量
ワイヤロープ	（上段扉）

取替

２本

　　〃	 （下段扉） ２本
水密ゴム １式
電動機 ２台
電動油圧押上式制動機 ２台
主ローラ 取替，点検 220 個
扉体はずれ止め
ストッパー

取替，分解点検
各 8個１式

65 トン吊りクレーン
点検，設置，撤去，格
納

１式

仮設スクリーン 整備，設置，撤去 １式
塗替塗装 扉体，戸当り，建屋他 5,041 m2

仮設水中ポンプ 設置，撤去 1式

塗装健全度調査
目視，碁盤目試験，塗
膜厚測定

1式

表─ 1　工事範囲

図─ 2　作業フローチャート
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施工離隔を要した。したがって，本設備専用の 65t 吊
りクレーンを使用して 4段扉から順次吊上げ，上流側
に移動した。
① 65 t 吊りクレーン搬出
常時格納されている 65 t 吊りクレーンは，扉体吊
上げのために，専用格納庫から搬出，定位置まで移動
する（写真─ 1）。

② 65 t 吊りクレーン設置
定位置まで移動した 65 t 吊りクレーンは，表面取
水設備巻上機室の上流側に設置する（写真─ 2）。

③ 65 t 吊りクレーン設置完了
巻上機室上流側に設置した 65 t 吊りクレーンは，
下部にリフティングビームを吊り下げて，設置完了で
ある（写真─ 3）。
④扉体吊上げ，上流側へ移動
リフティングビームと接続した扉体は順次，65 t 吊り
クレーンにて吊上げ，上流側に移動，施工離隔を確保
する（写真─ 4，5）。ちなみに，扉体重量は 4～ 1段扉
の順に，57 t，28 t，22 t，44 t である。
施工離隔は最小 60 cmかつ天地方向において一定値

を確保し，狭隘ながらも塗装用足場を全箇所に設置する
ことができた。この結果をもって，塗替塗装を開始した。

（2）ブラスト，塗替塗装
作業床はネット，枠組，コンパネで堅固に間詰め養
生し，ダム湖面への落下物防止策とした。次に，扉体
の表裏側に塗装用足場を設置した（写真─ 6）。
表側足場は，防炎シートで全面養生した。この結果，
関係者の転落事故防止，湖面に対する資機材の落下防
止，ブラスト廃材・塗料の流失防止が確実なものとなっ
た（写真─ 7）。
ブラスト作業・扉体塗替塗装に先立ち，水上に引き
上げた扉体には塵芥の堆積があり清掃に想定以上の時
間を要した（写真─ 8）。

写真─ 1　65 t 吊りクレーン　搬出後，移動中

写真─ 2　65 t 吊りクレーン　設置中

写真─ 3　65 t 吊りクレーンとリフティングビーム（右岸側から遠景で見る）

写真─4　65 t吊りクレーンにより扉体を上流側へ移動（右岸側から遠景で見る）

写真─ 5　�65 t 吊りクレーンにより扉体
を上流側へ移動（左岸側から
近景で見る）
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これらを経て着手したブラスト作業・扉体塗替塗装
は，養生・清掃を確実にしたために品質管理に注力す
ることができた。結果，良質なものに仕上った（写真
─ 9）。
塗替塗装終了後の扉体状況は，写真─ 10のとおり

である。

（3） 障害物撤去方法改良による，発電停止期間の
短縮

仮設スクリーン関係作業は水中におけるものが多
く，大半は潜水士作業を要する。前回工事では潜水士
の安全確保を目的として，多日数の発電停止期間を要
した。また潜水深は 40 m以上と大きく，透明度によ
る視認性は 0.50 m までと低く，潜水士にとって安全
面・作業面での負担が大きい。
本工事では，潜水士の作業負担を軽減することが発
電停止期間の短縮，安全性向上を達成するものと考え
施工計画上，下記の工夫をした。
仮設スクリーン撤去時の障害物確認・撤去方法を工
夫・改良する
工事終盤の仮設スクリーン撤去時は，設備近隣に堆
積した塵芥等，障害物が放流管に混入する可能性があ
る。本工事では，障害物の有無に関する確認方法，障
害物がある場合の撤去方法を前回工事から改良した。
（a）前回工事の方法
前回の工事における障害物確認は，潜水士が即時潜
水作業を行い，直接目視にて有無を確認，障害物があ
る場合は，適宜人力による撤去を行った（図─ 3）。

写真─ 6　作業床養生，足場設置完了

写真─ 7　足場　表側養生

写真─ 8　扉体　塵芥の堆積状況

写真─ 9　ブラスト・塗替塗装

写真─ 10　扉体　塗替塗装完了
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（b）本工事における改良方法
本工事は水中カメラで底部予備調査を実施すること
で，障害物の有無確認における潜水士作業を不要とし
た。障害物がある場合でも，目標物を事前確認してい
るため，目標にあわせて潜水士作業を実施することで，
潜水回数・時間を縮小することができ，潜水士の負担
軽減，安全性確保，工程短縮につながった（図─ 4）。

4．おわりに

現在の社会資本整備は，国民生活の安心・安全を前
提として，設備の健全性，要求性能等，品質確保が重
要視されている。一方，極めて厳しい経済情勢の中，
効率的なリニューアルによる設備長寿命化が期待され
ている。
さらに下久保ダム表面取水設備のリニューアル工事
は，利水の観点からダム水位の調整に深く関係があ
り，時間的制約が大きい。本工事は天地方向に長尺の
設備特性の中，工事品質，設備長寿命化を確保した丁
寧な作業の上で，潜水士作業軽減による時間短縮，安
全性向上という創意工夫を実現したものである（写真
─ 11，12）。今後は，さらなる施工計画・施工管理方
法の改善により工程・品質・安全の各方面を向上させ，
充実したリニューアル工事を目指す所存である。

図─ 3　前回工事の障害物の有無確認，障害物撤去方法

図─ 4　本工事における障害物の有無確認，障害物撤去方法

�
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写真─ 11　扉体　塗替塗装　施工前近景

写真─ 12　扉体　塗替塗装　施工後近景
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

電磁波レーダを用いたトンネル覆工検査車の検証

松　沼　政　明・鈴　木　　　尊

新幹線トンネルの覆工コンクリートの健全性を検査するため，至近距離からの目視検査とハンマーによ
る打音検査が行われている。これらの検査は，膨大な延長のトンネルに対して，実施に多大な労力を要し，
また判定に個人差が大きく精度にばらつきが生じやすいのが実情である。
そこで，JR 東日本ではマルチパス方式レーダを搭載したトンネル覆工検査車 Concrete Lining 
Inspection Car（略称，CLIC）を開発し，平成 16 年 7 月より新幹線トンネルに導入している。既設の新
幹線トンネルにおいてCLIC を用いた調査を実施した結果，打音検査では，検査者の判断のばらつき等に
より，検出が困難な覆工内部の不良箇所についても，検出できることが確認された。JR東日本では延長
約 400 kmにわたる新幹線トンネルに対し，CLIC による調査を進めている。
キーワード：トンネル，覆工，レーダ，維持管理，検査

1．はじめに

新幹線トンネルの覆工の剥離・剥落に対する詳細な
検査は，高所作業車等を使った至近距離からの目視と，
必要により打音検査を実施しているが，これらの検査
は判定に個人差が大きく，また膨大な労力を要してい
るのが実情である。そこで，JR 東日本では，新しい
検査手法として，新幹線トンネルの覆工検査の一部に，
マルチパス方式レーダを搭載したトンネル覆工検査車
Concrete Lining Inspection Car（以下，CLIC）を用
いた検査を導入した。現在配備されているのは，1号
機（平成 16 年 7 月導入），2号機（平成 17 年 7 月導入），
3号機（平成 22 年 4 月導入）の 3両である。

2．トンネル覆工検査車の仕様

（1）トンネル覆工検査車（CLIC）の概要 1）～ 4）

CLIC は，電磁波レーダを用いることで，打音検査
に替わり非破壊でトンネルの覆工コンクリート内部状
況を確認できるモーターカー形式の検査車両であり 5），…
新幹線軌道を自走することができる（写真─ 1，表─ 1）。
検査車両は，アンテナ装置，アンテナ支持装置，走
行車両，解析装置により構成されており，アンテナ装
置には 3基の電磁波レーダが搭載されている。レーダ
は，マルチパスレーダ（以下MPAレーダ）であり，
その特徴，および計測仕様の概要を，以下に示す。

（2）CLICに用いたレーダの特徴
CLIC に用いたMPAレーダは，16 個の送信アンテ
ナと 16 個の受信アンテナを組み合わせて使用するこ
とで，コンクリート覆工内部の異状箇所を３次元的に
探査できる特徴がある（図─ 1）。 

写真─ 1　CLIC 全体像 1）

表─ 1　検査車両の主な仕様等

項目 仕様等
車両タイプ 新幹線保守用車（自走式モーターカー）

車両形状 全長 15.05 m，全幅 3.35 m，全高 4.00 m
重量 32.9 t

計測対象 フル規格新幹線の複線円形断面トンネル

計測範囲 新幹線車両限界＋外方 200 mmの範囲内に落下
する可能性のある覆工面

計測方法
14 分割したトンネル覆工面を，片線ずつ３基の
レーダ（1基の幅 1 m）により複数回に分けて
計測する。計測時の走行速度は最高 3.5 km/h
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（3）計測について
計測測線数は，MPAレーダー 1基が測定できる幅
が約 1.0 m，角度約 12 度であり，半断面で 7測線，全
断面で 14 測線である （図─ 2）。半断面 7 測線を，3
基のMPAレーダにより，図─ 2に示すような3パター
ンで線路方向に 3往復することで計測する。1パター
ン当たりの計測速度は最大 3.5 km/h であり，半断面
7測線の計測速度は約 200 m/h である。計測可能な覆
工内部の異状は，ひび割れ，空洞，ジャンカ，浮き等
である。計測深度は，空洞・ジャンカが覆工表面から
40 cm以内，ひび割れ・浮きが 25 cm以内である。但
し，覆工コンクリートの状態により，多少前後する。

3．データ解析

（1）データ解析の流れ
トンネル覆工検査車に関するシステム構成を図─ 3に
示す。トンネル覆工検査車に搭載されたシステムはレー
ダ計測システムとよばれ，レーダ計測データを作成する。

また，レーダ計測データは，レーダ解析システムおよび
展開図作成システムにより，3次元データの作成，変状
箇所検出，判定作業，検出した変状箇所を追加した電子
展開図データの作成，検査カルテの作成を実施する。レー
ダ解析専用パソコンにより作成した3次元レーダ画像
データおよび電子展開図データは，土木技術センターの
CLIC専用パソコンに保存される。さらに，CLIC専用パ
ソコン内の電子展開図データにより作成される変状箇所
データが土木構造物管理システムに登録され，変状を確
定するといった流れで，検査データとして確定される。

（2）判定の概要
CLIC 計測データを用いた覆工コンクリートの剥落
判定は，反射領域の範囲に基づいて判定を実施する。
まず，それぞれの反射領域の深さ範囲，反射領域の厚
さ，反射領域の面積に着目して分類する。さらに覆工

図─ 1　マルチパスレーダの概要

図─ 2　計測線の組み合わせ（半断面 3パターンで計測）

→電子展開図

図─ 3　トンネル覆工検査車に関するシステム構成
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表面状況，前回判定との比較を加味して分類し，判定
を実施している。
また，検査の結果としての最終的な判定は，当該ト
ンネルの構造的特徴，過去の検査・補修履歴，現地再
確認結果などを基に総合的に判断するものとしてい
る。

4．調査事例

（1）対象トンネル
今回事例として挙げるトンネル断面は，新幹線複線
断面であり，施工法は在来工法，主な掘削工法は，底
設導坑先進上部半断面工法である。

（2）調査方法
調査事例一覧を表─ 2に示す。事例Aについては，

CLIC による調査結果の 3次元画像を確認した後，コ
ア削孔により覆工内部を調査することとした。また事
例Bは，表面に一部ジャンカが認められた箇所であっ
たため，その周辺をCLIC で調査することとした。

（3）調査結果（事例 A）
a）CLIC の計測データ（事例A）
図─ 4，5は，事例Aにおける CLIC による測定結

果（平面図，断面図）である。
図─ 4の縦軸がアーチに沿った線路直角方向の長

さ，横軸が線路方向の距離である。反射がみられたの
は，測線 4～ 7におよぶ範囲であり，反射領域の面積
は 11.2 m2 である。
さらに，図─ 5の縦軸が深さ方向の距離，横軸が線
路方向の距離である。図─ 5より，反射領域は，表
層～深層にかけての，4～ 50 cmの深さの範囲である。
b）判定（事例A）
上記 CLIC 計測データに基づく検査カルテより抜粋
した項目について表─ 3に示す。判定としての健全
度判定ランクとしては，最も厳しいAランクとした。
これは，表層～深層に剥落の注意を要する，厚さ ･面
積の大きな浮き，ジャンカ，空隙等がある可能性が大
きいからである。この判定結果に基づく処置として，
覆工に異状がある可能性が大きいと考え，個別検査を
実施し，内部変状の詳細な確認を実施することとした。

c）コア削孔（事例A） 
コア削孔を実施した位置は，図─ 4，5中，影が特
に濃い部分の代表的な位置であり，印を記入した位置
である。写真─ 2はコア削孔により得られたコアを
撮影したものである。写真─ 2により，覆工表面か
ら深さ 9～ 30 cmにジャンカ層がある。図─ 4，5に
おいて認められた影は，写真─ 2のコアのジャンカ
層と概ね対応していると考えられる。

図─ 4　CLIC 調査事例 A平面図

図─ 5　CLIC 調査事例 A断面図

写真─ 2　事例 A削孔コア写真

表─ 2　調査事例一覧

CLIC 調査 コア削孔 打音検査 記事
事例A 実施済 清音 下り線側
事例B － 濁音部有 変状箇所

表─ 3　事例 Aの検査カルテより

事例 測線
No.

レーダ計測による変状状況 覆工表面
画像

判定
面積 深さ範囲 厚さ ランク

事例
A 4～ 7 11.2 m2 4 ～ 50 cm 46 cm クラック1mm

1本 A
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d）事例Aにおける対応
覆工内部のジャンカに対する対策工としては，注入
工による一体化が考えられる。CLIC により影が認め
られた部分についても，打音による変状箇所と同様に，
より詳細な調査を実施し，対策工を検討した上で早急
に対策を進めていく。

（4）調査結果（事例 B）
a）事例 Bの変状について
事例 Bにおいては，覆工表面に一部ジャンカがみ
られ（写真─ 3），打音による濁音の範囲が認められ
たため，内部にジャンカが広がっていると考えられる。
工事誌によると，当該区間は，竣工時に既に打継目
付近にジャンカが多く発生していた。施工には，コン
クリートを圧送し，打設する工法が用いられた。施工
継目間隔に対し，コンクリートを送る空気圧が強いた
め，継目付近でコンクリートにむらができてジャンカ
状態になったという。つまり，この工法により，骨材
とモルタルが分離しやすい状況であったことが，ジャ
ンカの原因の一つと考えられている。

b）CLIC の計測データ（事例B）
図─ 6，7は，事例 Bにおける CLIC による調査の
結果の平面図および断面図のデータである。図─ 6に
示す平面図のうち，反射領域の面積は，測線 8～ 11
において 5.0 m2，測線 7 において 1.3 m2，測線 3 ～ 4
において 3.5 m2 である。図─ 7に示す断面図のうち，
反射領域は，測線 8～ 9において，深さ 10 ～ 50 cm，
測線 8 ～ 11 にかけて深さ 4 ～ 45 cm，測線 7 におい
て深さ 5 ～ 35 cm，測線 3 ～ 4 において深さ 10 ～
40 cmである。
c）展開図（事例B）
当該範囲周辺の電子展開図データからの抜粋を図─

8に示す。図─ 8により，打音による浮きの範囲の周

写真─ 3　事例 B（変状事例）

図─ 7　CLIC 調査事例 B断面図

図─ 6　CLIC 調査事例 B平面図

図─ 8　事例 B周辺の電子展開図データより抜粋
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辺にCLIC により検出したジャンカの範囲が広がって
いることがわかる。
d）判定（事例B）
事例 Bのデータの検査カルテから抜粋した項目に
ついて表─ 4に示す。健全度判定ランクとしては，最
も厳しいAランクとした。これは，表層～深層に厚
さ ･面積の大きな浮き，ジャンカ，空隙等がある可能
性が大きいからである。 

e）事例 Bにおける対策工
事例 Bは，一部表面にジャンカがみられた位置
であることから，応急措置として，表面のジャンカ
の箇所を中心に，フラットバーおよび金網，あるい
は FRP 板が施工された経緯がある。しかしながら，
CLIC による調査の結果，ジャンカの深さや範囲が広
範におよんでいることが確認できた。そこで，その範
囲を対象に，当面の措置としてアラミド繊維シートの
貼付けを実施した （写真─ 4）。

（5）CLICにより影が検出された箇所への対応
CLICによる影が検出された箇所への対応としては，
コア削孔等による覆工内部の直接的な確認，必要によ
り，変状に応じた対策工の実施等が挙げられる。今後
も，優先順位をつけて計画的に調査，対策を実施して
ゆくこととしている。

5．検査の位置づけ

JR 東日本において，CLIC による調査対象のトン
ネル延長は，シールドや箱型トンネルを除いた約
350 km（平成 21 年度末現在）であり，このうち約
80 kmの区間が調査済みである。なお，このほかに，
八戸新青森間については，全延長についてCLIC によ
る調査が実施済みである。今後も引き続き，新幹線全
トンネルでの調査を進めてゆく。

6．おわりに

①CLIC により影が検出された箇所についてコア削孔
を実施したところ，影が検出された範囲に概ね対応
したジャンカ箇所が存在した。CLIC により影が検
出された範囲が，ジャンカや空洞等の覆工コンク
リートの変状にほぼ対応している結果が得られた。
②レーダ技術を用いたトンネル覆工検査車による覆工
内部調査を実施した結果，打音検査においては，検
査者の判断のばらつきにより検出が困難な不良箇所
についても，検出することができた。
③今回の検証により，CLIC による調査が，打音検査
と同等以上の検査手法として有効であることが確認
できた。
�

《参考文献》
1）	� 三宅浩一郎：トンネル覆工検査車の導入，新線路Vol.59,No.12,pp.8-10，
2005.12

2）	� 森島啓行：トンネル覆工検査車の開発，日本鉄道施設協会誌Vol.39, 
No.7, pp.530-532, 2001.7

3）	� 大澤裕之 , 赤井司：トンネル覆工検査車の導入，日本鉄道施設協会誌 , 
Vol.42, No.12, pp.911-913, 2004.12

4）	� 秋山保行，田村隆志，森島啓行：トンネル覆工検査車の開発，土木学
会年次学術講演会 講演概要集第Ⅴ部Vol.58, pp.845-846, 2003.9

5）	� 国土交通省鉄道局監修 , ㈶鉄道総合技術研究所：鉄道構造物等維持管
理標準・同解説（構造物編　トンネル），pp.107-111, 丸善，2009.1

写真─ 4　事例 Bアラミド繊維施工後写真
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設備部　検査管理グループ

［筆者紹介］
松沼　政明（まつぬま　まさあき）
東日本旅客鉄道㈱
建設工事部　構造技術センター
地下・トンネル構造グループ

表─ 4　事例 Bの検査カルテより

事例 測線
No.

レーダ計測による変状状況 判定
面積 深さ範囲 厚さ ランク

事例
B

3～4 3.5 m2 10～40 cm 30 cm A
7 1.3 m2 5～35 cm 30 cm A

8～11 5.0 m2 4～45 cm 41 cm A
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

亜鉛・アルミ擬合金溶射による
新しい電気防食工法

槙　島　　　修

塩害環境にある鉄筋コンクリート構造物は，塩化物の進入によって鉄筋が腐食し，早期劣化を引き起こ
す事例が報告されている。このような鉄筋腐食による劣化の進行を停止させる方法として電気防食工法が
ある。本件では，コンクリート表面に亜鉛とアルミを常温溶射により設置し，内部の鉄筋と導通させるこ
とで，外部から電気を供給することなく電気防食効果が得られる新たな工法を紹介する。また，コンクリー
ト試験壁を用いた性能試験では，防食基準とされる 100 mV以上の復極量が確認され，2年経過後に行っ
た鉄筋の腐食評価によって高い防食効果が確認された。
キーワード：電気防食工法，流電陽極方式，亜鉛・アルミ擬合金，常温溶射，予防保全

1．はじめに

海洋環境や寒冷地における凍結防止剤が散布される
環境では，鉄筋コンクリート構造物が早期に劣化する
事例が散見されている 1）。また，鉄筋の腐食が著しい
部位を対象に部分的な断面修復を施しても，コンク
リート中に侵入した塩化物イオンによって再劣化を生
じるケースも報告されている 2）。
このように，厳しい塩害環境におかれた鉄筋コンク
リート構造物を維持管理するためには，コンクリート
中に侵入する塩化物を考慮して適切な補修工法の適用
を計画しなければならない。そこで，コンクリート中
の鋼材腐食を効果的に抑制・制御する補修工法として
電気防食工法が挙げられる 3）。また，近年では劣化が
顕在化した既設構造物だけでなく，新設構造物の予防
保全技術としても適用された事例があり，厳しい劣化
環境における鉄筋コンクリート構造物の維持管理技術
として期待が高まっている。
電気防食工法は，コンクリート表面に設置した陽極
からコンクリート中の鋼材に電流を供給し，鋼材の腐
食反応を停止させるものである。電流の供給方式によ
り外部電源方式と流電陽極方式に大別され，国内では
外部電源方式が主流となっている。なお，外部電源方
式では継続的に電流を供給する必要があるため，電源
装置の点検や防食電流の調整・モニタリングなどの継
続的な維持管理が必要とされる。また，耐久性の高い
陽極材料の使用や電源供給設備の設置など，初期費用
がやや高価となる。

一方，流電陽極方式による電気防食工法は，コンク
リート表面に設置された亜鉛やアルミ等の金属とコン
クリート中の鋼材（鉄）とのイオン化傾向の差を起電
力として電流が供給される。このような流電陽極方式
の電気防食工法は，電源装置が不要なため経済性が高
く，維持管理が容易であるなどの特徴を有する。
このような流電陽極方式の電気防食工法の特徴に加
え，コンクリート表面に陽極材となる亜鉛およびアル
ミを常温溶射によって簡便に設置可能な新しい電気防
食工法「亜鉛・アルミ擬合金溶射による電気防食工法」
を開発した。ここでは，本工法の防食システムを紹介
し，実用化に向けて実施した壁型模擬部材を用いた防
食性能確認試験から得られた結果について述べる。

2．工法概要

（1）防食原理
亜鉛・アルミ擬合金溶射による電気防食工法は，異
種金属のイオン化傾向の違いを利用した流電陽極方式
である。鉄に比べてイオン化傾向の大きい亜鉛・アル
ミ擬合金と鉄筋を電解液内で導通すると，亜鉛・アル
ミ擬合金を陽極（アノード），鉄筋を陰極（カソード）
とした電流回路が形成される。アノード側では Znや
Al がイオン化し電子が放出される。カソード側では，
e－と水が反応しOH－と H2 が生成される。このような
電気化学的反応により，図─ 1に示すように，鉄筋
には電流が常時供給されることとなり，鉄筋の電位は
全体的に卑な方向（マイナス方向）にシフトする。ま
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た，この結果として鉄筋の発錆の原因であるマクロセ
ルが解消され錆の進行が停止する。

（2）防食システム
本工法の電気防食システム概念図を図─ 2に示す。
防食システムは，粗面形成材，亜鉛・アルミ擬合金被
膜，封孔処理材の 3層からなる陽極被膜と，電気回路
を形成させるために鉄筋と溶射被膜を接続させるため
の排流端子で構成される。施工フローを図─3に示し，
以下に各工程を示す。
（a）準備工，コンクリートの前処理
劣化したコンクリート構造物の補修として適用する
場合，かぶりコンクリートの損傷部および鋼材の腐食
生成物の除去を行い，断面修復を行うこととなる。
（b）鋼材間通電処理工
電気防食工法を適用する場合，防食対象の全ての鉄
筋が導通する必要がある。そのため，部分的に鉄筋を
露出させ，鉄筋間に導通があることを電位差計によっ
て確認する。導通が確認できない場合には，細径の鉄
筋を配置するなど導通を確保する。
（c）排流端子，照合電極設置工
排流端子は，15 cm～ 20 cm角の鋼板を防食対象の
コンクリート面 25 m2 程度に 1ヶ所に配置し，溶射金
属と鉄筋を接続し，電気回路を形成させる。

（d）下地調整工， 粗面形成材塗布工
コンクリートと溶射皮膜の付着性を向上させるため
にコンクリート表面に凹凸を付け，機械的な付着力を
向上させる粗面化処理を行う。使用する粗面形成材は，
無機系粒子を含む二液形エポキシ樹脂系材料であり，
赤褐色に着色している。これを，吹付けにより塗布す
る。なお，コンクリートと溶射皮膜の通電性を確保す
るためには，コンクリートの素地が一定の割合で露出
するように施工する（写真─ 1）。

図─ 1　防食電流と鉄筋電位

図─ 2　電気防食システム概念図

図─ 3　施工フロー

写真─ 1　粗面形成材塗布状況および拡大写真
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（e）亜鉛・アルミ擬合金溶射工
亜鉛線材，アルミニウム線材を用い，図─ 4に示

す常温金属溶射によりコンクリート面に設置し，互層
状の亜鉛・アルミ擬合金皮膜を形成する（写真─ 2，3）。
皮膜厚さは，200 ～ 300μmを基本とする。

（f）封孔処理材塗布工，仕上げ塗装工
溶射された金属皮膜の内部には微細な気孔が存在す
るため，腐食性因子が溶射皮膜内に侵入しやすくな
る。このため，封孔処理材を溶射皮膜内に浸透・充て
んし，金属皮膜の活性を抑制することで耐久性を向上
させる。封孔処理材は，リン酸を含有した一液性のブ
チラール樹脂系の材料で，浸透性が高い。色相は白色
で吹き付け塗布により設置する。
さらに，表面からの雨水，塩化物などの侵入を抑制

し亜鉛・アルミ擬合金被膜の表面からの消耗を抑える
ためにポリウレタン樹脂塗料による仕上げ塗装を行う。

3．防食性能試験

（1）実験概要
塩化物を混入させた壁状試験体に対して亜鉛・アル
ミ擬合金溶射による電気防食工法を適用し，防食性能
を評価した 4）。
実験に用いた試験体は，図─ 5，写真─ 4に示す高
さ1.2 m×長さ5 m×厚さ0.2 mの壁状試験体である。
壁の上段，中段，下段の 3列に鉄筋を配置し，壁の 1
面に亜鉛・アルミ擬合金溶射（溶射膜厚 250μm）を
施した。なお，上段と下段のみ電気防食回路になるよ
うに結線を行った。中段については，回路とせず防食
の対象外とした。また，鉄筋は，長さ 45 cm に分割
し，各鉄筋間は結線により電気的に一体となるように
配置し，各分割鉄筋への防食電流の供給状態を確認す
ることとした。また，上段と下段は，配流板の形状を
変えたものであり，ここでは，壁端部に設置した面状
端子にて電流を分配した上段の測定結果について報告
する。

使用したコンクリートは，普通ポルトランドセメ
ントを使用し，単位セメント量 337kg/m3，水セメン
ト比 60%，細骨材率 52.0%，粗骨材最大寸法 25 mm，
スランプ 21 cm とした。なお，塩害環境とするため
にNaCl を外割で 12 kg/m3 添加した。

写真─３　溶射被膜断面の電子顕微鏡（SEM）画像

写真─２　溶射実施状況

図─４　常温溶射ガン構造

図─５　試験体形状図

写真─４　試験体状況写真
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試験項目としては，電気防食効果の指標となる復極
量と各鉄筋間の電流量を 2年間計測し，2年経過後に
鉄筋を解体して腐食量を測定した。
電流量は，無抵抗電流計を用いて分割鉄筋間を計測
した。また，鉄筋電位は，壁試験体の溶射背面から照
合電極を用いて通電時電位（ON電位），通電遮断時
電位（インスタントOFF電位）ならびに通電遮断後
24 時間電位（OFF電位）を測定した。また，復極量
はインスタントOFF 電位と OFF 電位の差として算
出した。

（2）測定結果
（a）復極量
復極量の測定結果を図─ 6に示す。復極量は，約

200 mVから 490 mVの範囲にあり，土木学会「電気
化学的防食工法設計施工指針」に防食基準として示さ
れる 100 mVを満足していることが確認された。

（b）電流量
電流量の測定結果を図─ 7に示す。電流量は，測

定した分割鉄筋間で若干の差異が見られるものの，約
0.1 mAから約 1.2 mAの範囲で，いずれの鉄筋に対し
ても正の電流値が確認され，防食電流が全ての鉄筋に
対して流入している状況が確認された。
なお，電流量は，配流板からの距離との関係は見ら
れず 5 mの距離であれば 1箇所の配流板から概ね均
等な電流が供給できることが確認された。
（c）腐食量
2年経過時の鉄筋腐食状況の評価として行った，錆
の重量の測定結果を図─ 8に示す。電気防食の対象
とした，上段と下段では錆の重量が極めて小さい状況
が認められ，防食の対象外とした中段の腐食量と明確
な差が生じており，高い防食効果が認められた。

4．おわりに

亜鉛・アルミ擬合金を用いた流電陽極方式による電
気防食工法の適用性について，性能試験によって得ら
れた知見を以下に示す。
①復極量は，防食基準とされる 100 mVを満足するこ
とが確認され，良好な防食性能が確認された。
②電流量は，配流板から遠い箇所においても電流が供
給されていることが確認され，いずれの鉄筋も防食
状態にあった。
③錆の重量の測定結果から，電気防食によって腐食の
進行が抑制されている状況が確認された。
今回の実験では，全ての評価項目において良好な防
食性能が確認されたが，流電陽極方式の電気防食では，
腐食環境によって電流量や復極量が低下する状況も認
められている 5），6）ため，当該工法の適用範囲とその
効果を評価する予定である。

謝辞：本実験の実施にあたっては，電気化学工業㈱芦
田公伸様，松久保博敬様，大日本塗料㈱里隆幸様，相

図─６　復極量の測定結果

図─７　電流量の測定結果

図─８　腐食量の測定結果
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

新耐震GX形ダクタイル鉄管の長寿命化技術の紹介

竹　谷　和　志・船　橋　五　郎

施設の老朽化に伴う更新・保全管理費用の増加，東北地方太平洋沖地震をはじめとする大規模地震での
施設被災による耐震化意識の高まりなどを受け，施設を構成する管材料やバルブ類には経済性や耐震性な
どへの対応が求められている。このような中，次世代の長寿命な耐震管路の構築が期待されるGX形ダク
タイル鉄管及びGX形ソフトシール仕切弁が規格化された。本稿は，施設の構築や更新の資機材として多
くの実績を有するダクタイル鉄管の概要や新耐震GX形ダクタイル鉄管に採用された新たな防食技術「亜
鉛系合金溶射+封孔処理」などを紹介するものである。
キーワード：維持管理，長寿命化，延命化，更新，管路，仕切弁，耐震化，耐食皮膜，封孔処理

1．はじめに

昭和 30 ～ 40 年代の高度経済成長期を契機として整
備されてきた我が国の水道施設，下水処理施設，農業
水利施設等の膨大な社会資本ストックあるいは民間企
業における大規模プラント施設などの多くは，近年，
老朽化が進行し更新を必要とする施設が増加してきて
いる。その保全管理に関する費用は増加傾向にある。
一方，昨今の景気の低迷や少子高齢化の影響により，
国や地方公共団体，施設管理者の財政は減少傾向にあ
るとともに，若年の管理技術者の減少が課題とされ，
将来にわたる施設機能の安定的な発揮に不安が生じて
きている。
このような背景により，平成 20 年 7 月には「水道
ビジョン」（厚生労働省）が改定され「中長期的財政
収支に基づく計画的な施設の整備・更新」が示される
とともに，平成 22 年 3 月には「食料・農業・基本計
画」（農林水産省）が閣議決定され，「国民の食料を支
える基本インフラの戦略的な保全管理」を推進するこ
とが示されている。民間企業においても，中長期戦略
として近年の地球環境問題を踏まえた計画的な施設の
保全・更新が謳われている。低コストかつ簡便な施工
によりこれら施設更新に対応でき，さらに従来以上の
長寿命化が図られる製品や工法の開発が求められてい
る。
また，平成 23 年 3 月に発生した東北地方太平洋沖
地震では，本震及び余震により，建造物の倒壊や地す
べり，液状化現象，地盤沈下等の一次災害，プラント

施設の火災などの二次災害といった未曾有の被害が発
生した。水道配管，下水配管，ガス配管等の管路施設
においても甚大な被害が生じている。管路施設の復旧
や更新にあわせた耐震化の促進，地震に強い管路施設
の構築も，今後の社会インフラ整備における喫緊の課
題である。
これらの要望に応えるべく開発・規格化されたのが，
新耐震管GX形ダクタイル鉄管及びGX形ソフトシー
ル仕切弁である。これらは水道管路施設として多くの
実績を有し，東北地方太平洋沖地震や兵庫県南部地震
において優れた性能を発揮した S形，SⅡ形，NS 形
のダクタイル鉄管や仕切弁と同等の耐震性や水密性を
有したまま，その施工性を向上し，さらに新たな防食
技術を採用することで長寿命化を実現している。本稿
では，GX形ダクタイル鉄管を代表として，そこに採
用された管外面の寿命を大幅に向上させる新たな防食
技術を紹介する。

2．ダクタイル鉄管の概要

ダクタイル鉄管は，流体輸送用配管として，古くか
ら上水配水管，汚水圧送管，汚泥圧送管（送泥管），
処理水を有効利用した河川浄化用水，農業用かんがい
用配管，工業用水配管，工場設備冷却用海水取水管等
の幅広い市場で採用されている。また，道路下や施設
内の埋設配管としてだけでなく，シールドや共同溝内
配管，水管橋や橋梁添架配管，河川や道路の横断管等
の実績も多数有している。
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（1）材質的特性
ダクタイル鉄管は，ダクタイル鋳鉄により製造され
る。ダクタイル（Ductile）とは「延性のある」とい
う意味であり，ダクタイル鋳鉄はこの延性という特性
により，明治から昭和初期まで製造されていた普通鋳
鉄と比べ優れた強靭性を発揮している。その物理的・
機械的性質は表─ 1に示すとおり鋼管と同等以上で
ある。

ダクタイル鉄管はこの延性により，写真─ 1及び
写真─ 2に示すように，外力で大きな変形状態となっ
ても容易に破壊することはなく，表─ 2に示すように，
圧力配管として十分な耐内圧性能を発揮している。

鋳鉄はその成分として炭素及びケイ素を数パーセン
ト含んでいるため，鋼に比べて腐食しにくい。また，
鋳鉄自身の電気抵抗が高い（表─ 3）ことに加えて，
ダクタイル管路の場合には，継手にゴム輪を用いた構
造のため管路内に電流が流れにくく，マクロセルや迷
走電流（電食）の影響を受けにくい。

（2）接合形式
鋼管の溶接継手やフランジ継手，ポリエチレン管の
融着継手などの伸縮や屈曲のない継手で構成された管
路では，地震や軟弱地盤での沈下など，地盤変動が生
じたとき，地盤の強制変形力を管材の強度やじん性で
持ちこたえようとする剛構造な管路を構築する。この
ような管路では，管体及び継手の強度，じん性で外力
に耐える必要があるが，それには限界があるため，通
常，これらの管路では区間長をできるだけ短くし，継
手の近傍には変位を吸収するための可とう管などが必
要となる。
一方，ダクタイル鉄管は受口に挿し口を挿入し管路
を構築する継手接合形式である。そのため，埋設管路
においては，地盤の動きに逆らうことなく継手の伸縮
性や可とう性で地盤の動きに順応し，露出部では温度
変化による管体の伸縮を吸収可能である。新潟地震や
十勝沖地震など大規模地震を経験してきた我が国で
は，継手管路の特徴である伸縮・可とう性に加え，離
脱阻止力を有した耐震継手が開発されており，初期の
S形，SⅡ形管から阪神・淡路大震災の前後には NS
形へと進化してきている。
「水道施設耐震工法指針・解説 2009 年版 Ⅰ総論」
では「新設管路においては，地盤条件，施設重要度に
関わらず耐震性能の高い管種，すなわち可とう性に富
み，地震の作用に対して十分な強度等の耐震性能を持
つ材料を用いることを基本とする。（中略）地震時に
大きな相対変位が予想される場所に布設する管路等に
は，相対的な伸縮可とう性を有する継手や材料を使用
する。」と記載されており，平成 21 年度のダクタイル
鉄管出荷量の約 73％が耐震継手である。現在では耐
震管が主流となってきている。

（3）GX形ダクタイル鉄管の概要
GX形ダクタイル鉄管（φ75 ～ 250）は，従来の耐

写真─ 1　管体曲げ試験 写真─ 2　リング圧壊試験

表─ 1　ダクタイル鉄管と鋼管の物理的・機械的性質

材 質 

機械的性質 
ダクタイル鉄管 鋼管

引 張 強 さ（N/mm2） 420以上 400以上 

曲 げ 強 さ（N/mm2） 600以上 400以上 

伸　　　び（%） 

弾 性 係 数 （N/mm2）  1.5～1.7×105 2.1×105  

硬　　　さ ブリネル230以下 ブリネル140以下

ポアソン比 0.28～0.29 0.3 

比　　　重 7.15 7.85

線膨張係数（1/℃） 1.0×10－5 1.1×10－5 

10以上 18以上 

表─ 2　直管の保証水圧

呼び径 
管厚 

（mm） 

保証水圧 

（MPa） 
呼び径 

管厚 

（mm） 

保証水圧 

（MPa） 

 75 6.0 9.8 600 9.0 7.4 

100 〃 〃 700 10.0 7.1 

150 〃 〃 800 11.0 6.9 

200 〃 〃 900 12.0 6.7 

250 〃 〃 1000 13.0 6.5 

300 6.5 〃 1100 14.0 6.4 

350 〃 8.6 1200 15.0 6.3 

400 7.0 8.2 1350 16.5 6.1 

450 7.5 7.9 1500 18.0 6.0 

500 8.0 7.6 呼び径1600以上は省略 

表─ 3　ダクタイル鉄管と鋼の電気抵抗

材 質 別 電気抵抗 （μΩ･cm） 

ダクタイル鋳鉄 50 ～ 70 

鋼 10 ～ 20 
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震継手からその構造や性能の特徴を引き継いでいる。
図─ 1にGX形ダクタイル鉄管（直管）の継手構造を，
表─ 4にその性能を示す。

GX形ダクタイル鉄管は，管長± 1％の大きな伸縮
量を有しており，かつ，地震時には 8°も曲がりうる
大きな屈曲性を有している。受口部にはロックリング
がセットされており，挿し口には突部が形成されてお
り，継手が限界まで伸び出した際には，これらが引っ
かかり，3D（kN）もの離脱阻止力を発揮する。
さらに，特殊な形状のゴム輪（Twin Bulb）を採用

することで，その接合に必要な挿入力を，従来の耐震
管であるNS形の 1/3 とし，異形管については，メカ
ニカル形式を採用することで，施工の融通性を向上さ
せた。これらの施工性向上により，従来より狭い掘削
幅での施工が可能となり，管路布設コストの低減を図
り，耐震性と経済性を両立した管路が構築できる。

3．長寿命化技術（C-protect）の導入

先に述べたように，ダクタイル鋳鉄は鋼と比較して
腐食しにくいという特徴を有しているものの，金属材
料であるため，いかなる土壌においても万全であるわ
けではない。腐食性の激しい条件下では，比較的早期
に寿命を終える事例も認められている。そのため，ダ
クタイル鉄管では管外面の防食のために施工現場にて
ポリエチレンスリーブと呼ばれる厚さ 0.2 mmの軟質
ポリエチレン製チューブを管全長に装着している。
このポリエチレンスリーブ法には，①腐食性土壌と
の直接接触を防ぎ防食する，②管周辺を均一な状態
に保ちマクロセル腐食を防ぐ，③地下水が浸入した
場合でも水の移動を抑制し，溶存酸素が消費されるこ
とで腐食の進行を抑制する，④迷走電流による電食に

対して遮蔽物の効果を果たすなどの防食効果が挙げら
れる。しかし，異形管や分岐部では装着が困難である
こと，施工時や他企業工事の際に大きく破損した場合
に，防食効果が低下するといった課題があった。そこ
で，GX形ダクタイル鉄管では，図─ 2に示すように
ダクタイル鉄管の外面に「亜鉛系合金溶射+封孔処理」
による耐食皮膜を形成し，ポリエチレンスリーブの被
覆を不要とすることで施工性を向上させるとともに，
鉄管自体の耐食性を大幅に向上させた。

（1）合金成分の開発
現行のダクタイル鉄管では亜鉛を管外面にアーク溶
射により付着させているが，亜鉛は防食効果があるも
のの，効果の持続期間が短いという課題があった。そ
こで，GX形ダクタイル鉄管では，アーク溶射技術を
利用し，亜鉛に代わる亜鉛系合金の耐食皮膜を形成す
ることで長寿命化を図ることとした。亜鉛に数種類の
金属を添加した合金を，ダクタイル鉄管に溶射し，そ
の性能を確認したところ，Sn 及びMgを添加するこ
とで優れた耐食性能が得られた。

（2）防食のメカニズム
従来の亜鉛溶射では，亜鉛が溶出することで鉄を防
食する。これに対し，亜鉛系合金（Zn-Sn-Mg）には，
次の効果があると考える。
①合金中の Sn，Mgが Zn の溶出を抑制して遅らせる。
②腐食性の強い塩水環境では，亜鉛では酸化亜鉛，亜
鉛系合金では塩基性塩化亜鉛の腐食生成物が主に生
成しており，亜鉛系合金ではこれが安定的な保護皮
膜として働き，亜鉛の溶出を遅らせることで，防食
期間が長くなる。

（3）防食性能向上策としての封孔処理
溶射によって形成された皮膜には写真─ 3に示す

図─ 1　GX形ダクタイル鉄管（直管）の継手構造

表─ 4　GX形ダクタイル鉄管の性能

 能 性 目 項

離脱阻止力 3D kN以上（D：呼び径） 

継手伸縮量 管長の±1% 

4° 度角曲屈容許

地震時に曲がりうる最大屈曲角度 8° 

図─ 2　外面耐食仕様（イメージ図）
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ような空隙が存在する。この空隙に水が浸入すると，
水との接触面積が増え，防食性能が低下する。そこで，
浸透性のよい封孔処理剤を塗布し，無機系の微粒子で
溶射皮膜中の空隙を埋め，表面積を小さくすることで
防食性能を向上させ，長寿命化を実現した。

（4）防食性能
表─ 5に JIS Z 2371 ｢塩水噴霧試験方法｣ に従っ

て，塩水噴霧試験を行った結果を示す。なお，試験で
は従来の亜鉛溶射と同じ溶射量の 130 g/m2 で比較し
た。従来仕様では 15 日後に赤錆の発生が認められた
が，外面耐食仕様では 350 日経過後も良好な防食性能
を有していることが確認された。

（5）傷部に対する防食性能
表─ 6に従来の亜鉛溶射と同じ溶射量の 130 g/m2

を塗布した試験片に鉄地に達する傷を付け，塩水噴霧
試験を行った結果を示す。外面耐食仕様は傷部に対し
良好な防食性能を有していることが確認された。これ
は，図─ 3に示すように，鉄部に傷が付き，鉄地が
露出しても，この部分を守るために矢印のように電流
が流れ，亜鉛がゆっくりと溶出し，傷部に亜鉛化合物
が堆積し，保護皮膜を形成するためである。

また，図─ 4に示すように，走査型振動電極法に
よるクロスカット部周辺の電流密度の測定も行った。
初期はクロスカット部より電流ピークが認められ，鉄
が腐食しているが，次第に犠牲陽極作用が働き防食さ
れる。塩水噴霧試験 1,000 時間後にはクロスカット部
及び亜鉛系合金皮膜から電流ピークも無く，腐食が進
行していないことが確認された。

（6）水質衛生性
JWWA Z 108 ｢水道用資機材－浸出試験方法｣ に

写真─ 3　自己防食のメカニズム（イメージ図）

〔封孔状況〕  〔溶射皮膜断面〕 

溶射皮膜

空隙

拡大空隙
溶射皮膜

空隙

拡大空隙 拡大 溶射皮膜

空隙

拡大空隙
溶射皮膜

空隙

拡大空隙 拡大 溶射皮膜

空隙

拡大空隙
溶射皮膜

ダクタイル鋳鉄

空隙
封孔処理剤中の粒子

（無機粒子）

拡大空隙

20μm

拡大

表─ 6　傷部に対する防食性能

〔外面耐食仕様〕 
亜鉛系合金溶射(130g/m2)＋封孔処理 

＋合成樹脂塗装 

〔試験前〕 〔試験後〕 

図─ 3　傷部の防食メカニズム

塗膜
亜鉛系合金

鉄地に達する傷

ダクタイル鋳鉄

亜鉛化合物が堆積

電流

Zn
2+Zn

2+

ダクタイル鋳鉄

Zn化合物

耐食層 耐食層

ダクタイル鋳鉄

Zn化合物

耐食層 耐食層

表─ 5　塩水噴霧試験結果

〔外面耐食仕様〕 
亜鉛系合金溶射（130g/m2）

＋封孔処理 
〔従来仕様〕 

亜鉛溶射（130g/m2）

〔350日後〕 〔15日後〕 

備考．合成樹脂塗装はなし 

図─ 4　走査形振動電極法（SVET）による傷部の電流密度
（測定範囲：10× 10 mm，クロスカット：長さ 10 mm，上塗り：なし）
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基づき，外面耐食塗装〔亜鉛系合金溶射（325 g/m2）
＋封孔処理＋合成樹脂塗装〕の浸出試験を行った。分
析値は ｢水道施設の技術的基準を定める省令｣ に示す
水質基準値を満足するものであった。

（7）防食設計の考え方（図─ 5）
新耐震管の寿命は外面耐食塗装の犠牲陽極作用期間
と鉄部の寿命の 2つの期間の合計で表される。（ここ
での鉄部の寿命とは，「一般的な埋設環境」において「最
小管厚」が「設計安全率を満たす管厚」になるまでの
期間を示す。）
目標防食性能は「一般的な埋設環境においてポリエ
チレンスリーブを被覆せずに 100 年の使用が期待でき
ること」であり，一般的な埋設環境における鉄部の寿
命の相当期間は 30 年以上であることから，外面耐食
塗装が作用すべき期間が 70 年以上となるよう，耐食
塗装の溶射量を設定した。

4．おわりに

新耐震GX形ダクタイル鉄管は，一般的な埋設環境
において 100 年の使用が期待できる革新的な管材料で
あり，実績のあるNS形ダクタイル鉄管と同等の耐震
性を有した新たな耐震管である。また，GX形ソフト
シール仕切弁は，その機能を維持するための定期的な
メンテナンスは必要であるものの，GX形ダクタイル
鉄管と同じ防食技術，同じ継手構造を有した耐震バル
ブである。これらは，長寿命を実現する次世代の耐震

管路の構築に貢献する管路資機材と言える。
施設の更新資機材として新耐震GX形ダクタイル鉄
管及び GX形ソフトシール仕切弁を採用することで，
例えば，水道や工業用水向け管材料の耐用年数 40 年
（地方公営企業法施工規則）を 100 年と見なす事がで
きれば，ライフサイクルコストの大幅な低減効果が期
待できる。さらに，外面腐食による不具合発生率の大
幅低減による維持管理に係る労務及びコストの削減，
施工性の改善による掘削土量の縮減による環境負荷の
低減なども期待できる。
現在は小口径（φ75 ～ 250）が規格化されているが，
将来的には順次拡径していくとともに，この新たな防
食技術を管及びソフトシール仕切弁以外の製品へも展
開し，施設の維持管理の効率化に貢献していきたい。
今後も，豊かな生活と社会の基盤を支えるこれらの
製品や技術の開発及び普及促進を通じ，社会の発展と
地球環境の保全に貢献していく所存である。
�
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図─ 5　防食設計の考え方
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

長寿命化コンクリート
EIEN

横　関　康　祐・渡　邉　賢　三・芦　澤　良　一・取　違　　　剛

コンクリート構造物の早期劣化問題や維持管理の重要性が認識され，ライフサイクルコストを重視した
新設構造物の設計や補修工法が広く認知されるようになってきている。これらに資する技術として，二酸
化炭素による養生とγ-C2S（ダイカルシウムシリケートγ相）の利用という新しい発想による長寿命化コ
ンクリートを開発した。本長寿命化コンクリートは永遠にその性能を発揮できることを期待するとともに，
地球環境に配慮した新しい材料である。本報告では，長寿命化コンクリートの特徴，長寿命のメカニズム，
適用事例について概説する。
キーワード：コンクリート，耐久性，溶脱，磨耗，塩害，ライフサイクルコスト

1．はじめに

近年，建設投資額の縮小や社会情勢の変化から，作っ
ては壊すという従来のスクラップ・アンド・ビルド型
の社会資本整備ではなく，循環型社会，すなわちサス
ティナブル・ディベロップメントを目指すべきである
との声が高まり，社会資本のアセットマネジメントや
ライフサイクルコストを重視した設計や維持管理が進
められるようになってきている。これらを実現させる
ためには，高精度な診断技術，劣化予測技術，マネジ
メントシステムなどのソフト技術に加えて，構造物の
設計耐用年数に応じた性能が明らかな，高い耐久性を
有する材料，施工法といったハード技術が必要となる。
このような背景に鑑み，高い耐久性を有する材料技
術として，筆者らは，数千年前の古代コンクリートの
調査を通じてアイデアを得た，二酸化炭素による促進
養生と特殊混和材γ-C2S（ダイカルシウムシリケート
γ相）の利用という新しい発想により，長寿命化コン
クリートを開発した 1），2）。本長寿命化コンクリートは
永遠にその性能を発揮することを期待するとともに，
Earth，Infinity，ENvironment を意識し地球環境に
配慮した新しいコンクリート材料であり，ライフサイ
クルコストの低減や，CO2 排出量の低減など環境負荷
低減に活用できる新しい技術である。本報告では，本
長寿命化コンクリートの特徴，長寿命化メカニズム，
適用事例について概説する。

2．長寿命化コンクリートの特徴

（1）材料および配合
本長寿命化コンクリートに使用する材料的な特徴
は，低熱ポルトランドセメントとγ-C2S を含む特殊
混和材を使用すること，また，補強材には，新型のカー
ボン繊維もしくはステンレス鉄筋を用いることにあ
る。セメント系材料としては，モルタルあるいはコン
クリートのいずれも製造可能であり，骨材の種類や品
質について特に制限はない。配合としては，使用され
る環境条件に応じて水結合材比や混和材の添加量を調
整することができる。また，初期欠陥の低減や施工性
の向上を目的として高流動コンクリートとしている。

（2）製造方法
本長寿命化コンクリートは，プレキャストコンク
リートとほぼ同様な製造方法，施工方法を用いる。水
平二軸強制練りミキサで通常よりもやや長い 3～ 5分
程度練り混ぜたコンクリートを型枠内に打設する。次
に，およそ 10 時間後に圧縮強度が 15 N/mm2 となっ
た時点で脱型し，写真─ 1に示す特殊養生槽中で強
制炭酸化養生を行う。このときの養生槽内は，CO2 濃
度＝ 20％，湿度＝ 50％ RH，温度＝ 40 ～ 50℃に機械
的に制御して，7～ 28 日間保持する。所定の養生を
終了後，建設現場に運搬し，通常のプレキャスト埋設
型枠と同様に施工する（写真─ 2）。
さらに，この技術を応用し，本長寿命化コンクリー
トを場所打ちすることも可能である。通常の生コンと
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同様に練り混ぜ，打設された長寿命化コンクリートに
対し，現場で密閉空間をつくり，プレキャストと同様
な炭酸化養生を現場で行うものである（写真─ 3）。

（3）長寿命化コンクリートの諸性能
本長寿命化コンクリートの特徴は以下のとおりであ
る。
①溶脱抵抗性が高い
水に接した場合のカルシウム溶脱量は，図─ 1の
ように標準養生コンクリート（OPC）の 1/10 以下と
なる。これは，本長寿命化コンクリートが，セメント
水和物の中でも比較的溶解度の高い水酸化カルシウム
を生成せず，炭酸カルシウム CaCO3 とケイ酸カルシ
ウム水和物C-S-H が主成分となるためである。
②低アルカリ性である（pHが低い）
図─ 2に示すように炭酸化反応の効果により水和

物の溶出が抑制され，結果として周囲の作用水の pH
を 9 ～ 10.5 程度と標準養生コンクリートの pH＝ 12
～ 13 に比べて大幅に低く（低アルカリ）することが
できる。また，一般的に炭酸化によって六価クロムの
溶出量が増加すると言われている 3）が，長寿命化コ
ンクリートでは六価クロムの溶出はほとんどないた
め，周辺環境や生物に対してやさしい材料であると言
える。写真─ 4は，長寿命化コンクリートもしくは
普通コンクリートを粉砕したものを水槽に入れ攪拌し
たものであるが，普通コンクリートではアルカリ成分
が溶け出し，濁りが発生しているのに対し，長寿命化
コンクリートの入った水槽は透明である。写真─5は，
普通セメント（OPC），高炉セメント B種（BB），長
寿命化コンクリートの硬化体を粉砕して砂や黒土に混

写真─ 1　炭酸化養生槽 

写真─ 2　長寿命化コンクリートプレキャスト埋設型枠の運搬

写真─ 3　現場炭酸化養生状況
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ぜ，植物の生育を確認した実験であるが，明らかに長
寿命化コンクリートの生育がよいことが分かる。
③非常に緻密であり，物質遮断性が高い
炭酸化養生によって空隙率が大幅に小さくなること
により，普通コンクリート（OPC）に比べて拡散係
数や透水係数を 1/100 程度まで小さくすることができ
る。図─ 3は，塩水に試験体を 1 年間浸漬した際の
塩化物イオン濃度分布であるが，長寿命化コンクリー
トは，普通コンクリート（OPC）に比べて塩化物イ
オンの浸透を大幅に抑制することができている。

④腐食しない
長寿命化コンクリートは，鉄筋や鋼繊維を使用せず，
写真─ 6に示す新型カーボン繊維や耐食性の高いス
テンレス鉄筋を使用することで，鋼材の腐食を起こさ

ない配慮がなされている。また，上述したように塩化
物イオンや二酸化炭素，水分などを浸透させにくくし
ているため，長寿命化コンクリートパネルよりも内側
に配置されるコンクリート中の鋼材腐食も防ぐことが
できる。
⑤耐摩耗性が高い
図─ 4に，すり減り試験の結果を示す。長寿命化

コンクリートは，溶脱抵抗性が高いこと，また，表面
が緻密化することにより，圧縮強度 30 N/mm2 の普通
コンクリートに比べて 4倍以上，80 N/mm2 の高強度
コンクリートに比べても 2倍以上，耐摩耗性が高くな
るという特徴を有する。

3．長寿命化のメカニズム

上記のような長寿命化コンクリートの高い性能を得
るメカニズムについて以下に紹介する。
図─ 5にセメント中の酸化カルシウム CaOの水和

と炭酸化反応による体積変化を模式化して示す。通
常のセメントは，水和反応により水酸化カルシウム…
Ca（OH）2 を生成する際に膨張する。次に水酸化カル
シウムが，炭酸化した場合には，体積収縮を引き起こ
す。一方，強制的にγ-2CaO･SiO2（γ-C2S）を炭酸化

写真─ 5　長寿命化コンクリートの植物への影響

図─ 3　塩水浸漬試験（1年）

写真─ 6　新型カーボン繊維

図─ 4　すり減り試験結果

図─ 5　γ-C2S の炭酸化による緻密化のメカニズム
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させた場合，水酸化カルシウムをほとんど生成せず，
直接炭酸カルシウム CaCO3 になる。また，生成され
る炭酸カルシウムは，通常の炭酸化反応で生成する
カルサイト（ρ=2.71）よりも密度の低いバテライト
（ρ=2.65）となるため，体積は膨張すると考えられる。
これらの結果，空隙が充填されるとともにケミカルプ
レストレスが発生し，高い耐久性や高い強度が得られ
るものと考えられる。空気中の二酸化炭素と接した場
合の中性化と長寿命化コンクリートを強制炭酸化養生
した場合の結晶構造を模式化して図─ 6に示す。長
寿命化コンクリートは，炭酸化反応によるC-S-H の分
解が起きにくく，C-S-H の骨格を生成したあとに炭酸
カルシウムの一種であるカルサイトやバテライトが空
隙を充てんすることで緻密な硬化体を形成しているも
のと考えられる。

4．長寿命化コンクリートの適用事例

対象とした桟橋は約 40 年の供用期間を経ており，
これまでに床版部分を 2回補修している。土木学会コ
ンクリート標準示方書に示される劣化過程としては，
「劣化期」に相当しており，早急な対策が必要と考え
られた 4）。また，床版厚 250 mmの全体において腐食
発生限界塩化物イオン濃度 1.2 kg/m3 を超える塩分が
浸透しており，目視調査からも鉄筋の腐食，ひび割れ
発生が確認できた。このため，断面修復や表面被覆な
どではなく，床版のコンクリート全体を更新する必要
があった。また，本桟橋は石油の荷卸や積込を行う桟
橋であるため，電気防食，床版厚の増加などができな

かった。そのため，塩分供給量の多い床版下面側に長
寿命化コンクリートの埋設型枠を用い，鉄筋を全て更
新し，新たにコンクリートを打設し，床版上面には浸
透性吸水防止材を用いることで塩分浸透を抑制するこ
ととした。補修前後の外観を写真─ 7に示す。
本構造物の補修後の耐久性評価を行った結果，補修
工法として最も一般的な断面修復工法では 10 年ごと
に繰り返し補修が必要であり，打換え工法でも 20 ～
30 年程度の寿命と推定された。それに対し，長寿命
化コンクリート工法では，74 年以上の耐久性が見込
めるとの試算結果が得られた。また，長寿命化コンク
リート工法は，断面修復工法に比べて，初期補修費用
はやや大きくなるが，エポキシ樹脂塗装鉄筋を用いた
打換え工法や，電気防食工法よりも低コストで，かつ
経年的な補修が不要である。したがって，補修後 20
年以上供用する場合，図─ 7に示すようにライフサ
イクルコスト LCCを大幅に低減できる。
さらに，同種工事において，補修時における CO2

排出量を算定した結果を図─8に示す。これによると， 
ライフサイクル CO2（LCCO2）も 20 年以上供用する
ことにより，他の工法に比べて大幅に低減でき，環境
への貢献も期待できると考えられる。

図─ 6　 長寿命化コンクリートの強制炭酸化と通常の中性化の模式図

写真─ 7　桟橋底版の補修前後の外観
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5．おわりに

本開発長寿命化コンクリートは EIEN® と命名され
た。EIEN® は，セメントの水和反応のみで硬化する
ものではなく，鉄筋コンクリートにおいては毒と考え
られていた二酸化炭素との反応を利用し，さらにコン
クリートには利用されてこなかったγ-C2S を含む特
殊混和材を利用した革新的なコンクリートである。
今後は，塩害を受ける臨海構造物，磨耗や溶脱が起
こる水路や水処理施設などでの利用が期待される。さ
らに，ポーラスコンクリートとして利用することも可
能であるため，生物に対する悪影響を及ぼさず，CO2

図─ 7　ライフサイクルコスト算出結果

図─ 8　ライフサイクルCO2 算出結果

の固定やセメント量の低減・コスト低減を達成するこ
とができるなど，幅広い可能性を秘めた技術である。
更なる研究を遂行し，社会や環境に役立つ技術開発を
進めていきたいと考える。
�
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

管路継手部の水密試験方法
エアー式テストバンド工法

伊　藤　征　義

継手構造により形成される管路の水密試験は，テストバンドと称される水密試験機を用い施工管理を実
施している。
近年，農業水利施設のストックマネージメントとして，数千 kmに及ぶ管路の継手水密性能調査の必要

性から，より簡便で且つ適用性能の高いエアー式テストバンドを開発し 4年の実績を有している。
既存のテストバンドとは異なり，管体の強度と共生するチェモシェンコの円環座屈理論の応用構造とす

ることで，軽量・簡便で且つ適用性能の高い装置となり，加圧流体を水から空気とすることで，より施工
性能の向上を図ったエアー式テストバンド工法を紹介する。
キーワード：�農業水利施設，ストックマネージメント，管路，水密試験，チェモシェンコ，円環座屈理論，

加圧流体，エアー式テストバンド

1．はじめに

継手構造の主な管材としては，ダクタイル鋳鉄管，
プレストレストコンクリート管，ヒューム管，FRPM
管等があり，内圧管として使用する場合は継手水密性
能をテストバンドにより確認している。
テストバンドは，管メーカーにより差異は有るが基
本構造は同じであり，基本構造を特許公報 1）から引
用し紹介すると，図─ 1が全体図で，管継手部 1 に
水密ゴム 6を装着し，水密ゴムを圧着する押え板 8を
押し上げる油圧シリンダー 12 と，支持フレーム 10 と，
台車 14 及び加圧装置 30 で構成されている。

継手シール部の横断面を図─ 2，施工状態を写真─
1に示す。

図─ 1　テストバンド全体図

図─ 2　継手シール部の横断面図

写真─ 1　口径 2,400 mmテストバンド
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2．農業水利施設の管路状態

（1）管継手状態
管内作業可能な口径 800 mm以上の主な管種は，プ
レストレストコンクリート管（以下 PC管と言う）と
FRPM管である。
PC管の問題は，内径の最大公差が JIS 規格におい
て± 10 mmあり，想定される継手最大段差が 20 mm
となることである。
さらに，継手に許容可とう角及び継手間隔を設定し
ていることと，経年による不等沈下等により，多様な
継手状態に対応する必要がある。
FRPM管は，とう性管であり，許容たわみ率 5％と
していることから，基礎及び荷重状態により継手のた
わみ率も一様ではないと想定する必要がある。

（2）管路状態
管内資機材搬入孔として口径 600 mmのマンホール
が数百m毎に設置されているが，急勾配又は急偏角
によりテストバンド機を解体搬出する等の不連続作業
を想定する必要がある。

3．既存テストバンドの課題

（1）支持フレーム
水密ゴムを圧着する押え板を押し上げる反力を得る
支持フレームは 0.5 MPa 以上の外水圧に対抗する強度
を必要とするため装置が大重量となる。

（2）押さえ板
管継手部は段差・偏角・たわみ等により同一平面に
無く，押さえ板で水密ゴムを均等に圧着することは無
理なことから，継手状態により 0.5 MPa の圧力保持が
困難な場合がある。

（3）加圧流体としての水
PC管の継手部は大きな空間を有していることから多

量の水を必要とし，テスト水の回収も50％程度で，水
の管内搬入・排水労力と作業環境の悪化が課題である。

（4）装置の組立・解体
装置は，口径により 3から 6分割された支持フレー
ムと油圧装置及び押え板が一体構造のため，狭い管内
での組立・解体は多大な労力を要する。

4．エアー式テストバンドの開発

テストバンドの新規開発要件として，管継手部の隣
接管は，同一回転面に内接しない状況で且つ，経年劣
化したコンクリート管壁を 0.5 MPa の圧力保持をし，
口径 600 mmのマンホールから資機材を搬入・搬出し，
管内で組立・解体が容易で，傾斜管路での作業が可能
であることが求められる。以下に構造詳細を示す。

（1）支持フレームレス構造
テストバンド試験圧力 0.5 MPa を自力で支持するの
でなく，管体強度を利用することが可能であれば，装
置の軽量化が可能となる。
PC管（JIS A 5333）の最大試験内圧は 1.8 MPa で
FRPM 管（JIS A 5350）の最大試験内圧は 2.6 MPa
であり，テストバンド試験内圧 0.5 MPa に比べ余裕の
ある管体強度を有している。
管体強度を利用する考えとして，チェモシェンコの
円環座屈理論を応用し，図─ 3，4に示す，水密ゴム

図─ 3　支持フレームレス構造

図─ 4　隣接管圧接分離構造図



56 建設の施工企画　’11. 6

11 を圧着する 2 条の円環 12 を油圧ジャッキ 17 で拡
張する構造で解決。
油圧ジャッキ 17 により円環拡張部に曲げモーメン
トが発生するので剛性部 16 を設け，他はたわみ性部
材とする事でFRPM管のたわみに対応可能となる。

（2）隣接管圧接分離構造
管継手部に段差・偏角・たわみ等が生じても，2条
の円環による隣接管圧接分離構造とすることで解決。
2条の円環 12 を適当な間隔で保持するタイロット
13 により多様な継手状態に追随可能となる。

（3）加圧流体の選択
テストバンドの加圧流体は水でも空気でも可能であ
り，空気を選択することにより装置の簡素化と作業効
率が向上する。
テストバンドの 5分間 20％減圧を許容しているの
は，装置としてのリークを許容しているもので，写真
─ 2に示す様に，空気のリークは目視可能であるが，
湿潤状態のコンクリート管からのリークの目視は困難
である（乾燥状態は写真─ 3参照）。

（4）加圧装置
加圧流体を空気とした加圧装置は，12Vバッテリー
で稼働するコンプレッサーと圧力タンクのユニットが
小型・軽便と 100 V装置に比べ管内作業に適している。
これらのパーツは市販品で安価かつ容易に調達可能
である。

（5）施工事例

（6）傾斜部対応型機種の開発
従来のテストバンドは大重量の為，5％以下の傾斜
部のみを調査対象としていたが，農業水利施設のス
トックマネージメントとして，調査を行うには更なる
急傾斜部の対応機種が求められる。
写真─ 7，8は口径 2,000 mm で傾斜角 25 度（約
45％勾配）の工場試験である。

写真─ 4　加圧装置

写真─ 2　空気漏を石鹸水気泡で確認

写真─ 3　乾燥したコンクリート管の水リーク

写真─ 6　口径 900 mmテストバンド

写真─ 5　口径 2,400 mmテストバンド
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写真─ 9は傾斜部対応型機種で写真─ 5と同口径
の施工事例である。

5．おわりに

本工法をエアー式テストバンドと呼称しているが，
構造的には支持フレームレス・テストバンドである。
平成19年度から4年間で口径800 mmから2,800 mm…
の施工実績があり，連続作業の施工実績は，新規配管
工事を対象とした土地改良基準施工歩掛りの 75％程
度と作業効率は高いが，600 mmのマンホールからの
装置の搬入・搬出，管内での組立・解体，管内の堆
泥・湧水など供用管路の調査業務ならではの現場条件
から，総合歩掛りは基準歩掛りの 10％から 20％増し
程度となっている。
本工法は，確実な管継手水密性能評価工法であり更
なる改良を加え，農業水利施設のストックマネージメ
ント事業に寄与していきたい。
�

《参考文献》
1）	公開特許公報 : 昭 57-10435　パイプ継手部の水圧試験装置

写真─ 9　口径 2,400 mmテスト状態

写真─ 7　テストバンド移動状態

写真─ 8　テストバンド設置状態

［筆者紹介］
伊藤　征義（いとう　せいぎ）
水利施設研究所　代表
中京製管㈱　技術顧問
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特集＞＞＞　維持管理・長寿命化・リニューアル

軌道レール温度上昇抑制工法の開発と実施例

相　田　　　尚・片　岡　直　之

夏季の猛暑は，鉄道のレール張り出し現象を発生させる要因であり，点検，保線作業を急増させ通常業
務の逼迫，保線費用の増加にも繋がる。
筆者らは，遮熱性塗料をレール側面に塗布することでレールの温度上昇を抑制する工法として，専用塗

料と塗布機を新たに開発し実用化した。実軌道で7～10℃程度のレール温度低減効果を確認し，供用によっ
て塗料面に付着する汚れは除去することで効果の維持・回復が可能である。本文では，その開発概要と実
施例について報告する。
キーワード：鉄道，軌道，レール，張り出し，温度上昇抑制，遮熱性塗料　

1．はじめに

近年の異常気象による夏季の猛暑は，熱中症など人
体への直接的影響だけでなく，作物等の不作による食
糧問題といった間接的な問題の原因ともなっている。
またこの猛暑により，重要な交通機関のひとつである
鉄道でも，列車の遅れや運休といったニュースや報道
が散見されるようになった。
鉄道のレールは，温度の影響を受け伸縮するが，通
常はこの伸縮を許容できる構造となっている。しかし，
近年の猛暑で許容量を大幅に超える場合があり，これ
によりレールの張り出しなどが発生し，安全・安心・
快適輸送に支障をきたす原因となっている。従って，
レールの温度上昇を抑制することは喫緊の課題の一つ
となっている。
一方，太陽光の赤外線域を効率的に反射する塗料が
開発され（図─ 1），これを建物の屋根等に塗布する
ことで建物の温度上昇を抑制する遮熱技術として活用
されている。道路分野では，都市部のヒートアイラン
ド対策として専用の遮熱塗料を舗装面に塗布する遮熱
性舗装として普及展開している。
この技術を軌道レールに応用すべく，専用の遮熱性
塗料と塗布機を開発し，実軌道での供用試験を経て軌
道レール温度上昇抑制工法として実用化に至った（写
真─ 1）。
本文では，開発の経緯とその実施例を紹介する。

図─ 1　遮熱性塗料の反射率の例 1）

写真─ 1　実施例
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2．基礎試験による問題点の抽出

（1）汚れの影響
当該工法の開発にあたり，他の分野で実績のある水
性遮熱性塗料を用いて室内および実軌道で基礎的な試
験を行った結果，温度上昇抑制効果については一定の
効果はあるものの，塗料に関してはレール特有の錆や
オイル，金属摩耗粉などの汚れ 2）が塗料面に付着す
ることによって温度上昇抑制効果が低下することや，
その汚れが除去できないといった点が課題となった。

そこで，塗料表面が汚れることで，どの程度レール
温度上昇抑制効果が低減するかを，切り取りレール供
試体を用いたランプ照射試験を行い確認した（図─ 2）。…
汚れの再現は，ラッカースプレーを段階的に塗り重ね
ることとし，その都度色差計にて明度（L値）を測定
し汚れの指標とした。
これにより，温度上昇抑制効果が汚れにより低下す
ることが確認できた。

（2）施工性の問題
基礎試験では，スプレーガンによる人力塗布を行っ
たが，低い位置での塗布作業となるため苦渋であるう
え施工効率も悪いことがわかった（写真─ 2）。

基本的には路線営業時間外での夜間作業となること
から，限られた時間内で安全かつ効率的に施工できる
機械が必要であると考えた。

3．軌道レール温度上昇抑制工法の開発

（1）専用塗料の開発
レール特有の汚れに対する洗浄性を高めるために適
切な塗膜表面の硬度や平滑性を有し，下地の影響を最
小限にすることでレールとの密着性が確保できる専用
の遮熱塗料をペイントメーカと共同開発した。
（a）洗浄性
洗浄性の向上には，汚れの種類や状態等によって自
浄作用，親水性などといった機能を付加する手法があ
る。5種類の試作塗料（表─ 1）を用いて実軌道にて
洗浄性の試験を行った結果，塗料面の硬度を調整する
手法が高い洗浄性を示した（写真─ 3）。

また，硬度を高めるにつれ洗浄性の向上も期待でき
るものの，ひび割れの発生が懸念された。従って，レー
ルの伸縮にも追従可能な適度な伸縮性も必要であり，
硬度とのバランスのとれた配合について種々の検討を
行い選定した。
（b）密着性
既設レールの表面には，錆，オイルおよび金属摩耗
粉などの汚れが付着しており，通常の塗装工程であれ
ば，下地処理としてこれらを除去する必要がある。し
かし，施工時間の制約が厳しいため，工種の追加は施

図─ 2　汚れ（L値）毎の温度低減効果比較

写真─ 2　人力による塗布施工例

試作
塗料 効果の概要

Ａ 従来の遮熱性塗料を透明の高親水層で覆う 2層仕上げ
Ｂ 光触媒活性機能により塗膜表面を分解し汚れを除去する
Ｃ 特殊機能により汚れに因らず温度上昇抑制効果を維持する
Ｄ フッ素樹脂を配合した表面の硬度、平滑性が高い塗料
Ｅ 親水性を高め雨水により汚れを除去する

表─ 1　試作塗料の効果

写真─ 3　洗浄性試験結果例
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工量の低下につながり，コストアップの要因ともなり
える。
そこで，下地からの影響を最小限にするために，汚
れ等による物理的，化学的な影響を配慮し，ぬれ性や
表面張力などを調整し，密着性の向上を図った。

（2）専用塗布機の開発
レールの側面に塗料を塗布する専用の塗布機械の開
発にあたっては以下の 3点をコンセプトとした。
①軌道上での作業であり，簡単に搬入，搬出が可能で
あること
②レール側面にワンパスでムラ無く塗布できること
③ 3軌間に対応できること
夜間作業における安全な施工速度とノズルからの吐
出量等の試験施工を行い，完成した専用塗布機を写真
─ 4に示す。

専用塗布機は，走行スクータ，塗料台車，塗布台車
の 3台の連結により構成され，それぞれが人力によっ
て搬出・入が可能である。
また，3軌間に対応できるよう，スペーサの脱着で
車輪位置が可変できるようになっている（写真─ 5）。
専用塗布機の主要諸元を表─ 2に，レール塗布の
概略図を図─ 3に示す。車輪を受けるレール頭部は
除きレールの側面が塗布範囲となる。

（3）特長
以上を踏まえた本工法の特長は以下のとおりである。
（a）レール温度上昇抑制効果
レール温度上昇抑制効果を確認するために，切り取
りレールの照射試験（写真─ 6）を行い，表面および
内部温度を測定した（図─ 4）。その結果から，レー
ルの内部温度も表面と同様に 10℃程度低減できるこ
とを確認した。

写真─ 4　開発した専用塗布機

写真─ 5　3軌間対応車軸

全台車荷台寸法 1,322 mm× 1,200 mm
速度 0～ 100 m/min

作業速度 10 ～ 20 m/min

動力
発電機　EF5500iSDE
騒音レベル（58 ～ 64 dB）7 m

軌間距離 1067,1372,1435 mm可変式

表─ 2　開発機の主要諸元

図─ 3　レール塗布概略図

写真─ 6　室内照射試験

図─ 4　温度測定結果例
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（b）保線作業の軽減
保線作業の実施に係る一つの指標として営業路線の
レール温度が測定・管理されており，鉄道事業者によ
り基準は異なるが，レール温度が 45℃あるいは 50℃
となった段階で緊急の保線点検を実施する場合が多
い。特に夏季においては近年の異常気象も相まって，
通常の一般業務を逼迫するほど点検回数が著しく増加
する場合があり，レール温度を下げることで緊急の保
線点検回数の低減が期待できるものと考えられる。
（c）効率的な施工
専用塗布機を適用することで均一かつ効率的に塗布
可能である。
（d）洗浄性に優れる
レール専用の遮熱塗料により，供用によって付着す
る汚れが除去しやすい。また，汚れによる塗料の腐食
等は現段階では確認されておらず，塗料面も良好な状
態が維持されている。

（4）適用箇所
レールの温度は，日照条件，敷設方向およびロング
レール区間などといった軌道・周辺環境にも影響を受
ける。従って本工法は，以下のような箇所を抽出し適
用することが有効と考えられる。
①張り出し事故の多い区間
②保線点検回数が多い区間

4．実施例

平成 21，22 年度に実軌道において 5箇所の試験施
工を実施し（写真─ 7），各現場条件において当該工
法の検証を行った。
塗布機に関しては，組立，撤去とも人力にて簡便に
行え，約 20 m/min で一定量の連続塗布ができること
を確認した。
平成22年度9月9日，南海電気鉄道㈱高師浜線にて，
延長約 50 mの区間で試験施工を行い，レール温度の

継続的な測定と，汚れの洗浄に関する追跡調査を実施
した。その概要は以下のとおりである。

（1）レール温度上昇抑制効果
レール温度の測定結果の一例を図─ 5に示す。この
結果から約7～10℃程度の温度低減効果が確認できた。

さらに，平成22年9月10～29日までの期間で，レー
ル最高温度の日数を比較した結果を図─ 6に示す。こ
れより，45℃以上の日数が 13 日→ 4 日と大幅に低減
されていることが確認できた。

（2）洗浄性の確認
当該現場は，塗料の洗浄性を確認するためにあえて
レール内側にオイルが噴霧される区間を選定し，一定
期間供用後に汚れを拭き取り効果の確認を行った（写
真─ 8）。
図─ 7は，塗料面の洗浄前後の明度（L値）を比較し

たもので，4ヶ月間洗浄しない状態でも一回の洗浄でほ
ぼ初期の汚れてない状態まで回復することが確認できた。写真─ 7　施工状況

図─ 5　実軌道レール温度測定例

図─ 6　実軌道でのレール温度毎の日数比較
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5．洗浄システムの開発

実軌道試験を経て，連続的に塗布済みレールの汚れ
を洗浄するシステムを開発した。
洗浄方法は，試作機による洗浄試験結果から，レー
ル側面に特殊形状のブラシをモータで回転させて汚れ
を掻き出す方法とした（写真─ 9）。
洗浄システムは，前述の専用塗布機に洗浄ユニット
を載せ替えた搭乗式とし，塗料面のブラッシングとす
すぎを連続的に行うことが可能である。また，特に汚
れ具合が進んでいる場合には洗剤の併用が有効であ
り，洗剤発泡ユニットを前方に配置し，事前に洗剤を
散布する。実軌道での使用は現時点では無いが，1時
間あたり約 200 m 以上の連続洗浄が可能である。洗
浄イメージを図─ 8に示す。

清掃の頻度としては，温度上昇を抑制したい時期の
直前に 1回，場合によっては汚れの進度により期間中
に 1回程度を想定しており，現在実軌道において効果
の回復・維持に関して検証を続けている。

6．おわりに

世界有数の鉄道システムを有する我が国は，今後も
継続的な成長が期待できる海外鉄道市場をターゲット
として官民連携により海外展開を戦略的に進めている。
その一端として昨年開催された第一回鉄道技術展に本
工法を出展し，そこで得られた多くの意見や要望等も織
り込み，「パーフェクトクール・レール」という名称で
実用化し営業展開を始めた。効果や耐久性などについ
て継続して調査を行うなど万全のフォロー体制で今後
の展開をバックアップし，工法の改良改善に務めたい。
本工法が，保線作業の低減や安全・安心・快適な鉄
道運行の一助となれば幸いである。
最後に実軌道での試験施工および追跡調査に御協力
頂いた鉄道事業者および遮熱塗料を共同開発した日本
ペイント㈱の皆様に誌面を借りてお礼を申し上げます。
�

《参考文献》
1）	� 日本ペイント㈱HP…
http://www.nipponpaint.co.jp/

2）	� 伴巧：車輪とレールの間に介在する物質が起こす現象，RRR，p10 ～
p13，2008 年 8 月

写真─ 8　洗浄性の確認

図─ 7　4ヶ月供用後のレールの明度測定結果

写真─ 9　試作機による洗浄試験

片岡　直之（かたおか　なおゆき）
㈱NIPPO
研究開発本部　技術開発部
技術開発第一グループ
係長

［筆者紹介］
相田　尚（あいた　ひさし）
㈱NIPPO
研究開発本部　技術開発部
技術開発第一グループ
機械開発担当課長

図─ 8　洗浄システムイメージ

ブラッシングユニット すすぎユニット
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1．超硬合金とは

超硬合金は，一般的に硬質粒子であるタングステン炭
化物（以下　WC）とバインダー（硬質粒子同士を接合する
ための糊の役目）としてのコバルト（以下　Co）からなる。

（1）製造方法
代表的な製造方法について，図─ 1のフローチャー
トに沿って説明する。
適切に調整された粒度を持ち，決められた配合比を
持った原料粉末である，WCと Co をアトライターや
ボールミル等の混合機を用い湿式で混合・粉砕し，均
一に混合する。これらは最適な粒度を持ったスラリー
状の混合溶液になる。
ボールミルの混合・粉砕の模式図を図─ 2に示す。
この混合溶液をスプレードライ法等により，乾燥，
造粒を行い，超硬合金粉末を生成する。
このスプレードライヤーの模式図を図─ 3に示す。

次に，この粉末をプレス成型等により，所定の形状
に成型する。
この成型品を，一般的には真空中で焼結（Sinter）し，
焼き固めて製品とする。
求められる特性によっては，熱間静水圧プレス（Hot 
Isostatic Pressing：HIP）処理や，焼結とHIP 処理を
同一工程内で行う，Sinter-HIP 処理を行うこともある。

（2）超硬合金の組織について
超硬合金は，図─ 4に示すように超硬粒子である
WCと結合相である Co からなっており，高硬度によ
る耐摩耗性と，結合層による靭性を備えた材料である。
しかし，粉末原料をプレス成型した後，一定温度で焼
結（Sinter）した合金であり，焼結して得られた超硬合金
組織の緻密さと超硬合金の欠損性には相関が見られる。
この組織の緻密さを向上させる手段として，前述し
たHIP 処理や，Sinter-HIP 処理などがある。
これらの追加処理を行うことによって，性能向上を
図ることも出来る。

谷　元　耕　作

トンネル工事や基礎工事，鉱山開発や採掘に用いられる工具を総称してビットと呼び，このビットには
岩盤を破砕，切削するに足る硬質な超硬合金が利用されている。
ここでは，超硬合金に関する一般的な説明を中心に，高削孔速度，高寿命，高耐久化を図るための，製

造法，改良の取り組みについての現状を紹介する。
キーワード：ビット，超硬合金，シールドマシン，長距離掘削

建設・鉱山工具用超硬合金の
製造法及び開発動向

図─ 1　製造工程 図─ 2　ボールミルの混合・粉砕の模式図 図─ 3　スプレードライヤーの模式図
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2．長寿命・耐久力向上について

超硬合金は，基本的にWCと Co からなる合金で
あり，性能向上のためにはWC粒の粒度のみならず，
粒度分布，WC粒強度の影響も受ける。
一般的に，図─ 5に示すように，硬質粒子である

WC比率を上げると，バインダーであるCoが減少し，
硬度が上がり，靭性が低下する。
従って靭性をこれまで以上に向上させることによ
り，同一条件であればより高硬度の耐摩耗性に優れた
超硬合金の使用が可能となり，この事は同時に超硬合
金の適用範囲の拡大にもつながる。
そこで，製品長寿命化のためには，以下の 2点が重
要である。
・超硬合金の靭性向上
・台金摩耗を抑えるための肉盛材の耐摩耗性

（1）超硬合金の靭性向上について
削孔工具には，大別すると，以下に示す 2種類の削
孔法があり，①回転掘削，②打撃削孔，に分類される。
この用途に合わせた，超硬合金のグレード例を表─

1に示す。
はじめに回転掘削用材種の例を示す。
回転掘削は，ビット刃先部を押し付けながら回転す
ることにより，岩石を連続的に，圧砕し掘削する方式
であるため，刃先形状を長時間維持できるよう，耐摩
耗性の高い高硬度のものが理想的である。
しかし，一般的には前述（図─ 5）したように，硬
度と耐欠損性は相反するので，むやみな高硬度品の採
用は，早期欠損を招き，カッタービットのライフを減
少させる。そのため，比較的硬度の低い超硬合金グレー
ドである，JIS E5 相当が一般的であった。
ところが近年，岩盤掘削，長距離掘進を実現する
ために，従来の JIS E5 相当に代わり，耐摩耗性の優
れた比較的高硬度の超硬合金グレードである，JIS E3
相当を採用する場合が多くなってきている。そのニー
ズにこたえるべく，従来 E3 相当材種より，耐欠損性
が高く，耐摩耗性に優れた製品が実用化されている。
当社での試験結果の一例として，原料の硬質粒子で
あるWCから見直し，開発した E3 相当材種である，
新MG30と旧MG30 の性能比較例を図─ 6に示す。
ここで，抗折力とは一般的に超硬合金の強度を評価す

図─ 4　超硬組織の一例（粒状のものが，硬質粒子であるWC）

図─ 5　超硬合金の硬さと靭性の関係（模式図）

表─ 1　超硬合金グレード

図─ 6　抗折力試験結果（当社製品例）
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るひとつの指標である。通常は3点曲げ試験法で行われ，
2点支持された試料の中央部に加重を加え，試料が破断
した荷重を基に算出する。この抗折力の高さは超硬合金
の強度を示すとともに，組織の緻密さにも関係する。
次に，打撃削孔用工具の例について紹介する。
はじめに打撃削孔とは，油圧，空圧，水圧等によって
作用するドリフターやDTHハンマーのピストンで発生
した打撃エネルギーを，工具先端に取り付けたチップ刃
先部に，衝撃エネルギーとして伝達し，岩石を粉砕し，
回転，推進エネルギーで前進し，掘削する方法である。
したがって，ボタンビット等の打撃削孔工具では耐
摩耗性に優れた，主に JIS E1 ～ E3 相当の比較的硬
い超硬チップが主に使用されている。従来から，耐欠
損性と耐摩耗性のバランスの取れた JIS E2 相当が主
に製造・販売されている。
前記と同様に，近年のビット交換頻度減による削孔
効率向上，硬岩帯での長寿命化等の要求が高まってお
り，耐欠損性は従来品と同等であり，硬度が高く耐摩
耗性の高い，E1 相当材種も販売され始めた。当社で
の例として，従来の E2 相当品をベンチマークとし，
耐摩耗性，対欠損性を 1とした場合の比較試験結果を
図─ 7に示す。表─ 1に示した E2 相当（HRA硬さ
90.0）材種に対して，E1 相当（HRA硬さ 90.5）材種
の耐摩耗性が 1.3 倍となった例である。

（2）肉盛材の耐摩耗性改善について
回転掘削工具では，近年，岩盤掘削，長距離掘進を実
現するために，耐摩耗性の優れた比較的高硬度の超硬合
金グレードである，JIS E3 相当を採用する例が増えるに
したがって，台金の耐摩耗性向上の要求が増加している。
そのため，図─ 8に示すように，ビッカース硬さ

HV800 程度のマルテンサイト系硬化肉盛が施されて
きたが，より高硬度のHV1000 程度のウェルニット等
のタングステン炭化物系硬化肉盛をビットボディに施
し，摩耗量を 1/3 に低減してきた。さらに，近年の更
なる台金摩耗の低減化要求に対して，従来のタングス
テン系肉盛材の摩耗現象の徹底的な解析により，衝撃

荷重下では，タングステン炭化物の破壊－脱落による
摩耗が主体であることが判明した。よって，その欠点
を補うべくタングステン炭化物粒子そのものの耐衝撃
性を飛躍的に向上させることによって，衝撃等による
超硬粒子の脱落を防止し，マルテンサイト系の 6倍の
耐摩耗性を持ち，従来品と比較しても約 2倍の耐摩耗
性を持たせた製品も実用化された。

3．資源について

超硬合金に用いられている，タングステンとコバル
トは，レアメタルである。
主要な鉱山は比較的カントリーリスクの高い中国や
アフリカに偏在している。この点からも，再資源化の
難しい削孔工具では，省資源化が求められている。
今後は，リサイクルが困難な製品の性質上，資源の
安定確保も重要となる。
従って，摩耗量減少をキーワードに，同等以上の性

能を維持しつつ，使用量削減が重要になると考えられる。

4．おわりに

建設工具には，従来にもまして製品のコストダウン
は当然のこと，使用ライフ向上も求められている。
この記事が，製品開発状況の御理解を得る手助けに
なれば幸いである。
�

《参考文献》
超硬工具協会：超硬工具ハンドブック（1998）

図─ 7　摩耗性、耐欠損性試験結果例

図─ 8　摩耗性試験結果（当社での例）

［筆者紹介］
谷元　耕作（たにもと　こうさく）
三菱マテリアル㈱
加工事業カンパニー
超硬製品事業部　販売統括 3部
建設工具グループ　両国駐在　
トンネル土木チーム　リーダー
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アジアマスターズ陸上に参加して
　秋　山　俊　二

第 16 回　アジアマスターズ陸上競技選手権。2010
年 12 月 6 日～ 12 日，マレーシアのクアラルンプール
で，アジア 17 ヶ国の選手が集う戦いに，私も参加致
しました。
マスターズ陸上とは，40 歳以上の男女が 5歳刻み
のカテゴリー別で，陸上競技を争うレースです。私は
48 歳，M45（45 ～ 49 歳）というクラスです。年齢に
上限は無く，M100 というクラスで活躍されている
方々もいらっしゃいます。今回は，日本から 120 名の
方が参加されました。参加される方は一様にモチベー
ションが高く，年齢を感じさせない，諸先輩の前向き
な生き方に大変感銘を受けました。
今回，私が挑んだレースは 200 m，400 m，800 m
の 3種目。最も得意な 800 mが初日でした。800 mで
は，9 月に国立競技場で行われた全日本マスターズ
M45の部で，二連覇を達成しております。だからこそ，
日本の代表選手として，恥ずかしい走りを見せるわけ
にはいきません。そういった想いが余計に緊張をもた
らしたのか，いつになくガチガチで，どうなることか
と思いながらレースに臨みました。外国人と競い合う
という経験が今まで無かったため，対戦相手の身体を
見ては，勝ち目が無いなぁと弱気になる自分との戦い
です。
800 mには予選が無く，2グループに分かれての一
発タイムレースとなりました。第 2グループだった私
は，第 1グループの結果を見て走ることが出来る優位
さがありました。第 1グループトップ，カザフスタン
の選手のタイムは 2分 12 秒。全日本マスターズで 2
分 7秒台だった私は，力さえ出し切れば，必ず勝てる
と言い聞かせ，スタートラインに立ちました。
“On your mark”日本語で「位置について」という
言葉に一瞬戸惑いながら，ピストルを待つ。そして「ズ
ドーン」という音が鳴り響く。通常は 800 m といえ
どもセパレートコースなのですが，今回は1組15名で，

最初からオープンコース。走る格闘技とも言われる
800 mですが，やはり想像していたとおり，肉弾戦で
す。足が絡まりそうな混戦の末，2分9秒39，1着でゴー
ル。仲間が用意してくれていた，日の丸国旗をマント
にしてのウィニングラン。日の丸をアピールできたこ
とと思います。その夜は祝勝会を開いていただき，お
いしいタイガービールで乾杯しました。
翌日は，400 mの戦いです。前日の勝利は大変自信
となり，リラックスして臨めました。ところが，いよ
いよ決勝という時，ひどいスコールと雷で 1時間ほど
スタートが延期されました。待ち時間に集中が途切れ
ないように，何度も昨日のウィニングランを思い出し，
敵は自分自身だと言い聞かせました。結果，タイムは
53 秒 96，セカンドベストで 2冠を達成できました。
3日目の競技は 200 m。あまり得意な種目ではない
ので，決勝に残れば上出来という思いで臨みました。
しかし，決勝では混戦ながらも 24 秒 75 で優勝し，ま
さかの三冠達成に驚きを隠せませんでした。そして，
閉会式での各国選手のすがすがしい笑顔に終わりは無
く，スポーツに限らず，何かに向かって突き進む想い
は，たとえ言葉が通じなくても人を変え，新しい道を
切り拓いてくれることを確信しました。
後になりましたが，大学までは陸上競技に明け暮れ
ていた私が，スポーツに再チャレンジしたのは，45
歳を迎えてからです。トライアスロン挑戦から始まり，
マスターズ陸上へとつながり，全日本からアジアへ。
そして，今年の 7月にはアメリカ，サクラメントで世
界マスターズに参加します。400 mと 800 mの 2種目
で，世界のファイナリストを夢見て挑戦します。これ
からも仕事やプライベート，その他何事にでもチャレ
ンジ精神を持ち続けたいと思っています。
みなさんは 50 代？　それとも 60 代ですか？　まだ
まだこれからです。一緒に頑張りましょう！
─あきやま　しゅんじ　㈱イゲタプロテック　代表取締役社長─
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東日本大震災に思う
岸　野　佑　次

平成 23 年 3 月 11 日の午後，私は協会の委員会の用
事で川口に居た。この委員会では一昨年度より厚労省
の委託で，外国人研修生・技能実習生の学習の実が上
がるように実習支援マニュアル，とくに技能評価シー
トの作成に携わってきた。当日は最終段階として，評
価シートを実際に外国人実習生に見てもらい，その有
効性を確認するためのインタビューを行うことになっ
ていた。施工技術総合研究所の竹之内氏，協会本部の
齋藤氏らと下打ち合わせを行った後，実習先の会社に
徒歩で向かっていたとき，突然の激しい揺れ。この顛
末については後ほど記すこととし，まず，委員会に関
して少し触れておきたい。
高度な技術を身につける上で，まず学習資料を基に
一通りのイメージを持つことはその技術を有効かつ安
全に使う上で大切なステップである。この段階で学習
資料が整っていることが大切であるが，建設機械に関
して JCMAは孤高のポテンシャルを有している。件
の委員会「実習支援マニュアル作成委員会」は，委員
長の私を除き，関連分野をリードする専門家よりなる
メンバーにより構成され，建設機械操作に関する技能
をいかにわかりやすく外国人に伝授するかについて熱
い議論が重ねられてきた。技術者として夫々の職責を
果たしてこられた皆さんの自負を背景とした議論を拝
聴しながら，私は技術や技術者とは何かについて思い
を馳せていた。
以前，スイスの登山電車の車窓から見えた道路橋の
橋脚があまりにも細長いのを見て，思わず向かいの席
に座っていた一人の外国人旅行者に，「日本の橋脚は
こんなに細くない。何故か分かるか？」と聞いたとこ
ろ，「知っている。僕はエンジニアだから」と胸を張っ
た答えが帰ってきた。そこには医者や弁護士などのス
ペシャリストに通じる誇りを見て取ることができた。
また，フィレンツェで，博士号を持つ市の職員OBか
らアルノ川にかかる橋梁群についての説明を受けたこ
とがあるが，橋のひとつひとつを，まるで，我が子を
紹介するかのように嬉々と説明する姿に接した。人々
の豊かな生活の基盤，或は，文化都市の基盤を創り上
げたいという思いに対して，それを実現するための手
段としての技術が過不足なく応えることができたと
き，そこに携わる技術者はこの上ない充実感を覚える。
このことは大いに誇るべきことと思われる。

上述の委員会は我が国に蓄積されてきた建設機械操
作のための技術を発展途上国などと共有するために外
国人実習生向けの教材をつくることを目的としてい
た。初年度に作った上級者向け評価シートがかなりの
日本語能力を要すると判断されたことから，初級者向
けの評価シートについては日本語を学び始めたばかり
の外国人に理解できることを最大の目標とし，文体を
ですます調の話し言葉にするなど，ユーザーフレンド
リーを旨とする万全の工夫を重ねてきた。このシート
を携えて，実習生にインタビューすべく実習先の会社
に向かっていたところに継続時間の長い大地震。体に
揺れの感覚が残る中，会社の 2階建て建物 2階の事務
室にたどり着いたところ，待機していた実習生の体は
こわ張り，顔に恐怖の色が浮かんでいた。
怖かったのは我々も同様であった。とくに私は震源
が宮城県沖と聞いて一刻も早く仙台に戻らなければと
思い，皆より一足先に会社事務室を出た。しかし，全
ての電車が止まり，首都圏内の移動も儘ならない状況
であった。バスを乗り継いで何とか浦和に着いたが，
そこから先に移動することは諦めなければならなかっ
た。我々出張者には勤務先に戻るという選択肢はなく，
何としても宿を見つけなければならない。駅近くのホ
テルは既に満室。しかし何とか健康ランドに避難する
ことができた。私と同時に上京していた家内は地震時
新幹線で仙台に向かっていた。地震により列車は矢板
付近で緊急停止。停電のため照明も暖房もない中，12
時間以上列車内に閉じ込められた。深夜にバスで避難
所に収容され，短い仮眠を取った後，動きはじめた
JR で都内に向かった。このときから 3月一杯，家内
と私は川崎の実家で過ごすことになった。
東日本大震災を通して，地震時に全ての新幹線を自
動的に止め重大事故を防ぐことができたことなど，目
指すことに対して身の丈の技術を獲得しているものも
多いことが示された。しかし，福島第一原子力発電所
の事故は今なお広範囲に亘る地域を危険に曝してい
る。ある危険レベル以上のことに関しては全く思考停
止してしまうような技術は身の丈のものではない。
我々は有限な資源の地球上で，無制限の利便性を追求
することはできない。いま，「足るを知る」機運が生
まれつつあるようにも思われる。

─きしの　ゆうじ　東北大学　名誉教授─



68 建設の施工企画　’11. 6

1．はじめに

我が国において，供用年数が積み重ねられた橋梁が
増えるとともに，様々な疲労や腐食による損傷が報告
されている。上部工が受けた荷重を下部工に伝達させ
る重要な部位である，桁端や支承部などに見られる腐
食劣化もそのような損傷の一つである。このような状
況のなかで，橋梁の維持管理を適切かつ合理的に行っ
ていくためには，実際の腐食パターンや腐食量と残存
耐荷力の関係を明確にして，橋梁が有す耐荷力や耐久
性を適切に評価する必要がある。
以上のことから，本実験は過酷な腐食促進環境下で
約 30 年間自然曝露された鋼 I 桁橋から撤去回収した
腐食部材を用いて，腐食分布特性が耐荷力特性に及ぼ
す影響を調査する目的で，実物大スケールの主桁ウェ
ブに着目したせん断耐荷力実験を行ったものである。
また本実験では，当研究所が所有する容量 6,000 kN
の大型疲労試験装置を用いた。
なお本実験を含めた一連の研究は，国土交通省道路
局新道路技術会議「道路政策の質の向上に資する技術
研究開発」の委託研究として，琉球大学（有住教授，
下里准教授ら）と共同で実施しているもので，本報は，
最近実施した載荷実験の概要を紹介するものである。

2．耐荷力実験方法

試験体として使用した腐食部材の腐食減厚調査を
行った結果，図─ 1に示すような主桁位置（G1 桁，
G2 桁，G3 桁）によって腐食減厚分布形状が大きく異
なるという特徴が得られた 1）。本研究ではこのような

鋼 I桁橋の特徴ある腐食分布特性が耐荷力特性に与え
る影響を検証する目的で，せん断耐荷力実験を行った
ものである。

（1）実腐食部材を用いた大型せん断耐荷力試験体
鋼 I桁橋で最も腐食しやすい構造部位はせん断力の
卓越する桁端部である。よって，本実験では腐食劣化
した鋼 I桁のせん断耐荷力に着目して実験を行った。
試験体は，写真─ 1に示すように I 桁試験体で，長

さ約 4 m，高さ約 2 mの大型の試験体である。試験
体のウェブパネルは 2パネルとして，片側のウェブパ
ネルは実腐食部材，他方のウェブパネルは新規に製作
した部材である。また，上下フランジにおいても新規
に製作した部材を取り付けた。ここで，下フランジ厚
12 mm（設計板厚），上フランジ厚は横倒れ座屈防止と
RC床版との合成を考慮し 50 mmとした。また，支点
と荷重載荷点となる支間中央には垂直補剛材を設けた。

腐食劣化した鋼 I 桁の
せん断耐荷力実験

小野　秀一

CMI報告

図─ 1　鋼 I 桁の腐食分布形状
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実験は，主桁位置で腐食分布形状の異なる 4体を対
象に行ったが，本稿では以下の 3タイプについて概要
を述べる。
Type A：�健全相当タイプ（設計板厚 9 mm）
Type B：�ウェブ下端部卓越腐食タイプ（G3桁：外桁）
Type C：�水平補剛材＆ウェブ下端卓越腐食タイプ

（G1桁：外桁）

（2）荷重載荷方法
載荷試験は写真─ 2の試験状況写真に示すように，
試験装置として 4,000 kN 疲労試験機（施工技術総合
研究所所有；動的 4,000 kN，静的 6,000 kN）を使用した。
試験体は 2点支持として，桁スパン中央部の 1点載荷
とした。荷重は，載荷初期の段階では荷重制御で載荷
し，荷重─変位の関係が非線形域となった以降は変位

制御として，荷重漸増載荷とした。
計測は，図─ 2と写真─ 3に示すように，桁のた
わみ形状を計測するとともに，ウェブの面外変形量も
計測した。また，試験体各部にはひずみゲージを貼付
し，応力状態についても計測した。

3．実験結果

図─ 3に実験と弾塑性FEM解析 2）の荷重─鉛直変
位関係を示す。図より，Type A（健全相当）では荷
重鉛直変位（剛性）は実験と解析で異なるが，耐荷
力は同等であった。Type B（ウェブ下端部卓越）で
は剛性および耐荷力ともに両者良好な一致となった。
Type C（水平補剛材＆ウェブ下端卓越）では実験結
果が解析結果より低い耐荷力を示した。写真─ 4に実
験終了後のせん断座屈状態を示し，図─ 4にType A
と Type B のウェブ面外方向変形モードを示す。これ
より，いずれの腐食Type でもウェブ面に斜め張力場
が形成され，その形態はType A と Type B では対角
線方向であり，Type C では斜め張力場が水平方向に
傾き，アンカー位置も下方へ移動していることがわか
る。図─ 5に最大荷重とウェブ断面積減少との関係
を示す。ここで，図の縦軸は健全モデルの最大荷重と
各ケースの最大荷重との比を示し，横軸は健全モデル
のウェブ断面積に対する腐食ウェブの断面積（平均値）

写真─ 2　試験状況

写真─ 3　変位計の設置状況

図─ 2　計測計位置
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との比を示す。また，同図には弾塑性FEM解析結果 2）

とそれを直線近似した耐荷力曲線を併記している。図
より，実験および解析結果共にウェブ断面積減少に伴
い耐荷力も低下したが，その耐荷力の低下はType C
より Type B が低くなった。また，Type C の実験結
果は解析結果より著しく低くなった。これは，水平補
剛材上面の激しい腐食減厚が影響しているものと考え
られる。以上の耐荷力特性より，鋼 I桁橋のせん断存
耐荷力は，ウェブ断面積減少での評価でなく，桁位置
や構造部位で異なる腐食分布特性を考慮した評価が必
要であると考える。

4．おわりに

本研究は，現在も進行中の研究であり，今後も異
なった腐食パターンでの載荷実験や解析を行う予定で
ある。これらの結果から，腐食劣化が認められる橋梁
の耐荷力評価方法と回復工法を提案するとともに，橋
梁の点検や診断などの維持管理に生かせるデータの提
供に努めていきたいと考えている。
最後に，本稿作成にあたり，琉球大学の有住教授，
下里准教授をはじめとする共同研究者の皆さま方にご
協力頂いたことに感謝の意を表します。
�
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写真─ 4　せん断座屈状況（実験終了時）

TypeA（健全相当） TypeB（ウェブ下端部卓越） TypeC（HS＆ウェブ下端卓越）

図─ 4　レーザー計測によるウェブ面外変形モード
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図─ 5　最大荷重比とウェブ断面積比の関係
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新工法紹介　機関誌編集委員会

02-133 Super KING工法 JFEスチール

▶概　　　要

建築物や橋梁等といった大型構造物の基礎には，杭基礎が多

用される。長期に亘り構造物としての健全性を損なうことのな

いよう，杭基礎には，死活荷重等の永続作用あるいは暴風・地

震等の偶発作用に対して安定を保持する機能が求められる。

一方，杭基礎を経済的に計画するためには，杭 1本当たりの

支持機能を高め，構造物当たりの杭数量をできるだけ少なくす

ることが有効である。

Super KING 工法は，かかる観点により開発したもので，杭

先端地盤に築造した拡大根固め球根と杭体とを一体化すること

によって従来よりも大きな杭の底面積を確保し，もって杭 1本

当たりの鉛直支持力の増大を図った技術である。

杭基礎の材料には，主にコンクリートと鋼材がある。コンク

リートは圧縮強度に比較して引張強度が著しく小さいため，こ

れを鋼材（鉄筋）で補い，鉄筋コンクリート構造としている。

一方，鋼管杭は，コンクリートの約 10 倍の弾性係数を持つこ

とに加え，引張・圧縮特性に優れる材料であり，さらに工場生

産品であることから品質の安定した信頼性の高い材料である。

よって，Super KING 工法に用いる杭材料は鋼管杭としている。

Super KING 工法に用いる鋼管杭先端の形状の一例を写真─

1に，築造した拡大根固め球根を写真─ 2に，それぞれ示す。

施工には三点式杭打ち機を用いる。地盤条件等の幅広い施工環

境に適応させるため，施工方法は，鋼管の中空部を掘削しながら鋼

管杭を設置するインサイドボーリング（IB）方式および予め地盤を掘

削してから杭を設置するプレボーリング（PB）方式の2通りがある。

▶特　　　徴

①大きな先端支持力

専用のSuper KINGビット（写真─ 3）によって鋼管外径の2.0

倍（土木用途では 1.5 倍）の外径をもつ拡大根固め球根の築造

が可能であり，大きな先端支持力（従来比：3.1 倍（建築用途），

2.25 倍（土木用途））が得られる。

②施工管理の可視化

Super KING ビットは，独自のシステムにより地盤中で行う

拡大根固め球根の築造を地上部で確認できる。

③設計の自由度

鋼管杭の外径・板厚に加え，拡大根固め球根の外径も設計上

必要なものを選択できる。

④高強度鋼管杭の適用が可能

JIS に規定される SKK400，SKK490 に加え，引張強さ

570 N/mm2 を有する JFE-HT570P が使用できる（建築用途）。

⑤拡頭タイプを具備

耐震設計で必要な水平抵抗力を確保するために，杭頭部近傍

の鋼管外径を拡大した拡頭タイプ（写真─ 4）が使用できる。

⑥杭周固定液

中間地盤が良質な場合には，杭周固定液を充填することに

よって大きな周面摩擦力が得られる。

⑦工期短縮・工費縮減

以上のことから，杭本数の低減や杭径の縮小効果が得られる

ため，工期短縮や工費縮減が図られる。

▶用　　　途

建築物，橋梁等の構造物の基礎杭

・国土交通大臣認定（TACP-0344，0345）

・建設技術審査証明（建技審証第 0702 号）

・NETIS 登録（KT-100003-A）

▶実　　　績

・建築：�大型物流倉庫，学校，病院等（80 件，累積施工延

長 30 万m）

・土木：道路橋，鉄道橋（2件）

▶問 合 せ 先

JFE スチール㈱　建材センター　建材営業部　土木建材室

〒 100-0011　東京都千代田区内幸町 2-2-3

TEL：03-3597-4519

写真─ 1　鋼管杭先端 写真─ 2　拡大根固め球根 写真─ 4　拡頭タイプ写真─ 3　Super KINGビット
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新工法紹介　機関誌編集委員会

02-134 中空エコ場所打ち杭工法 大成建設
丸五基礎工業

▶概　　　要

近年，建設工事の現場では環境負荷低減が求められており，

様々な技術・工法が提案されているが，中空エコ場所打ち杭工

法もその一つである。

本工法は図─ 1に示すように，場所打ちコンクリート杭の中

央部に，現場発生土を充填した「中空部」を設置する工法であ

り，現場発生土の場外処分量，コンクリート使用量およびCO2
の低減を可能としている。

「中空部」は，現場発生土を充填した「中空部形成ユニット」

を複数積層して形成する。杭は，図─ 2に示すような施工手

順で構築する。まずアースドリル工法などにより杭孔を掘削し，

一次孔底処理までを実施する。次に，本体杭の鉄筋かごと「中

空部形成ユニット」を交互に挿入し，所定の深度に「中空部」

を設置する。コンクリートは，2本のトレミー管を「中空部」

の外側に対象に配置して，同時に打設する。

中空エコ場所打ち杭は，杭頭部・中空軸部・杭先端部でそれ

ぞれ断面形状が異なる。中空部のコンクリート厚さは，600 mm

以上としている。杭頭部および杭先端部は，原則としてコンク

リート充実断面とし，形状寸法は計画地盤に応じて個々に構造

検討を行い決定する。中空部の出来形を写真─ 1に示す。

▶特　　　徴

①�試算として，杭長 42 m，杭径 2.6 m，24 本の場所打ちコン

クリート杭を打設する場合，従来工法に比べ現場発生土の処

分量およびコンクリート使用量を 1,100 m3 低減できる。こ

れにより生コン車やダンプトラックなどの台数が削減され約

260 t の CO2 が低減される。

②�適用範囲は杭径φ 2.0 ～ 2.6 m，中空部径φ 0.8 ～ 1.4 m，中

空部長さ最長 30 mである。杭の全長の制限はない。

③�一般の場所打ちコンクリート杭工法であるアースドリル工

法，オールケーシング工法，リバースサーキュレーション工

法など，どの工法でも適用可能である。

④�拡底工法や杭頭半剛接合構法，鋼管コンクリート杭工法など，

他の評定工法とも組合わせて使用することが可能である。

▶用　　　途

・中規模から大規模建物の場所打ちコンクリート杭

▶問 合 せ 先

大成建設㈱

〒 163-0606　東京都新宿区西新宿 1-25-1

TEL：03-3348-1111（大代表）

丸五基礎工業㈱

〒 530-0044　大阪府大阪市北区東天満 2-6-2

TEL：06-6358-3601（大代表）

図─ 1　杭の概念図（拡底杭） 図─ 2　杭の施工手順

a）水平切断面 b）鉛直切断面

写真─ 1　杭の出来形
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新工法紹介　機関誌編集委員会

04-321
掘削発破を震源とする

連続 SSRT
フジタ

地球科学総研

▶概　　　要

トンネル浅層反射法（Shallow Seismic Reflection survey for 

Tunnels：SSRT，「建設の施工企画，No.706, p.93, 2008.12」で…

紹介）は，山岳トンネルの坑内あるいは坑外から人工的に震動

を発生させ地山からの反射波を捕らえることでトンネル切羽前

方の地質を予測する技術である。一般に，切羽前方探査として

実施される弾性波反射法や水平ボーリングなどは，作業時に切

羽を占有し掘削サイクルの支障となることが課題である。そこ

で，日常の掘削サイクルで使用する起爆力の大きな掘削発破を

震源として活用し，観測機器を坑内に常設させることによって

連続的な探査を可能とする「連続 SSRT」を実用化した。

▶特　　　徴

①�掘削発破（段発発破）を震源に活用するので掘削サイクルに

支障がなく，工程遅延の要因とならない（図─ 1参照）。

②�段発発破の段間時間（DS雷管で最大 250 ミリ秒）において

切羽前方から反射してくる波を捕らえ前方を予測する。

③�坑内と坑内に観測機器を常設し，同時に掘削発破の振動を記

録することによって探査精度の向上を図る。

④�坑内観測機器の時計校正に，小型で携行可能なルビジウム刻

時装置（原子時計：精度 10－ 11 秒以下）を用いる（図─ 2参照）。

⑤�探査可能深度は，起爆力の大きな掘削発破を用いるので

300 m程度と深い。

▶用　　　途

連続 SSRT は，山岳トンネル工事の施工時に実施する切羽

前方探査であり，掘削に発破（爆薬）を用いている現場であれ

ば適用が可能である。

▶実　　　績

連続 SSRTは以下の 3件の山岳トンネル工事に適用している。

・�四国縦断自動車道 久礼坂トンネル工事（西日本高速道路㈱

四国支社発注）

・�東九州道（県境～北川間）古江トンネル南新設工事（国土交

通省九州整備局発注）

・国道 327 号野地トンネル工事（宮崎県発注）

▶問 合 せ 先

㈱フジタ　技術センター　土木研究部　村山

〒 243-0125　神奈川県厚木市小野 2025-1

TEL：046-250-7095

㈱地球科学総合研究所　営業企画部　菊池

〒 112-0012　東京都文京区大塚 1-5-21　茗渓ビルディング

TEL：03-5978-8024

図─ 1　連続 SSRTにおける弾性波の伝播と反射のイメージ

図─ 2　連続 SSRTにおけるルビジウム刻時装置の運用手順と坑内に常設する各種観測機器
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新工法紹介　機関誌編集委員会

06-09 ラインリーダ工法 鹿島道路

▶概　　　要

舗装工事において，舗装面の高さを一定に保つための基準と

なるもの，たとえばワイヤ，角材，構造物などを利用しこれに

倣って施工する（写真─ 1）。橋梁部など高欄が迫っていて基

準が取れない場合など施工が難しくなる。鹿島道路はこのよう

な場合に側壁などに基準ラインを引き，これを光学センサで読

み取り，高さの基準としてトレースできるようにしたシステム，

ラインリーダを開発し橋梁部舗装工事に採用した（図─ 1）。

▶原　　　理

センサのカメラが，上下に一回スキャンすると壁面に描かれ

た赤色系のライン部分がピークとして検知される。これを進行

方向に連続的にトレースしていくことで高さの基準として認識

していく（写真─ 2）。カメラから見てラインが上昇する傾向

にあれば，敷均し機械に高さ上げの信号を出し，下降すれば下

げの信号を出す仕組みである。

ラインリーダは基本的には壁面がある施工エリアへの導入と

いう目的で開発され，高欄がある橋梁やトンネル内の舗装施工

など現場内に十分な作業スペースが確保できない所で，簡単に

高さラインを引くだけで，手間を掛けず基準設置作業の煩わし

さから解放される工法である（写真─ 3）。

▶特　　　徴

①ワイヤや冶具などの基準設置や撤去の手間が省ける

②非接触でチョークラインを基準として簡単に利用できる

③壁沿いの狭い所でもトレースでき作業エリアが確保できる

④従来の接触センサの代わりに，同じ感覚で使用できる

⑤�位置合わせに便利なレーザポインタと照明を備え，夜間でも

使用可能である　

▶用　　　途

・橋面レベリング舗装工事

・構造物際の舗装工事

・トンネル内の舗装工事

▶実　　　績

・国道新設舗装工事　3件　

・高速道路舗装工事　3件　

・民間一般舗装工事　1件

▶問 合 せ 先

鹿島道路㈱　生産技術本部　機械部

〒 112-8566　東京都文京区後楽 1-7-27

TEL：03-5802-8015 　FAX：03-5802-8044

図─ 1　ラインリーダシステム

写真─ 1　従来の倣いセンサの例

写真─ 2　ラインリーダ原理

写真─ 3　橋梁舗装施工状況
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新工法紹介　機関誌編集委員会

09-34
土壌・地下水原位置浄化技術

「SWP-SVE工法」 西松建設

▶概　　　要

平成 22 年 4 月の土壌汚染対策法改正施行に伴い，これまで

掘削除去に偏る傾向があった土壌汚染対策のあり方が見直さ

れ，今後，原位置浄化またはオンサイト浄化がこれまで以上に

活用されていくものと考えられる。

今回，浄化期間の短縮を目的に，揮発性有機化合物（VOC）

の原位置浄化技術の一つである二重吸引法（地下水揚水と土壌

ガス吸引の組合せ技術）の地下水揚水に真空揚水技術（スーパー

ウェルポイント工法Ⓡ）を利用した「SWP-SVE 工法」を現場

適用し，その有効性を実証した。

▶ SWP-SVE工法

スーパーウェルポイント工法Ⓡは，他の地下水揚水技術に比

べて高い揚水能力を有しており，VOCや油等で汚染された地

下水を効率的に揚水し，地下水面を大きく低下させることが

できる。その結果，不飽和層が形成され，その不飽和層から

VOC等を土壌中空気とともに，土壌ガス吸引によって回収す

る。揚水した地下水と回収した土壌ガスは，地上プラントにお

いて処理する。SWP-SVE 工法の概念図を図─ 1に，現場での

実施例を写真─ 1に示す。

本 SWP-SVE 工法を，地下水環境基準の 10 倍程度のベンゼ

ン地下水汚染サイトに適用した結果，約 3.5 ヶ月で浄化を達成

し，極めて短期間で浄化を終了することができた。

従来工法は，浄化に年単位の期間を要するケースも少なくな

く，浄化期間の短縮が課題であったが，SWP-SVE 工法では，

従来工法に比べて 3～ 5割の短縮が可能となる。

▶特　　　徴

①従来工法に比べて短期間で浄化

スーパーウェルポイント工法ⓇによりVOC等汚染地下水を

効率的に回収できることと，地下水位が速やかに大きく低下す

ることで形成される広範囲の不飽和層から土壌ガス吸引によ

り，同時にVOC等を土壌ガスとして効率的に回収できること

から，短期間での浄化が可能となる。

②現場条件に応じた浄化運転で浄化効率向上

地下水揚水と土壌ガス吸引の運転サイクルを現場条件に応じ

て設定し，効率的な浄化を図ることができる。また，揚水量を

制御することで，地下水揚水で懸念される周辺の地盤沈下を回

避する。

▶実　　　績（一例）

工事名称：国内某所 地下水浄化工事

対象範囲：面積約 300 m2 ×深さ 5 m

工　　期：約 3.5 ヶ月

対象物質：ベンゼン（地下水環境基準の 10 倍程度）

▶工業所有権

スーパーウェルポイント工法Ⓡ関連

（特許第 3280935 号（㈲アサヒテクノとの共同出願），他 2件）

▶問 合 せ 先

西松建設㈱　広報部

〒 105-8401　東京都港区虎ノ門 1-20-10

TEL：03-3502-7601　FAX：03-3580-2695

図─ 1　SWP-SVE工法概念図

写真─ 1　実施例
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▶〈02〉掘削機械

11-〈02〉-05
日立建機
双腕作業機
 ZX70TF-3

’11.3 発売
応用製品

7 t 級標準油圧ショベルをベースに，左右各々に能力の等しい 4 t

級ミニショベルのフロント（腕）を装着した双腕作業機である。主

に木造家屋解体や小規模解体，及び，倒壊物の撤去などを目的に開

発されたものであり，東京消防庁，川崎市消防局に消防レスキュー

車として採用された。

2本の腕を有する作業機としての機能を満足すべく，以下の操作

性・安全性に配慮している。

1．双腕用操作レバー

双腕作業機の 2本の腕（フロント）を同時に動かすためには，標

準油圧ショベルでの左右 2本のレバーで 1本の腕を動かす操作方式

では対応出来ない。本機では左右それぞれのレバー 1本で左右の腕

を動かす事でこれに対応し，また，レバーの傾斜方向と腕の動きを

概略一致させる事で「直感的な操作可能な」操作方式とした。

2．フロント干渉防止機能

双腕による作業として，（a）片方の腕で解体物を押えて他方の腕

で付帯物を剥がす，（b）長尺物を 2本の腕で動かす，（c）片方の

腕で持ち上げ他方の腕で下のものを引き出すなど，多様な動作を行

う。それ故，左右の腕同士が干渉する恐れがあるため，安全機能と

して，左右フロントの「干渉防止機能」を採用した。

運転質量� （kg） 9,350

エンジン出力� （kW（PS）/min－ 1） 40.5（55）/2,200

作業範囲

　最大高さ※� （mm） 7,090

　最大作業半径※� （mm） 6,340

　最小旋回半径� （mm） 2,200

旋回速度� （min－ 1） 11.8

走行速度（高／低）� （km/h） 4.9 ／ 3.1

左右フロントスイング角度� （度） 内側 30 ／外側 45

輸送時寸法

　全長� （mm） 6,000

　全幅� （mm） 2,320

　全高� （mm） 2,740

価格 見積

※フォークグラップル先端での値

表─ 1　ZX70TF-3 の主な仕様

写真─ 1　日立建機　ZX70TF-3［ASTACO］　双腕作業機

問合せ先：日立建機㈱　事業戦略本部企画室技術部

〒 112-8563　東京都文京区後楽二丁目 5番 1号

▶〈03〉積込機械

10-〈03〉-05
コマツ
ホイールローダ
 WA100-6

’10.11 発売
新機種

ホイールローダーWA100 は，特定特殊自動車排出ガス規制に対

応した新エンジンの搭載により環境性を高めるとともに，生産性と

経済性の両立，安全性，快適性，整備性の向上を図ってモデルチェ

ンジしたものである。

電子制御「STARE（ステア）Ⅱ -HST＊」によりシフト操作をフ

ルオート化しており，変速操作，キックダウン操作は不要である。

シフトコントロールスイッチを回すことにより，4段階の変速パ

ターンが選択可能で 1速設定時には，作業に合わせて走行スピード

を変えられるバリアブルシフトコントロールシステムを採用してお

り，狭い現場での積込み作業を容易にしている。また，除雪作業な

どすべりやすい路面で最適な駆動力が得られる「Sモード」を新た

に加え，3段階の牽引力の設定が可能なバリアブルトラクションコ

ントロールシステムを採用しており，タイヤスリップを減少させ，

オペレーターの負担を軽減している。
＊�Hydro-Static Transmission（ハイドロスタティック・トランスミッ

ション：油圧駆動変速機）

万一の場合でもオペレーターの安全を確保する ROPS/FOPS

キャブを標準装備し，キャブ前面ガラスは合わせガラスの大型平面

ピラーレスガラス（ガラス落下防止機能付き）を採用しワイドな視

界を確保している。

自動逆転機能付油圧ファンによって，キャブ内に設けられたス
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10-〈03〉-06
KCM
ホイールローダ
 AUTHENT 50ZV-2

’10.12 発売
新機種

「環境対応」，「作業効率の向上と燃費の低減」，「容易なメンテナ

ンス」をコンセプトにモデルチェンジされた新製品である。

高出力・高トルクを実現するとともに，排出ガスに含まれる窒素

酸化物（NOX）及び粒子状物質（PM）を大幅に削減したエンジン

を搭載し，国が定める「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する

標準バケット容量
（ボルトオンカッティングエッジ付き） （m3） 1.3

運　転　質　量 （t） 7.03

定格出力　（NET） （kW/min－1） 71/2,200

ダンピングクリアランス×同リーチ
（バケット 45 度前傾） （m） 2.72 × 0.93

常用荷重 （t） 2.1

最大掘起力（バケットシリンダ） （kN） 63.7

最大けん引力 （kN） 73.5

最高走行速度　前進／後進 （km/h） 34.4/34.4

最小回転半径（最外輪中心） （m） 4.48

登坂能力 （度） 30

軸距×輪距（前・後輪共） （m） 2.6 × 1.82

最低地上高 （m） 0.375

タイヤサイズ （－） 16.9-24-10PR（L2）

全長×全幅（バケット）×全高 （m） 6.17×2.35× 3.08

価格（工場裸渡し，消費税別） （百万円） 10.2

表─ 3　AUTHENT 50ZV-2 の主な諸元

法律」（オフロード法）に適合している。

作業に応じて2段階にエンジンを制御する「フューエル・エフィシェ

ント（FE）モード」を採用し，作業効率の向上と低燃費化を実現した。

また，エアークリーナーのダブルエレメント化によりフィルター交

換時のエンジンへの異物侵入を防止し，メンテナンスを容易化した。

更に，アルミ製ラジエータコアの採用によりラジエータの耐食性

アップ，加えて，ソフトキャブ・エアコンを標準装備し，オペレー

タの運転環境を向上させた。

写真─ 3　KCM　AUTHENT 50ZV-2　ホイールローダ

�

運転質量 （t） 7.270

バケット容量
ストックパイル用（BOC付）

（m3） 1.3

タイヤサイズ 16.9-24-10PR
（トラクション）

定格出力� （kW（PS）/min－ 1） 74.2（101）/2200

最大掘起力 （kN） 61.8

最高走行速度（1速／ 2速／ 3速／ 4速）（km/h） 8.0/13.0/20.0/33.0

最小回転半径（最外輪中心） （m） 4.675

全長／全幅（バケット幅）／全高 （m） 6190/2340/3035

ダンピングクリアランス
（45 度前傾 BOC＊＊まで）

（m） 2.745

ダンピングリーチ（45 度前傾 BOCまで） （m） 0.930

価格＊＊＊ （百万円） 11.00
＊＊Bolt On Cutting edge
＊＊＊工場裸渡し消費税抜き

表─ 2　WA100 の主な仕様

問合せ先：�コマツ　コーポレートコミュニケーション部　…

広報グループ

〒 107-8414　東京都港区赤坂 2-3-6

写真─ 2　コマツ　WA100　ホイールローダ

イッチで稼動中でも定期的にファンを逆転させ，クーラーやラジ

エーター前面に付着したゴミを吹きとばすことにより，清掃間隔の

延長を実現している。

問合せ先：㈱KCM　企画部　営業企画課

〒 675-1113　兵庫県加古郡稲美町岡 2680 番地　
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▶〈07〉せん孔機械

11-〈07〉-01
丸善工業
油圧ハンドブレーカ（低騒音・低振動型）
 BH-16VS

’11.5 発売
新機種

土木工事，管工事，道路工事などのコンクリート破砕，アスファ

ルトの撤去作業に使用する低騒音・低振動型油圧ハンドブレーカで

ある。

ブレーカの打撃機構より発生する打撃音を外部に放出しない為の

防音構造と，ノミの共鳴音を防ぐゴムを装着した特殊ノミを使用す

ることで騒音値を 83 dB（7 m）に低減した。

▶〈05〉クレーン，インクラインおよびウインチ

10-〈05〉-13
前田製作所
テレスコピック式クローラクレーン
 LC785M-8

’10.12.01 発売
モデルチェンジ

4.9 t 吊りの後方超小旋回式クローラクレーンで，後端はみ出し

寸法を 230 mmに抑え，狭い作業環境におけるクレーン作業を可能

としている。オフロード法適合エンジンを搭載し，低騒音型建設機

械に適合するなど環境にも配慮している。

メンテナンス性向上策として，作動油サクションフィルタとリ

ターンフィルタ容量を変更して，作動油とフィルタの交換サイクル

を 5倍に延長している。大型エンジンカバーとサイドカバーの採用

及び給油口位置を機体上面からサイドカバー内に移設することによ

り，整備性，アクセス性を向上させている。ブーム長さ測定用コー

ドガイドを脱着可能式に変更して部品交換の容易化を図っている。

安全面では，実荷重・定格総荷重・作業半径・負荷率等の一括表

示及び作業範囲規制を付加したモーメントリミッタを標準装備して

いる。作業範囲規制時は，緩停止制御（規制範囲に近づくほど減速

クレーン容量 （t）×（m） 4.9 × 2.1

最大作業半径 （m） 14.52

最大地上揚程 （m） 16.35

最大地下揚程 （m） 25（4 本掛），52（2 本掛）

フック巻上速度　高速／低速 （m/min） 43 ／ 29

ブーム長さ （m） 4.63 ～ 7.38 ～ 10.13 ～
12.88 ～ 15.63

ブーム伸速度 （m/sec） 11.0/25

ブーム起速度 （度 /sec） － 2～ 80/13.5

旋回速度 （min－ 1） 2.2

走行速度　高速／低速 （km/h） 4.5/2.5

全長×全幅×全高 （m） 5.005 × 2.360 × 2.705

機械重量 （t） 9.7

価格　税抜き （百万円） 16.5

（注）（1）フック巻上速度は，フック 4本掛，ドラム 4層目時。
　　  （2）特定特殊自動車排出ガス基準適合車。
　　  （3）低騒音型建設機械。

表─ 4　LC785M-8 の主な仕様

させながら停止させる制御）により高精度な作業範囲規制を可能と

している。また，上部視認性を向上させる為にウィンドウォッシャー

付き天窓ワイパーをオプションで用意している。

その他のオプションとして，クレーン作業記録装置・１本掛専用

フック・ラバーパットを用意している。

問合せ先：�㈱前田製作所　産業機械本部　産機事業部　営業部…

販売促進グループ

〒 388-8522　長野市篠ノ井御幣川 1095

写真─ 5　㈱前田製作所 LC785M-8 クローラクレーン ブーム伸長時

写真─ 4　㈱前田製作所 LC785M-8 クローラクレーン 走行姿勢
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全長×全幅×全高� （mm） 678 × 410 × 110

質量� （kg） 19

所要油量� （ℓ/min） 20

打撃数� （bpm） 1,450

騒音値� （dB） 83

振動値� （m/s2） 8.4

価格（税別）� （円） 385,000

表―5　BH-16VS の主な仕様

写真―6　丸善工業　BH-16VS　油圧ハンドブレーカ

問合せ先：丸善工業㈱　営業部　建設機械課

〒 411-0824　静岡県三島市長伏 155-8

また，保持ハンドルを可動式構造とすることで作業者が受ける振

動を低減し，振動値（3軸合成値）で 8.4 m/s2 となった。

公共工事等における新技術活用システム（NETIS）にも登録さ

れている（NETIS 登録番号：CB-100053-A）。
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平成 23年度 公共事業関係予算

はじめに

平成 23 年 3 月 11 日 14 時 46 分に発生した三陸沖を中心とした

M9の大地震は東北地方を中心に日本全体に未曾有の大被害をもた

らした。

政府は東日本大震災の復旧のため第一次補正予算（5月 2日成立）

で総額 4兆円（うち公共事業関係費は 1兆 2,000 億円）を充て，さ

らに第二次補正予算の編成を視野に入れている。

平成 23年度の公共事業関係費は当初 5兆 4,800 億円（前年比 5.1％

減）であったが，震災により復旧財源に充てるため 5％が留保され

ている。

しかし，日本は自然災害の多い国であり，被災地以外の地域でも

常に災害に備えてインフラの整備は着実に進める必要がある。

公共事業関係予算は国の復興構想会議の動向などを受け，大きく

変化すると思われますが，平成 23 年度公共事業関係予算について

財務省発表の資料から要点を紹介します。

1．平成 23年度公共事業関係費

平成 23 年度の公共事業関係費は，平成 22 年度当初予算額に対し

て 7,987 億円（13.8％）減の 49,743 億円を計上している。地域自主

戦略交付金等の創設に伴う移行分を含めると，2,932 億円（5.1％）

減の 54,799 億円となる。

22年度
当初予算額

23年度概算決定
伸　率

要求額 要望額

治 水 590,784 568,663 513,504 55,159 △3.7%

道 路 整 備 1,246,427 1,235,865 1,106,865 129,000 △0.8%

港 湾 整 備 165,489 166,649 134,878 31,771 0.7%

空 港 整 備 113,130 71,944 63,607 8,337 △36.4%

新 幹 線 70,600 70,600 70,600 - -

住 宅 対 策 201,662 182,303 152,303 30,000 △9.6%

下 水 道 49,624 11,261 10,054 1,207 △77.3%

社会資本整備
総 合 交 付 金 2,200,000 1,753,870 1,677,104 76,766 △20.3%

農業農村整備 212,939 212,939 184,923 28,016 -

林 野 公 共 187,030 179,042 149,630 29,412 △4.3%

水 産 基 盤 82,227 72,367 72,367 - △12.0%

農山漁村地域
整 備 交 付 金 150,000 31,761 20,303 11,458 △78.8%

水 道 73,660 41,644 41,644 - △43.5%

廃 棄 物 64,507 57,623 57,623 - △10.7%

そ の 他 364,986 317,807 299,120 18,687 △12.9%

合 計 5,773,065 4,974,338 4,554,525 419,813 △13.8%

（参考）公共事業関係費から地域自主戦略交付金等へ移行した505,563百万円
を加えた場合の計数

再 計 5,773,065 5,479,901 4,978,593 501,308 △5.1%

（参考）関係所管ベース 　（単位:億円）

関 係 所 管別 22年度 23年度 22’ → 23’増減

国 土 交 通省 48,585 46,556 ▲2,029   （▲4.2%）

農 林 水 産 省 6,563 6,285 ▲279   （▲4.2%）

そ の 他 所 管 2,582 1,958 ▲623（▲24.1%）

（注）特殊要因（一括交付金化）による減少分を含めている。

表─ 1　公共事業関係費� （単位 : 百万円）

年  度
当初予算額

伸率 増△減額
63 (1988) 71,599 17.7 10,775
元 (1989) 73,024 2.0 1,424
2 (1990) 73,217 0.3 193
3 (1991) 77,048 5.2 3,831
4 (1992) 80,602 4.6 3,555
5 (1993) 84,595 5.0 3,993
6 (1994) 88,820 5.0 4,225
7 (1995) 92,398 4.0 3,577
8 (1996) 96,184 4.1 3,786
9 (1997) 97,447 1.3 1,263
10 (1998) 89,853 △ 7.8 △ 7,593
11 (1999) 94,307 5.0 4,454
12 (2000) 94,307 0.0 0
13 (2001) 94,352 0.0 45
14 (2002) 84,239 △ 10.7 △ 10,113
15 (2003) 80,971 △ 3.9 △ 3,268
16 (2004) 78,159 △ 3.5 △ 2,812
17 (2005) 75,310 △ 3.6 △ 2,849
18 (2006) 72,015 △ 4.4 △ 3,295
19 (2007) 69,473 △ 3.5 △ 2,542
20 (2008) 67,352 △ 3.1 △ 2,121
21 (2009) 70,701 5.0 3,349
22 (2010) 57,731 △ 18.3 △ 12,970

23 (2011)
※54,799 △ 5.1 △ 2,932
49,743 △ 13.8 △ 7,987

※地域自主戦略交付金等に移行した額（505,563
百万円)を加えた場合の計数。

表─ 2　公共事業関係費の推移� （単位 : 億円，％）
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2．平成 23年度予算における主要な事項について

（1） 行政刷新会議における事業仕分けの評価結果の反映等によ

る歳出の削減・合理化

（ア）治水・道路・港湾・空港事業等

社会資本整備事業特別会計の治水・道路・港湾・空港の各事業に

ついては，昨年 10月に開催された行政刷新会議における事業仕分け

（第 3弾（前半）の「特会仕分け」）の評価結果を反映し，更なる選

択と集中の徹底，契約やスペックの見直しなどを通じたコスト縮減，

様々な無駄の排除などにより，それぞれ予算要求を圧縮している。

上記のほか，個別事業等ごとにきめ細かな歳出の削減・合理化努

力を行うこととしている。また，独立行政法人に対する財政支出に

ついて，厳しく見直し抑制することとし，保有資産についても，そ

の必要性を厳しく精査し，政府出資等に係る不要財産の処分を実施

することとしている。

①道路整備予算� 4,972 億円⇒ 4,474 億円（▲ 497 億円，▲ 10.0％）

道路整備事業については，「特会仕分け」において，事業発注の

あり方，工法やスペックの見直し，B／ C 分析の厳格化などを通

じたコスト縮減について議論され，「事業内容を見直し，予算要求

を 10 ～ 20％程度圧縮」との評価結果が示されたことを踏まえ，こ

れに対応する要求額から▲ 10％を縮減している。

②空港整備予算� 681 億円⇒ 631 億円（▲ 50 億円，▲ 7.3％）

空港整備・維持運営については，「特会仕分け」において，空港

関連事業（空港警備，管制施設の保守点検）の契約形態や，耐震事

業，空港等機能高質化事業などの見直しについて議論され，「事業

内容を見直し，予算要求を 10％までの圧縮幅で見直す」との評価

結果が示されたことを踏まえ，これに対応する要求額から▲ 7％を

縮減している。

③空港経営の民営化の推進

空港経営については，「特会仕分け」において「早急に民営化等

を進める」との評価結果が示されたことを踏まえ，国土交通省にお

いて，民間の知恵と資金を活用した空港運営の抜本的効率化のため

の検討会が昨年 12 月 3 日に立上げられている。

④航空機燃料税の減税と併せた国民負担の縮減

航空機燃料税については，「特会仕分け」において「一般財源（国

民負担）を減らすべき」旨の議論があったことを踏まえ，航空機

燃料税の減税（地方譲与税分を除く国分 22 円／ℓ⇒ 14 円／ℓ）を

実現しつつ，同時に，概ねそれに見合う率（▲ 36％，▲ 172 億円）

の国民負担の軽減を実現している。

⑤港湾整備予算� 1,002 億円⇒ 902 億円（▲ 100 億円 , ▲ 10.0％）

港湾整備事業については，「特会仕分け」において，B／ C分析

の厳格化や選択と集中の一層の徹底について議論され，「事業内容

を見直すとともに予算要求を 10 ～ 20％圧縮」との評価結果が示さ

れたことを踏まえ，これに対応する要求額から▲ 10％を縮減して

いる。

⑥治水予算� 2,260 億円⇒ 2,034 億円（▲ 226 億円，▲ 10.0％）

治水事業については，「特会仕分け」において，水系毎に算定し

ている B／ C分析のあり方の見直しや優先順位の明確化等を通じ

た予算規模・コスト縮減について議論され，「事業内容を見直し，

予算要求を 10 ～ 20％圧縮」との評価結果が示されたことを踏まえ，

これに対応する要求額から▲ 10％を縮減している。

⑦スーパー堤防事業

スーパー堤防事業については，「特会仕分け」において「事業廃止」

とされたことを受け，現在実施中の箇所のうち，既に契約締結済の

支払い等中止した場合に共同事業者等に対し社会経済活動に重大な

支障を及ぼすものを除き，当該事業に予算を充当しないこととして

いる（実施計画段階で決定）。

（イ）独立行政法人の歳出見直し，国庫納付

� ※計数は 23 年度要求額⇒ 23 年度予算

①（独）水資源機構の利益剰余金の活用

� 水資源開発事業交付金（うち維持管理費）

� 92 億円⇒ 80 億円（▲ 12 億円，▲ 13.0％）

水資源機構の利益剰余金については，事業仕分けの評価結果を

踏まえ，23 年度において約 89 億円を活用し同機構の維持管理費に

充当することとし，水資源開発事業交付金の国費負担を要求額から

12 億円削減している（利水者負担を含めた維持管理費全体に係る

負担軽減額は▲ 36 億円）。

なお，利益剰余金の国庫納付については，同機構及び国土交通省

において引続き検討を行うこととしている。

②（独）住宅金融支援機構� 国庫返納額　413 億円

住宅金融支援機構の出資金については，昨年 12 月 7 日に閣議決

定された「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」におい

て，ALMリスク対応出資金の国庫返納を行うこととされたことを

踏まえ，措置期間の終了した優良住宅取得支援出資金も合わせ，23

年度中に 413 億円を国庫返納することとしている。

（ウ）ダム事業の見直し

� 1,639 億円⇒ 1,425 億円（▲ 214 億円，▲ 13.1％）

ダム事業の見直しについては，「できるだけダムにたよらない治水」

の観点から，現在実施中の全てのダム建設事業について「検証の対

象とするもの」と「事業を継続して進めるもの」に区分した上で（22

年度），検証の対象とされたダムについては，昨年 9月 27 日に「今

後の治水対策のあり方に関する有識者会議」（国土交通省）において

取りまとめられた「中間とりまとめ」に沿って，現在 84 ダム（直轄

26，水資源機構 5，補助 53）について検証が開始されている。

①継続して進めることとされたダム

� 直轄ダム等　22 事業（24 施設）⇒ 17 事業（18 施設）

� 1,028 億円⇒ 928 億円（▲ 100 億円，▲ 9.7％）

事業を継続して進めることとされたダム建設事業については，計

画的に完成に向けた所要額を計上している。

②検証の対象とされたダム

� 直轄ダム等　31 事業（32 施設）⇒ 30 事業（31 施設）

� 287 億円⇒ 201 億円（▲ 87 億円，▲ 30.1％）

検証の対象とされたダムは，新たな段階（本体工事，転流工工事，

生活再建工事，用地買収への新たな段階への着手）に入らず，地元
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住民の生活設計等への支障も配慮した上で，現段階を継続する必要

最小限の所要額を計上している。

（注）�補助ダムについては，実施計画策定時の段階で確定すること

としている。

（2） 「元気な日本復活特別枠」への重点的予算配分等を通じた思

い切ったメリハリづけ

平成 23 年度の公共事業関係予算においては，事業仕分けの評価

結果の反映等を踏まえ要求の圧縮を図る一方，「新成長戦略」の実

現や国民生活の安定・安全の確保のため，「元気な日本復活特別枠」

に重点的な予算配分を行い，新成長戦略の実現や国民生活の安心・

安全の確保のために重要な施策を推進することとしている。

①首都圏空港の強化

� 67 億円⇒特別枠　83 億円（＋ 17 億円，＋ 25.2％）

� （要望措置率 87.4％）

首都圏空港の強化については，空港整備事業に係る要求部分の大

幅削減を条件に B評価とされたことを踏まえ，同事業の要求部分

を削減した上で，補正予算と合わせて所要額を措置している。

本措置により，羽田空港においては，国際線の 9万回への増枠に

必要な新国際線地区の拡張，発着容量 44.7 万回への増枠に必要な

エプロン整備，長距離国際線の輸送能力増強に必要な C 滑走路延

伸事業等を実施することとし，成田空港においては，発着容量 30 

万回への拡大に必要な管制機器の整備等を実施することとしてい

る。また，首都圏空港の発着容量 75 万回を実現するために必要な

航空管制システム整備を図ることとしている。

②国際戦略港湾のハブ機能の強化

� 162 億円⇒特別枠　316 億円（＋ 154 億円，＋ 94.8％）

� （要望措置率　82.8％）

国際戦略港湾のハブ機能の強化事業については，港湾整備事業

に係る要求部分の大幅削減を条件に B評価とされたことを踏まえ，

同事業の要求部分を削減した上で，補正予算と合わせて所要額を措

置している。

本措置により，アジアと北米・欧州等を結ぶ国際基幹航路の日本

への就航を維持・拡大し，2015 年には東アジア主要港でのトラン

シップ（日本発着のコンテナ貨物の積み替え）率を半減することを

目指すこととしている。

③高齢者等居住安定化推進事業

� 160 億円⇒ 325 億円（＋ 165 億円，＋ 103.1％）

� うち特別枠　300 億円（要望措置率 100％）

バリアフリーや見守りサービス等一定の基準を満たしたサービス

付き高齢者向け住宅の供給支援を行う本事業については，住宅対策

事業に係る要求部分の大幅削減を条件に B評価とされたことを踏

まえ，同事業の要求部分を削減した上で，要望について重点的に措

置している。

本措置により，現在の年間供給量 1.5 万戸（推計）を倍増し，

2020 年を目途に高齢者人口に対する高齢者向け住まいの割合を欧

米並み（3～ 5％）とすることを目指すこととしている。

④森林環境保全直接支援事業� 特別枠　294 億円（新規）

� （要望措置率　54.7％）

集約化して計画的な森林整備を行う者を対象に，搬出間伐等の森

林施業に限定して直接支援する本事業については，同事業に係る要

求部分の大幅削減を条件に B評価とされたことを踏まえ，同事業

の要求部分を削減した上で，補正予算と合わせて所要額を措置して

いる。

本措置により，森林吸収分の温室効果ガス削減目標の達成に必要

な 56 万 ha の間伐を実施し，林業を地域活性化に資する成長産業

に再生し，10 年後（2020 年）の木材自給率 50％以上を目指すこと

としている。

⑤国土ミッシングリンクの解消

� 3,205 億円⇒ 3,376 億円（＋ 170 億円，＋ 5.3％）

� うち特別枠　1,075 億円（要望措置率　100％）

国土ミッシングリンクの解消については，道路整備事業に係る要

求部分の大幅削減を条件に B評価とされたことを踏まえ，同事業

の要求部分を削減した上で，要望について重点的に措置している。

本措置により，主要都市間の物流コストの軽減や周辺部の企業

立地の増加等を促進し，地域における生産額の増加や雇用誘発など

様々な経済波及効果が期待される。

（例）東九州自動車道

　　�東九州自動車道の未供用区間の整備により，農林水産業，鉱

工業等の全産業合計で約 3.9 兆円の生産額増加（九州経済産

業局等試算）。

⑥激甚な水害・土砂災害が生じた地域における再度災害防止対策等

� 504 億円⇒特別枠　562 億円（＋ 58 億円，＋ 11.4％）

� （要望措置率　100％）

激甚な水害・土砂災害が生じた地域における再度災害防止対策等

については，治水事業に係る要求部分の大幅削減を条件に B評価

とされたことを踏まえ，同事業の要求部分を削減した上で，要望に

ついて重点的に措置している。

本措置により，昨年の 6～ 7 月の梅雨前線や台風 9号，平成 20

年岩手・宮城内陸地震など，近年の水害・土砂災害の発生による甚

大な被災箇所において，短期集中的に再度災害防止対策を実施する

こととしている。

⑦高速道路の原則無料化の社会実験（非公共事業）

� 1,000 億円⇒ 1,200 億円（＋ 200 億円，＋ 20.0％）

� うち特別枠　450 億円（要望措置率　60％）

マニフェスト工程表に掲げられた主要事項である高速道路の原則

無料化の社会実験については，B（既存部分を措置する）との評価

を受けたことを踏まえ，平成 22 年度の既存の社会実験の平年度化

に要する経費（1,200 億円）を，要求（750 億円）・要望（450 億円）

を合わせて措置している。

本措置により，平成 22 年度から実施している社会実験について，

その内容を一部見直したうえで引き続き実施し，地域経済への効果，

渋滞や環境への影響，他の交通機関への影響など無料化のメリット，

デメリットを総合的に検証することとしている。
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建設工事受注額･建設機械受注額の推移
建設工事受注額：建設工事受注動態統計調査(大手50社）　　　 　　　　　　　 （指数基準　2004年平均=100）
建設機械受注額：建設機械受注統計調査（建設機械企業数24前後）　　　　 （指数基準　2004年平均=100）

建設工事受注額

建設機械受注額（海外需要を除く）

建設機械受注額（総額）

受注額受注額
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四半期･月
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建設工事受注動態統計調査（大手 50 社） （単位：億円）

年　　月 総　　計

受　　　注　　　者　　　別 工　事　種　類　別
未消化…
工事高 施工高民　　　間

官 公 庁 そ の 他 海　　外 建　　築 土　　木
計 製 造 業 非製造業

2004 年 130,611 92,008 17,150 74,858 27,469 5,223 5,911 93,306 37,305 133,279 131,313
2005 年 138,966 94,850 19,156 75,694 30,657 5,310 8,149 95,370 43,596 136,152 136,567
2006 年 136,214 98,886 22,041 76,845 20,711 5,852 10,765 98,795 37,419 134,845 142,913
2007 年 137,946 103,701 21,705 81,996 19,539 5,997 8,708 101,417 36,529 129,919 143,391
2008 年 140,056 98,847 22,950 75,897 25,285 5,741 10,184 98,836 41,220 128,683 142,289
2009 年 100,407 66,122 12,410 53,712 24,140 5,843 4,302 66,187 34,220 103,956 128,839
2010 年 102,466 69,436 11,355 58,182 22,101 5,472 5,459 71,057 31,408 107,613 106,112

2010 年 3 月 22,574 14,822 1,752 13,070 5,481 532 1,739 15,961 6,613 113,788 14,450
4 月 4,220 2,885 693 2,191 694 430 211 2,549 1,670 112,318 7,168
5 月 4,966 3,437 636 2,801 704 400 426 3,609 1,357 109,786 6,841
6 月 7,811 5,478 858 4,621 1,599 493 241 5,486 2,325 107,922 9,445
7 月 6,560 4,619 1,128 3,492 1,031 447 464 4,378 2,182 107,333 6,945
8 月 6,942 4,966 895 4,071 1,410 488 77 4,858 2,084 107,326 8,056
9 月 12,639 8,790 1,603 7,187 2,607 511 731 9,501 3,138 109,222 11,384
10 月 5,867 4,131 514 3,716 1,021 411 303 3,873 1,994 108,668 6,762
11 月 6,714 4,409 688 3,722 1,777 433 95 4,622 2,092 107,819 8,293
12 月 10,171 6,605 1,280 5,325 2,197 449 920 7,040 3,131 107,613 10,472

2011 年 1 月 5,980 4,069 677 3,392 1,242 386 283 4,297 1,683 107,012 6,917
2 月 8,729 5,799 1,224 4,574 2,059 448 424 5,983 2,747 107,291 8,513
3 月 20,085 14,615 2,042 12,573 3,938 570 961 14,998 5,086 ― ―

建　設　機　械　受　注　実　績 （単位：億円）

年　  　月 04 年 05 年 06 年 07 年 08 年 09 年 10 年 10 年
3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月 11 年

1 月 2 月 3 月

総　     　 額 12,712 14,749 17,465 20,478 18,099 7,492 15,342 1,140 1,269 1,283 1,351 1,418 1,222 1,421 1,381 1,348 1,613 1,159 1,756 1,660
海 外 需 要 8,084 9,530 11,756 14,209 12,996 4,727 11,904 848 1,068 1,022 1,038 1,101 942 978 1,051 1,081 1,345 899 1,475 1,274
海外需要を除く 4,628 5,219 5,709 6,268 5,103 2,765 3,438 292 201 261 313 317 280 443 330 267 268 260 281 386

（注）2004 ～ 2006 年は年平均で，2007 年～ 2010 年は四半期ごとの平均値で図示した。
2010 年 3 月以降は月ごとの値を図示した。

出典：国土交通省建設工事受注動態統計調査
　　　内閣府経済社会総合研究所機械受注統計調査
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■ 建 設 業 部 会

■三役会 

月　日：4月 13 日（水）
出席者：川本伸司部会長ほか 6名
議　題：①平成 23 年度事業計画につい
て　②平成 23 年度年間活動計画の策
定　③個別活動計画の検討　④その他

■レンタル業部会

■コンプライアンス分科会
月　日：4月 5日（火）
主席者：中島嘉幸分科会長ほか 6名
議　題：①「東日本大震災」による各社
の被災状況について　②震災によるレ
ンタル物件の取扱い等について　③「建
設機械等レンタル標準契約」改訂に関
する支部意見書等　④その他

■ 各 種 委 員 会 等 

■機関誌編集委員会
月　日：4月 6日（水）
出席者：太田宏委員長代行ほか 21 名
議　題：①平成 23 年 7 月号（第 737 号）
の計画の審議・検討　②平成 23 年 8
月号（第 738 号）の素案の審議・検討
③平成 23 年 9 月号（第 739 号）の編
集方針の審議・検討　④平成 23 年 4
～ 6 月号（第 734 ～ 736 号）の進捗状
況の報告・確認

■新機種調査分科会
月　日：4月 19 日（火）
出席者：江本平分科会長ほか 5名
議　題：①新機種情報の検討・選定
■建設経済調査分科会
月　日：4月 28 日（木）
出席者：山名至孝分科会長ほか 2名
議　題：①平成 23 年 6 月号原稿の検討
②今後の掲載予定の検討・確認

■新工法調査分科会
月　日：4月 12 日（火）
出席者：泉国彦分科会長ほか 2名
議　題：①新工法情報の検討・選定

…支部行事一覧…

■ 北 海 道 支 部

■部会長懇談会
月　日：4月 12 日（火）
出席者：熊谷勝弘支部長ほか 6名
議　題：①総会時の懇親会の扱いについ
て　②講演会その他

■第 1回企画部会
月　日：4月 19 日（火）
場　所：札幌市 センチュリーロイヤル
ホテル

出席者：野坂隆一企画部会長ほか 18 名
内　容：①平成22年度事業報告について
②平成22年度決算報告について③平成
23 年度事業計画について　④平成 23
年度収支予算について　⑤その他（第1
回運営委員会関係ほか）

■情報化施工推進検討WG事務局会議
月　日：4月 22 日（金）
出席者：沖野俊広座長ほか 9名
議　題：①WGの開催日程について　
②平成 23 年度WG活動方針について
③事務局体制その他について

■会計監事会
月　日：4月 25 日（月）
場　所：北海道支部会議室
出席者：藤枝靖規会計監事，町田孝三会
計監事

議　題：平成 22 年度決算書の監査につ
いて

■ 東 北 支 部

■広報部会 第 2回 EE東北作業部会
月　日： 4 月 15 日（金）
場　所：フォレスト仙台
出席者：鹿野安彦東北技術副所長（EE
東北作業部会長）ほか 23 名

議　題：①作業部会開催にあたって　…
②震災前出展申込み状況について　…
③会場（夢メッセ）被災状況について
④被災後に取った措置について　…
⑤ EE 東北 '11 の今後について　⑥出
展者からの意見　⑦その他

■ 北 陸 支 部

■企画部会
月　日：4月 19 日（火）
場　所：新潟県建設会館
出席者：穂苅正昭企画部会長ほか 17 名
議　題：①平成 22 年度支部事業報告及

び決算報告について　②平成 23 年度
事業計画及び収支予算について　③優
良運転員・整備員表彰について

■会計監査
月　日：4月 26 日（火）
場　所：支部事務局
出席者：高野知行監事ほか 4名 
議　題：平成 22 年度決算書類の監査

■ 中 部 支 部

■調査部会
月　日：4月 4日（月）
出席者：杉山稔調査部会長ほか 8名
議　題：講演会実施について
■部会長・副部会長会議開催 

月　日：4月 8日（金）
出席者：佐藤保企画部会長ほか 13 名
議　題：①平成 22年度事業報告及び決
算報告について　②平成23年度事業計
画（案）及び収支予算（案）について

■運営委員会開催
月　日：4月 18 日（月）
出席者：小川敏治支部長ほか 26 名
議　題：①平成 22 年度事業報告及び決
算報告について　②平成 23 年度事業
計画（案）及び収支予算（案）につい
て　③平成 23 年度補欠役員選考につ
いて　④建設機械優良技術員表彰者に
ついて　⑤新公益法人への対応方針
（案）について

■「建設技術フェア 2011in中部」幹事会
に出席
月　日：4月 25 日（月）
出席者：五嶋政美事務局長
議　題：「建設技術フェア 2011in 中部」
実施について協議

■会計監事会
月　日：4月 28 日（木）
場　所：中部支部事務局
出席者：小林幸弘会計監事，近藤正征会
計監事
内　容：平成 21 年度決算会計監査

■ 関 西 支 部

■会計監事会
月　日：4月 15 日（金）
場　所：関西支部 会議室
出席者：中山金光会計監事，神谷敏孝会
計監事
内　容：平成 22 年度決算報告および関
係書類にもとづく会計監査の実施

■建設業部会
月　日：4月 19 日（火） 
場　所：関西支部 会議室

…行事一覧…
（2011 年 4 月 1 日～ 30 日）
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出席者：中山金光部会長ほか 15 名
議　題：①平成 22年度活動報告　②平
成23年度事業計画の審議・決定，部会・
見学会・懇談会の開催，他部会との交流，
部会運営の課題･問題点など　③その
他

■企画部会
月　日：4月 20 日（水） 
場　所：関西支部 会議室
出席者：久永卓三部会長ほか 7名
議　題：①運営委員会に提案する議題関
連　②支部会員について　③支部総会
後の講演について　④その他

■建設用電気設備特別専門委員会（第 375回）
月　日：4月 21 日（木） 
場　所：中央電気倶楽部 会議室
議　題：①平成 22 年度専門委員会総会
②前回議事録確認　③「JEM-TR121 
建設用負荷設備機器点検保守のチェッ
クリスト」の見直し検討　④その他

■運営委員会
月　日：4月 26 日（火） 
場　所：大阪キャッスルホテル 7 階会
議室
出席者：深川良一支部長ほか 30 名
議　題：①平成 22 年度 事業報告（案）
および決算報告（案）について　②平
成 23 年度 事業計画（案）および収支
予算（案）について　③平成 23 年度 
運営委員の選任について　④建設機械
優良運転員・整備員表彰の承認につい
て　⑤支部総会後の講演について　…
⑥新たな公益法人制度に向けた対応に
ついて　⑦その他

■ 中 国 支 部

■会計監事会
月　日：4月 8日（金）
場　所：中国支部事務所
出席者：小林真人会計監事ほか 3名
議　題：平成 22 年度決算会計監査 
■上期運営委員会
月　日：4月 14 日（木）
場　所：広島県民文化センター会議室
出席者：河原能久支部長ほか 27 名
議　題：①平成 22 年度事業報告及び決
算報告承認の件　②平成 23 年度事業
計画及び収支予算に関する件　③平成
23 年度「建設の機械化施工優良技術
者表彰」について　④平成 23 年度役
員（案）について　⑤主要行事予定に
ついて

■第 28回「新技術・新工法」発表会
月　日：4月 19 日（火）
場　所：RCC文化センター 701
参加者：89 名
技術発表：①「施工企画行政の最近の話
題」国土交通省中国地方整備局企画部
機械施工管理官 藤山利人氏　②「加
熱アスファルト系表面処理工法『リフ
レッシュシールMix』」日本道路㈱技
術部 荒尾慶文氏　③「地盤改良複合
杭基礎工法」㈱竹中土木技術・生産本
部 市川晃央氏　④「OPTジェット工
法（効率化施工を可能とした新技術の
低排泥低変位噴射撹拌工法）」ライト
工業㈱本社 長崎康司氏

映像発表：①「SWO工法（スリップフォー
ムペーバを活用した鉄綱ワンパス工
法）」㈱ NIPPO 生産技術機械グルー
プ　②「地下鉄 13 号線戸山工区土木
工事」西松建設㈱技術研究所

■第 1回施工技術部会
月　日：4月 25 日（月）
場　所：中国支部事務所
出席者：齋藤実部会長ほか 7名
議　題：①平成 23 年度部会事業実施計
画（案）について　②情報伝達訓練の
実施計画（案）について　③情報化施
工セミナーの実施計画（案）について
④その他懸案事項

■第 1回広報部会
月　日：4月 28 日（木）
場　所：中国支部事務所
出席者：小石川武則部会長ほか 5名
議　題：①平成 23 年度部会事業実施計
画（案）について　②広報誌「CMnavi」
No.33（SUM）編集について　③広報
誌「CMnavi」支部 60 周年記念号編集
について　④広報活動に関する課題等
について　⑤その他懸案事項 

■ 四 国 支 部

■会計監事会の開催
月　日：4月 6日（水）
場　所：四国支部事務局
出席者：高橋英雄会計監事ほか 3名
内　容：平成 22 年度の会計監査

■支部機関誌編集委員会の開催
月　日：4月 14 日（木）
場　所：サン・イレブン高松
出席者：小松修夫企画部会長ほか 3名
内　容：支部機関誌「しこく」No.87 号
の編集内容について

■合同（企画，施工，技術）部会幹事会の
開催
月　日：4月 14 日（木）
場　所：サン・イレブン高松
出席者：小松修夫企画部会長ほか 21 名
議　題：①平成 22 年度事業報告につい
て　②平成 22 年度決算報告について
③平成 23 年度事業計画書（案）につ
いて　④平成 23 年度予算書（案）に
ついて　⑤平成 23 年度優良建設機械
運転員及び整備員表彰者名簿（案）つ
いて　⑥その他（新公益法人制度への
対応方針等）

■運営委員会の開催
月　日：4月 19 日（火）
場　所：ホテル マリンパレスさぬき
出席者：神﨑正支部長ほか 28 名
議　題：①人事異動等に伴う役員等の変
更に関する件　②平成 22 年度事業報
告に関する件　③平成 22 年度決算報
告に関する件　④平成 23 年度事業計
画に関する件　⑤平成 23 年度予算書
（案）に関する件　⑥平成 23 年度優良
建設機械運転員及び整備員表彰に関す
る件

■ 九 州 支 部

■企画委員会
月　日： 4 月 27 日（水）
出席者：江崎哲郎支部長ほか 7名
議　題：①運営委員会について　②本部
会長及び支部長表彰について　③災害
体制の見直しについて　④建設機械施
工技術検定試験について　⑤橋梁架設
工事積算講習会について　⑥東日本大
震災対応について

■運営委員会
月　日： 4 月 27 日（水）
出席者：江崎哲郎支部長ほか 16 名
議　題：①平成 22 年度事業報告・決算
報告に関する件について　②平成 23
年度事業計画（案）収支予算（案）に
関する件について　③功労者表彰者に
ついて　④支部団体会員数について　
⑤支部役員等の交代に関する件につい
て
本部説明：新公益法人制度への対応につ
いて（白鳥技師長）
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編 集 後 記

No.736「建 設 の 施 工 企 画」
2011年 6月 号

〔定価〕�1 部 840 円（本体 800 円）…
年間購読料 9,000 円

平成 23 年 6 月 20 日印刷
平成 23 年 6 月 25 日発行（毎月 1回 25 日発行）
編集兼発行人　　辻　　　靖　三
印　刷　所　　日本印刷株式会社

発　行　所　社団法人 日 本 建 設 機 械 化 協 会
〒 105-0011 東京都港区芝公園 3丁目 5番 8号　機械振興会館内
電話（03）3433 ― 1501；Fax（03）3432 ― 0289；http://www.jcmanet.or.jp/

施工技術総合研究所―〒 417 ― 0801 静岡県富士市大渕 3154	 電話（0545）35 ― 0212
北　海　道　支　部―〒 060 ― 0003 札幌市中央区北三条西 2― 8	 電話（011）231 ― 4428
東 　 北 　 支 　 部―〒 980 ― 0802 仙台市青葉区二日町 16 ― 1	 電話（022）222 ― 3915
北 　 陸 　 支 　 部―〒 950 ― 0965 新潟市中央区新光町 6― 1	 電話（025）280 ― 0128
中 　 部 　 支 　 部―〒 460 ― 0008 名古屋市中区栄 4― 3― 26	 電話（052）241 ― 2394
関 　 西 　 支 　 部―〒 540 ― 0012 大阪市中央区谷町 2― 7― 4	 電話（06）6941 ― 8845
中 　 国 　 支 　 部―〒 730 ― 0013 広島市中区八丁堀 12 ― 22	 電話（082）221 ― 6841
四 　 国 　 支 　 部―〒 760 ― 0066 高松市福岡町 3― 11 ― 22	 電話（087）821 ― 8074
九 　 州 　 支 　 部―〒 812 ― 0013 福岡市博多区博多駅東 2― 8― 26	 電話（092）436 ― 3322

機関誌編集委員会

編集顧問

浅井新一郎	 今岡　亮司
加納研之助	 桑垣　悦夫
後藤　　勇	 佐野　正道
新開　節治	 関　　克己
髙田　邦彦	 田中　康之
塚原　重美	 寺島　　旭
中岡　智信	 中島　英輔
橋元　和男	 本田　宜史
渡邊　和夫

編集委員長

田中　康順　鹿島道路㈱

オブザーバ

山下　　尚　国土交通省

編集委員

山田　　淳　農林水産省
伊藤　健一　（独）鉄道・運輸機構
石戸谷　淳　首都高速道路㈱
松本　　久　（独）水資源機構
松本　敏雄　鹿島建設㈱
和田　一知　㈱KCM
安川　良博　㈱熊谷組
渥美　　豊　コベルコ建機㈱
冨樫　良一　コマツ
藤永友三郎　清水建設㈱
赤神　元英　日本国土開発㈱
山本　茂太　キャタピラージャパン㈱
星野　春夫　㈱竹中工務店
齋藤　　琢　東亜建設工業㈱
相田　　尚　㈱NIPPO
田岡　秀邦　日本道路㈱
堀田　正典　日立建機㈱
岡本　直樹　山﨑建設㈱
中村　優一　㈱奥村組
石倉　武久　住友建機㈱
江本　　平　範多機械㈱
京免　継彦　佐藤工業㈱
松澤　　享　五洋建設㈱
藤島　　崇　施工技術総合研究所

昨年 12 月号の編集後記には直前
にフィリピンを直撃した台風のすご
さのことを書きましたが，今回はマ
グニチュード 9が引き起こす地震と
津波のことを書かせていただきま
す。犠牲になられた方々には心から
お悔やみ申し上げますとともに，被
災された皆様の生活再建と地域の一
日も早い復興を願っております。
台風もそうですが，我々はプレー
トの境界線上にある国に生活してい
ながら，大規模な津波はチリやイン
ドネシアのことで，まさに対岸の火
事のように思っていなかったでしょ
うか。私自身自分で勝手に境界線を
引いて想定外にしてしまうバカの壁
になっていたと今更ながら反省して
います。メルトダウンや放射能汚染
水の垂れ流しも日本は起こさないと
決め込んでいたために未だに受け入
れがたい気持ちですが，我々は今，
この起こって（起こして）しまった
現実を素直に認めることから始める
必要があります。これから一連の安
全基準や設計基準の見直しが始まる
と思いますが，今までの設備はここ
までしかもたない，この機械はここ
までしかできないという本音を言う

勇気が，まず求められているのでは
ないでしょうか。絶対安心・安全な
ものは作れないということを自覚す
れば，それに近づく努力を今後も続
けられます。
さて，今月号は維持管理，長寿命
化，リニューアルで構成しました。
巻頭言は東洋大の福手先生にお願い
しました。激甚災害があっても社会
資本の維持管理の重要性は変わらな
いことを示していただきました。特
集では既設の導水路トンネルを活か
しての延命対策や，仮設工事が大変
な山間部でのダム用ゲートの整備工
事，結局はゲートをコンクリート
に埋設されている部分以外，全て更
新した工事などを紹介しました。ま
た耐震性能や長寿命に優れた鋳鉄管
や，鉄筋コンクリート構造物に金属
溶射する防食工法，様々な点検，検
査技術についても紹介しました。「21
世紀は管理の時代」と言われて久し
いですが，「社会資本のアセットマ
ネジメント」（福手先生）も踏まえ，
適切な維持管理をこれからも続けて
いくことが求められます。これらの
報文が少しでも参考になれば幸いで
す。お忙しい中，快く執筆依頼を引
き受け，寄稿していただいた皆様に
この場を借りて厚く御礼申し上げま
す。� （安川・松本）

7 月号「建設施工の安全特集」予告
・「足場からの墜落防止措置の効果検証・評価検討会」報告等
・労働災害防止の観点から視る建設施工における安全対策
・墜落災害防止のための仮設構造物
・巨勢山トンネルでの掘削作業における安全対策
・九州新幹線　俵坂トンネル（西）での安全対策
・北陸新幹線神通川橋梁での橋梁施工における安全対策
・深層混合処理船「ポコム 12 号」における安全対策
・労働安全衛生マネジメントシステム　─労働災害・公衆災害の根絶を目指して─
・安全建設気象モバイルKIYOMASAの活用
・移動式クレーンの施工時安全対策
・除雪機械の除雪での安全対策

本誌上へ 
の広告は ㈱共栄通信社までお問い合せ下さい。
本社　〒 105-0004　東京都港区新橋 3-15-8（精工ビル 5F）　電話 03-5472-1801　FAX03-5472-1802　E-MAIL：info@kyoeitushin.co.jp
　　　担当　本社編集部　宗像 敏
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